
第８回千代川水系大規模氾濫時の減災対策協議会 

第６回千代川圏域県管理河川の減災対策協議会 

〔合同協議会〕 

日 時：令和 2年 5月 27 日（水）9 時 30 分～ 

場 所：鳥取県庁 第２庁舎４階 22会議室 

議 事 次 第 

１．挨拶（中国地方整備局 鳥取河川国道事務所長・鳥取県 県土整備部長） 

２．議事 

①合同 

（１）既存ダムの洪水調節機能に向けた取組について 

（２）規約改正について（ダム部会の設置） 

・千代川水系大規模氾濫時の減災対策協議会（国） 

・千代川圏域県管理河川の減災対策協議会（県） 

②千代川圏域県管理河川の減災対策協議会（県）

（１）昨年度の振り返り等について 

・気象について 

・「水防対策検討会」、「避難対策検討会」について 

（２）「減災に係る取組方針」の見直しについて 

（３）取組状況について 

（４）その他 

－休憩－ 

（岩美町、若桜町、智頭町 退席）

③千代川水系大規模氾濫時の減災対策協議会（国）  

（１）「水防災意識社会再構築ビジョン」に基づく取組について」 

・河川整備の状況 

・多機関連携タイムラインについて 

（２）その他 



【委員】

機関名 所属 役職名 氏名

鳥取市 （市長代理） 危機管理部長 乾　秀樹

危機管理局 局長 西尾　浩一

鳥取県土整備事務所 事務所長 福政　孝啓

鳥取地方気象台 気象台長 弘田　実

国土交通省
中国地方整備局
鳥取河川国道事務所

事務所長 橋本　浩良

【オブザーバー】

機関名 所属 役職名 氏名

八頭町 （町長代理） 防災室長 田井　信

第８回　千代川水系大規模氾濫時の減災対策協議会　出席者名簿

鳥取県



第８回　千代川水系大規模氾濫時の減災対策協議会

配席表

事務局 事務局

随行者随行者 記者席

鳥取市長

鳥取地方気象台長

鳥取県企業局長

鳥取県土整備事務所長

鳥取河川国道事務所長

鳥取県県土整備部長

鳥取県危機管理局長

八頭県土整備事務所長

記者席

随行者

スクリーン

八頭町長
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千代川水系大規模氾濫時の減災対策協議会 規約 

（名称） 

第１条 本会は、水防法（昭和24年法律第193号）第15条の９の規定に基づき組

織することとし、「千代川水系大規模氾濫時の減災対策協議会」（以下「協

議会」という。）と称する。 

※この協議会で対象とする千代川水系とは、一級水系千代川のうち、直轄管理区間を示す。 

（目的） 

第２条 千代川水系における堤防の決壊や越水等に伴う大規模な浸水被害に備

え、隣接する市や県、国等が連携・協力して、減災のための目標を共有

し、ハード対策とソフト対策を一体的かつ計画的に推進し、社会全体で洪

水に備える「水防災意識社会」を再構築することを目的とする。 

（協議会の実施事項） 

第３条 協議会は、次の各号に掲げる事項を実施する。 

２ 洪水の浸水想定等の水害リスク情報と、現状の減災に係る取組状況等の共

有 

３ 円滑かつ迅速な避難、的確な水防活動及び円滑かつ迅速な氾濫水の排除を

実現するために各機関がそれぞれ又は連携して取り組む事項をまとめた

「地域の取組方針」の作成・共有 

４ 「地域の取組方針」に基づく対策の実施状況のフォローアップ 

５ その他、大規模氾濫に関する減災対策に関して必要な事項 

（協議会） 

第４条 協議会は、別表１に掲げる委員をもって構成する。ただし、必要に応

じ委員を追加することができる。 

２ 協議会は、第１項によるもののほか、必要に応じて委員以外の者の出席を

要請し、意見を聴くことができる。 

（幹事会） 

第５条 協議会の円滑な運営を行うため、協議会の下に幹事会を置く。 

２ 幹事会は、別表２に掲げる委員をもって構成する。ただし、必要に応じ委

員を追加することができる。 

３ 幹事会は、第２項によるもののほか、必要に応じて委員以外の者の出席を

要請し、意見を聴くことができる。 
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（ダム部会） 

第６条 千代川水系における既存ダムの洪水調節機能の強化に向けた取組にあ

たり必要となる治水協定等について協議を行うため、ダム部会を置く。 

２ ダム部会は、ダム部会設置要綱に基づき、会議運営を行うものとする。 

（会議の公開） 

第７条 協議会は、原則として報道機関を通じて公開とする。ただし、審議内

容によっては、協議会に諮り、非公開とすることができる。 

２ 幹事会は、原則非公開とし、幹事会の結果を協議会へ報告することによ

り、公開と見なす。 

（協議会資料等の公表） 

第８条 協議会に提出された資料等については、速やかに公表するものとす

る。ただし、個人情報等で公表することが適切でない資料等については、

協議会の了解を得て公表しないものとする。 

２ 協議会の議事については、事務局が議事概要を作成し、出席した委員の確

認を得た後、公表するものとする。 

（事務局） 

第９条 協議会の庶務を行うため、事務局を置く。 

２ 事務局は、鳥取県県土整備部河川課及び中国地方整備局鳥取河川国道事務

所が共同で行う。 

（雑則） 

第10条 この規約に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項につい

ては、協議会で定めるものとする。 

（附則） 本規約は、平成２８年７月４日から施行する。 

          平成３０年２月７日 一部改正 

          平成３０年５月１８日 一部改正 

          令和元年５月２９日 一部改正 

令和２年 月  日 一部改正 
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別表１

千代川水系大規模氾濫時の減災対策協議会 委員 

（委員）    鳥取市長 

鳥取県 危機管理局長 

鳥取県 鳥取県土整備事務所長 

気象庁 鳥取地方気象台長 

国土交通省中国地方整備局 鳥取河川国道事務所長 

（オブザーバー）  八頭町長 

（事務局）   鳥取県県土整備部 河川課 

国土交通省中国地方整備局 鳥取河川国道事務所 
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別表２ 

千代川水系大規模氾濫時の減災対策幹事会 委員 

（委員）    鳥取市 危機管理部長 

鳥取市 都市整備部長 

鳥取市 下水道部長 

鳥取県 危機管理局 副局長 

鳥取県 鳥取県土整備事務所 計画調査課長 

気象庁 鳥取地方気象台 防災管理官 

国土交通省中国地方整備局 鳥取河川国道事務所 河川副所長 

        国土交通省中国地方整備局 鳥取河川国道事務所 道路副所長 

（オブザーバー）  八頭町 防災室長 

（事務局）   鳥取県県土整備部 河川課 

国土交通省中国地方整備局 鳥取河川国道事務所 
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千代川水系大規模氾濫時の減災対策協議会ダム部会（仮称） 

設置要綱（案） 

（目的） 

第１条 この要綱は、近年の豪雨災害による甚大な被害の発生を踏まえ、既存ダムの

洪水調節機能の強化に向けた取組について協議することを目的として設置す

る「千代川水系大規模氾濫時の減災対策協議会ダム部会（仮称）」（以下、「ダム

部会」という。）に関する必要な事項を定めるものとする。 

（所掌事項） 

第２条 ダム部会は、次の事項について所掌する。 

２ 既存ダムの洪水調節機能の強化に向けた取組を進めるにあたり必要となる 

治水協定、工程表の内容について協議、決定する。 

３ ダム部会で協議した結果については、千代川水系大規模氾濫時の減災対策協 

議会等へ報告する。 

（組織構成） 

第３条 ダム部会の組織構成は、以下のとおりとする。 

２ ダム部会は、別紙に掲げる部会員をもって構成する。 

３ ダム部会は、前項によるもののほか、必要に応じて部会員以外の者の出席を 

要請し、意見を聴くことができる。 

（会議の公開） 

第４条 ダム部会は、原則非公開とし、ダム部会の結果を協議会へ報告することによ

り、公開と見なす。 

（事務局） 

第５条 ダム部会の庶務を行うため、事務局を置く。 

２ 事務局は、鳥取県県土整備部河川課及び中国地方整備局鳥取河川国道事務所 

が共同で行う。 

（雑則） 

第６条 この要綱に定めるもののほか、ダム部会の運営に関し必要な事項については、

ダム部会で定めるものとする。 

（附則） 本要綱は、令和２年５月○日から施行する。 
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別紙 

千代川水系大規模氾濫時の減災対策協議会ダム部会（仮称） 

（部会員） 

鳥取市（鳥取市水道局）（利水者：殿ダム） 

中国電力株式会社（ダム管理者・利水者：三滝ダム） 

鳥取県企業局（ダム管理者・利水者：茗荷谷ダム、利水者：佐治川ダム・殿ダム） 

鳥取県県土整備部（河川管理者、ダム管理者：佐治川ダム、百谷ダム） 

中国地方整備局鳥取河川国道事務所（河川管理者、ダム管理者：殿ダム） 
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河川整備の状況
（R2.5）

国土交通省 鳥取河川国道事務所
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１．逃げ遅れゼロに向けた迅速且つ的確な
避難行動のための取組
（２）発災時の迅速かつ確実な避難に関
する事項

⑪ 千代川本川において、堤防の浸透対策、パイピング対策を実施
⑫ 千代川本川上流域について、重点的に流下能力対策を推進
⑬ 千代川本川及び袋川において、堤防天端の保護を目的とした舗装を実施
⑭ 避難行動、水防活動に資する情報基盤の整備
⑮ 災害時に活動拠点となる施設の電源設備の耐水性の確保
⑯ 避難経路や水防活動の進入路となる道路、堤防管理用通路の浸水時の動
線の確保

【実施項目】
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■洪水を未然に防ぐハード対策 ⑪⑫

○千代川本川において、堤防の浸透対策、パイピング対策を行う。
○千代川本川上流域について、重点的に流下能力対策を推進する。

堤防のかさ上げ

【完成された堤防】【未完成の堤防】

浸透・侵食対策
←➁

※流下能力が著しく不足している、あるいは漏水の実績があるなど、優先的に整備が必要な区間について、平成３２年度を目途に堤防のかさ
上げや浸透対策などの対策を実施。
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河川水の浸透による
堤防破壊

■堤防の浸透対策、パイピング対策 ⑪ 千代川7k600～8k000付近

横断図

千代川

有富川

堤防強化
（浸透対策）
L≒400m

【源太地区】
○堤防詳細点検の結果、浸透破壊に対して所定の安全性が確保されていないと判定された源太地区の堤防に
ついて、堤防強化工事（ドレーン工）を実施することにより水害リスクの低減を図ります。
○令和元年度に、約400mを施工しました。

平面図（写真） ドレーンを整備することで、堤防内の浸透水位
を低くし、堤防の破壊（すべり）を防ぐ

ドレーン

施工中

ﾄﾞﾚｰﾝ材

施工後

堤防
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■上流地区流下能力対策 ⑫ 洪水を未然に防ぐハード対策

完成

完成

実施中
移設後

堰移設

※平成28年4月完了

※平成30年3月完了
（その他は令和2年3月完了）

移設前
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各地点の治水安全度

【河床掘削・八日市堰改築】
○ 佐貫地区・八日市地区では、固定堰による洪水時の水

位のせき上げや堆積した土砂による河川断面不足が生じ
ています。

○平成26年度より、洪水に対する安全度を向上させるため
佐貫地区の河川内に堆積した土砂の撤去を実施しており、
平成28年度より八日市堰の改修工事（上流移設）に着手
平成30年3月に完了、その他については令和2年3月に完
了しています。

○ 平成26年度は堰上流付近に堆積している土砂等を撤去し、洪水に対する安全度を向上させました。

○ 平成26年度の土砂撤去だけでは洪水に対する安全度を確保できないため、平成27年度以降も河床掘削を推

進し、目標とする「戦後最大洪水である昭和54年10月洪水と同規模の洪水（当該箇所では概ね20年に1回程

度の洪水）」に対する安全度を確保します。

■上流流下能力対策（八日市地区） 千代川18k800～20k900

（旧）八日市堰

千代川
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■危機管理型ハード対策 ⑬ 千代川18k800～20k900

【千代川天端舗装】
○H27年9月の関東・東北豪雨を契機として、新たに「水防災意識社会再構築ビジョン」として、全ての直轄河
川とその沿川市町村において、令和２年度を目途に水防災意識社会を再構築する取組を行っています。
○千代川では洪水を安全に流すためのハード対策」に加え、氾濫が発生した場合にも被害を軽減する「危機管
理型ハード対策」を導入し、越水等が発生した場合でも決壊までの時間を少しでも引き延ばすよう堤防構造を
工夫する対策（堤防の天端舗装）を実施中です。

舗装前の堤防天端状況 舗装後の堤防天端状況

ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装実施
砕石（不陸有り）

完成

完成

完成

完成
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千代川水害タイムラインについて（報告）
【研修会】：目標設定と進め方の確認

研修会
R元年
7月31日

• 千代川の概要説明
（主な洪水被害、整備状況、洪水浸水想定区
域図、平成30年7月豪雨の概要）

• TL作成について（先行事例の紹介、千代川TL
のポイント、TL作成手順）

• グループワーキング（ＴＬ作成に当たって自
機関の行動項目や課題を理解・共有）

【第2回検討会】：重点行動項目の具体化・細分化

第2回
検討会
R元年

11月27日

• 研修会、第1回検討会の振り返り
（ワーキング成果・鳥取大学大学院三輪教授
の総括の振り返り、TL完成までの流れ、平成
10年台風10号の進行経路と千代川流域の降雨
特性について）

• グループワーキング
（行動項目を具体化・細分化し、行動手段・
手順と、実施する上での課題を抽出）

【第1回検討会】：水害リスクの把握、防災行動項目の整理

第1回
検討会
R元年
9月20日

• 想定災害シナリオの把握
（気象条件について / 浸水状況について）

• グループワーキング（浸水リスクの把握と行
動項目の選定・追加、TLレベルごとの防災行
動項目の整理、多機関に係る重点行動項目の
整理）

【令和元年度千代川水害タイムライン発足式】

発足式
R元年
8月7日

• 首長挨拶
（鳥取市長、倉吉市長、三朝町長、湯梨浜町
長、北栄町長）

• 千代川水害タイムライン検討会・天神川水害
タイムライン検討会設置要綱（案）について

• 検討会座長講演
• 千代川・天神川の概要について

研
修
会
ワ
ー
キ
ン
グ
成
果

第
1
回
検
討
会

ワ
ー
キ
ン
グ
成
果
例

第
2
回
検
討
会

ワ
ー
キ
ン
グ
成
果
例
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千代川水害タイムラインについて（報告）

TL

レ
ベ
ル
毎
の
概
要
イ
メ
ー
ジ

（
読
み
合
わ
せ
時
使
用
）

第
３
回
検
討
会

ワ
ー
キ
ン
グ
成
果
例

千
代
川
水
害
タ
イ
ム
ラ
イ
ン

完
成
イ
メ
ー
ジ

千代川水害タイムライン（案）作成

【第3回検討会】：行動・連携主体の確認、役割分担の決定

第3回
検討会
R2年

1月24日

• 千代川水害タイムライン（素案）について
（TLの立ち上げ・レベル移行・解除、TLの構
成TL（素案）について）

• グループワーキング
（TL素案の確認、各機関との連携・調整事項
の抽出・課題の整理・共有、全体意見交換）

【記号分類】
・◎：主体的に行動する機関
・〇：支援または協働する機関
・✉：メーリングリストで発信する機関
・発：情報を発信する機関
・収：情報を自ら収集する機関
・受：情報を受ける機関

千代川水害タイムライン【令和元年度版】作成

検討会・意見照会で挙げられた行動項目
を整理し、「千代川水害タイムライン【令
和元年度版】」を作成。

【文頭記号】
・✉：メーリングリ
ストで発信する情報

発

【第4回検討会】全体共有と課題確認

第4回
検討会
R2年

2月26日

• 第2回・第3回検討会の振り返り
（ワーキング成果・鳥取大学大学院三輪教授
の総括の振り返り、TL完成までの流れ)

• 全体読み合わせ
（「顔の見える関係」を実践し、一体感を高
めて共通理解を認識。行動項目を主体的・支
援を行う機関、及び情報の受発信を行う機関
を再確認する。またTL（案）において、自機
関で行う項目の最終確認を行う。）

千代川水害タイムライン（素案）作成
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「 水 防 災 意 識 社 会再 構 築 ビ ジ ョ ン 」 に 基 づ く

千 代 川 水 系 の 減 災 に 係 る 取 組 方 針

令 和 ２ 年 ● 月 ● 日

千 代 川 水 系 大 規 模 氾 濫 時 の 減 災 対 策 協 議 会
鳥取市、鳥取県、気象庁鳥取地方気象台、

国土交通省中国地方整備局 
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※この協議会で対象とする千代川水系とは、一級水系千代川のうち、鳥取河川国

道事務所の直轄管理区間を示す。 

2
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１．はじめに 

河川の整備は、河川整備基本方針に基づき、河川整備計画において段階的な目

標とする流量を設定し、その規模の洪水を計画高水位以下で安全に流すことによ

り、人命・資産を守る観点から被害を防止することを基本として、堤防やダム等

の整備に取り組んできた。一方で、降雨の激甚化・集中化により、施設の能力を

大きく超える洪水が多発しており、整備途上の状況、あるいは整備後の状況であ

っても被害を軽減する対策を講ずる必要性が増大してきた。 

こうした中で、平成 27 年 9 月関東・東北豪雨により、鬼怒
き ぬ

川の下流部では堤

防が決壊するなど、氾濫流による家屋の倒壊・流失や広範囲かつ長期間の浸水が

発生した。また、これらに住民の避難の遅れも加わり、近年の水害では類を見な

いほどの多数の孤立者が発生した。 

このことから、国土交通大臣から社会資本整備審議会会長に対して、「大規模

氾濫に対する減災のための治水対策のあり方について」が諮問され、設置された

「社会資本整備審議会河川分科会大規模氾濫に対する減災のための治水対策検

討小委員会」（ 以下、「委員会」と言う。） により、平成 27 年 12 月 10 日に「大

規模氾濫に対する減災のための治水対策のあり方について～社会意識の変革に

よる「水防災意識社会」の再構築に向けて～」が答申された。 

このような中、平成 28 年 8 月に発生した、台風 10 号等の一連の台風による甚

大な被害を受け、「水防災意識社会」の再構築に向けた取組を中小河川も含めた

全国の河川でさらに加速させることとされ、平成 29 年 6 月に水防法等の一部改

正を行うなどの各種取組が国において進められている。 

さらに、同年 6 月 20 日には、国土交通大臣指示に基づき、概ね５年で取り組

むべき各種取組に関する方向性、具体的な進め方や支援等について、「水防災意

識社会」の再構築に向けた緊急行動計画としてとりまとめられた。 

その後、平成 30 年 7 月豪雨をはじめ、近年各地で大水害が発生していること

を受けて、水管理・国土保全局より、平成 30 年 12 月に「異常豪雨の頻発化に備

えたダムの洪水調節機能と情報の充実に向けて（提言）」が提言され、さらに、

同年同月に「大規模広域豪雨を踏まえた水災害対策のあり方について～複合的な

災害にも多層的に備える緊急対策～」が社会資本整備審議会から答申され、「施

設の能力には限界があり、施設では防ぎきれない大洪水は必ず発生するもの」と

の認識を持つ必要があることが示された。 

この答申を受け、社会全体で洪水に備える「水防災意識社会」を再構築する取

組を、さらに充実し加速するため、平成 31 年 1 月 29 日に緊急行動計画が改定さ
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れた。

今後は、本協議会は、緊急行動計画を踏まえ、緊密に連携し各種取組を緊急的

かつ強力に推進することで「水防災意識社会」の一刻も早い再構築を目指すこと

とする。

千代川
せんだいがわ

水系においては、委員会の答申を踏まえ、「水防災意識社会」の再構築

に向けた取組として、地域住民の安全・安心を担う沿川の鳥取市、鳥取県、鳥取

地方気象台、鳥取河川国道事務所で構成される「千代川水系大規模氾濫時の減災

対策協議会」（以下「本協議会」という。）を平成 28 年 7 月 4 日に設立し、減災

のための目標を共有し、令和 2年度を目処にハード・ソフト対策を一体的・計画

的に推進することとした。 

千代川は河川の勾配が急であり、さらに同規模の支川が放射状に合流する流域

形状であることから、水防等の準備や対応に要する時間が短いという特徴を持っ

ている。さらに一度氾濫が起これば、浸水面積や浸水深など、その被害は甚大と

なるとともに、浸水の継続時間も長期にわたることが想定されている。 

一方で、千代川においては、大正 12 年の直轄河川改修事業の着手以降、直轄

管理区間においては堤防決壊による激甚な被害を経験しておらず、住民が洪水の

危険性を認識する機会が減少しており、それが住民の適切な洪水対応行動を阻害

する要因となることが懸念される。 

本協議会では、こうした千代川水系の氾濫特性及び治水事業の現状を踏まえ、

令和 2年度までに「逃げ遅れゼロ」、「社会経済被害の最小化」を目指した減災対

策として、各構成機関が一体的・計画的に取り組む事項について検討を進め、今

般、その結果を「千代川水系の減災に係る取組方針」（以下「取組方針」という。）

としてとりまとめたところである。 

なお、本取組方針は本協議会規約第３条に基づき作成したものである。 
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２．本協議会の構成員 

本協議会の構成とそれぞれの構成員が所属する機関（以下、「構成機関」とい

う。） は以下のとおりである。

構成機関 構成員 

鳥取市 市長 

鳥取県 危機管理局長 

〃 鳥取県土整備事務所長 

気象庁 鳥取地方気象台長 

国土交通省中国地方整備局 鳥取河川国道事務所長 
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３．千代川水系の概要と主な課題

（１）千代川の地形的特徴

千代川は以下のような地形的特徴を持っている。

（２）千代川流域の社会経済等の状況

千代川の洪水浸水想定区域内には県庁所在地であり、山陰東部の政治、 経

済の中枢である鳥取市がある。

多くの人口・資産、行政・医療機関、空港及び駅といった重要な公共施設が

多数存在しているほか、国道や鉄道等の結節点でもあることから、ひとたび浸

水被害が発生すると社会経済活動への影響が甚大である。

また、洪水浸水想定区域内に防災拠点となる市役所や消防局、緊急輸送道路

があるなど、浸水被害が発生した場合には防災機能の低下も懸念される。

① 全国的に見ても有数な急流河川である。

→洪水が短時間で一気に海まで流れ出る

→水の流れのエネルギーが大きいため、河岸や護岸が洗堀されやすく、

 また、その下流側で土砂が堆積しやすい

② 同規模の支川が放射状に合流する流域形状である

→洪水が鳥取平野に向かって集中するため、水位上昇が急激となる

③ 鳥取平野は低平地であることから水害を受けやすく、また河口側に標高

の高い砂丘が形成されているため水はけが悪い

→内水被害のリスクが高く、一度浸水した場合には解消に時間がかかる
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（３）過去の洪水による被害状況

 ①大正７年９月洪水

 千代川において既往最大流量（行徳地点、約 6,400m3/s）を観測し、鳥取平野が
水没するほどの大洪水であった。死者 30名、家屋全半壊 702戸、浸水家屋 13,186

戸の被害が発生したほか、当時の鳥取市上水道の水源で合った美
み

歎
たに

水源地堰堤（鳥

取市国
こく

府
ふ

町美歎地区）が決壊し、直撃を受けた下流の集落はもちろん、上水の供

給を受けている市民に与えた影響も大きかった。

②昭和 34年９月洪水（伊勢湾台風）
千代川の行徳地点において約 2,500 m3/sの流量を観測した。治水事業の遅れて
いた中上流域では堤防決壊被害が発生し、また下流域でも内水被害が発生したこ

とから、千代川において戦後最大の洪水被害（死者２名、家屋全半壊 1,476 戸、
浸水家屋 5,432戸）となった。

なお、この洪水で千代川左岸の曳
ひけ

田
た

川合流点付近（鳥取市河原
かわはら

町）において堤

防が決壊しており、これは戦後、直轄管理区間内で発生した唯一の堤防決壊被害

である。

③昭和 54年 10月洪水
千代川において戦後最大流量（行徳地点、約 4,300m3/s）を観測した洪水であ
る。治水事業の進捗により直轄管理区間において堤防決壊被害は発生しなかった

が、鳥取平野においては大規模な内水氾濫注）（浸水家屋 1,355戸）被害が発生し
た。

注１）内水氾濫：河川の水を外水と呼ぶのに対し、堤防で守られた内側の土地（人が住んでいる側）にある水

を内水と呼ぶ。大雨が降ると川の合流地点で水位が上昇することで、内水の水はけが悪化 し、建物や

土地・道路等が水に浸かってしまうことをいう。
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（４）過去の洪水による被害状況

大正７年９月洪水を契機として、大正 12 年より直轄河川改修事業に着手して
おり、大正 15 年～昭和６年に本川下流の捷水路工事、昭和３～８年に袋川の付
替工事、昭和９～12 年に上流河道工事、昭和 49～58 年に河口付替工事を実施し
ている。

また、平成 19年 5月に策定した千代川水系河川整備計画に基づき、戦後最大規模
相当の洪水（昭和 54年 10月洪水相当）を安全に流下させることを目標として整
備を行っている。平成 26年度までに千代川の中下流部の整備を概成しており、引
き続き流下能力の不足している上流域の鳥取市河原町徳吉箇所～同用瀬町美成箇

所において、河床掘削と流下能力を阻害する河川施設の改良等を行っている。

（５）千代川の主な課題と取り組みの方向性

  治水事業の現状と過去の水害を踏まえた主な課題は、以下のとおりである。

○急流河川であり、洪水の到達時間が短く水位の上昇が急激であることから、

水防や避難等の準備や対応に要する時間が短いことを踏まえて、効果的な水

防活動を実施するための連絡体制の整備や訓練等が必要である

○ひとたび氾濫が起こればその被害は甚大となることを踏まえて、社会経済へ

の影響軽減、災害復旧に対する早期の道路・交通機能の回復、防災拠点にお

ける防災機能の維持等を目的とした水防活動と排水活動の強化が必要である

○千代川の直轄管理区間において、近年は堤防決壊による激甚な被害を経験し

ておらず、住民や防災関係者等が洪水の危険性を認識する機会が減少してい

ることを踏まえ、地域住民や防災関係者が適切な洪水対応行動をとれるよう

な防災研修の拡充が必要である。

以上の課題を踏まえ、千代川流域の大規模災害に備え、具体的な取組を実施す

ることにより、「水防災意識社会」の再構築をめざすものである。
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４．現状の取組状況

千代川水系における減災対策について、各構成機関で現状を確認し、課題の抽

出を行った。各構成機関が現在実施している主な減災に係る取組と課題は、以下

のとおりである。（別紙－１参照）

①情報伝達、避難計画等に関する事項

 ※現状：○ 課題：●（以下同様）

項目 現状・課題

洪水時における河川管理者等

から関係機関への情報提供の

内容・タイミング

○河川水位や降雨等の状況に応じて、河川管理者等から水

防に関する「水防警報」 や避難等に資する「洪水予報」

等が鳥取市や関係機関へ通知されている。

○堤防決壊等の重大情報については、各機関の長から鳥取

市長に対してホットラインにより情報提供を行うこと

としている。

●洪水予報等について、的確な情報をリードタイムの取れ

た適切なタイミングで発表できているか十分に把握で

きていない。

A

●重点監視箇所の水位情報等については情報連絡系統が

整備されていない。

B

避難勧告等の発令基準

○地域防災計画に発令基準を定めている。

○避難勧告等の発令の目安として、鳥取市と国土交通省と

でタイムラインを作成している。

●千代川直轄管理区間の水位上昇時には県管理河川や急

傾斜地等も危険な状況が想定され、直轄管理区間だけの

状況で避難勧告等の判断はできないと考えられる。

C

●ダム下流等、浸水想定がない区域がある。

●市町村長に対し助言を行う者の育成が必要である。 D

●タイムラインについては、計画規模洪水の洪水波形でリ

ードタイムを設定しているため、最大規模洪水ではリー

ドタイムが確保できない。

E

住民等への情報伝達の体制や

方法

○各機関がホームページ、メール、防災行政無線等の媒体

を活用して情報伝達を行っている。

●事態の切迫性やとるべき行動について、住民へより分か

りやすい情報となっていない。（ 防災情報の意味や、そ

れによりとるべき行動が分かりにくい）

F

●地域の自主防災会等への情報提供を的確に行う必要が

ある。

G

●外国人や避難行動要支援者等へ的確・ 迅速に伝達する

体制を検討する必要がある。

H

●河川防災担当職員を対象とした研修の実施が必要であ

る。

I
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避難場所・避難経路

○総合防災マップ（ハザードマップ）を作成し、全戸配布

により避難場所・避難所等の周知を行っている。

・避難場所は、洪水浸水想定区域外の指定避難所又は指

定緊急避難場所としているが、 避難所にこだわらず

安全な場所に避難してもらうよう周知している。

・避難経路は、個人や地域で災害時の避難経路を決めて

おいてもらうよう周知している。

●市が指定している避難所・避難場所は、計画規模降雨に

よる洪水浸水想定区域内のものは洪水適用性がないも

のとして指定しているが、想定最大規模降雨により洪水

浸水想定区域が広がったことにより洪水適用性のある

避難場所を新たに選定する必要がある。

J 

●通常豪雨時の避難所の中からさらに想定最大規模降雨

による洪水浸水想定時の避難所を選定することも考え

られるが、どちらの避難所を使用するか判断するために

適確な情報を得る必要がある。

K 

●避難所で充分な収容人員が確保できない場合の広域連

携と輸送方法、特に要配慮者への支援が必要である。

L 

●垂直避難を実施した者について、その後の救出などの対

策が立てられていない。

M

●避難経路は災害の状況や個人や地域の置かれた環境に

より適切な経路が異なるため確保ができない箇所があ

り検討する必要がある。

N

●洪水時における国道等の道路情報を避難計画に生かす

ための情報連絡系統が整備されていない。

O

避難誘導体制

○施設管理者のほか、消防関係者や警察官の協力を得なが

ら実施している。

●想定最大規模降雨による洪水浸水想定区域に対する避

難誘導の計画について検討が必要である。

P 

●地域の自主防災会の協力が重要となるため、 地域ぐる

みでの防災・避難体制の整備が必要である。

Q

●広範囲の住民が広域連携による遠方への避難所へ避難

せざるをえない場合の具体的な避難誘導方策と体制の

検討が必要である。

R

10



- 9 - 

②水防に関する事項

項目 現状・課題

水防関係者等への河川水位等

に係る情報提供

○水防関係者に対しては水防警報伝達系統図、洪水予報伝

達系統図等により情報伝達を行っている。

○国土交通省は、大規模な災害が予想される際には自治体

等へリエゾン（情報連絡員）を派遣して、情報共有を行

うこととしている。

●水防関係者への情報伝達手段の強靱化と効率化が必要

である。

S

河川の巡視区間

○出水期前に、河川管理者、水防団（消防団）等と洪水に

対しリスクが高い区間の合同巡視を行っている。

○出水時には、水防団（消防団）と河川管理者による巡視

等を行っている。

●限られた人員で細やかな河川巡視を行うことは困難で

ある。

T

水防資機材の整備状況

○水防倉庫等に水防資機材を備蓄し、適宜補充を行ってい

る。

●水防資機材の備蓄情報の共有が不十分である。 U

●水防活動に必要な河川管理用道路の動線が確保されて

いない箇所がある。

V

庁舎、災害拠点病院等の

水害時における対応

○各機関において、計画規模降雨による浸水に対する耐水

化等の浸水対策を行っている。

●想定最大規模降雨による浸水想定区域を踏まえて、浸水

対策の点検、再検討などが必要である。

W

③氾濫水の排水、施設運用に関する事項

項目 現状・課題

排水施設、排水資機材の

操作・運用

○各機関は排水ポンプ車を保有し、排水機場を整備してお

り、出水に備え点検、訓練等を行っている。

●想定最大規模降雨による洪水に対する排水計画の策定

と排水ポンプ車の運搬・配置計画の検討が必要である。

X

●樋門、排水機場の操作要領について、想定最大規模洪水

時に操作員の安全を確保するためのルールを作成する

必要がある。

Y
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④河川管理施設の整備に関する事項

項目 現状・課題

堤防等河川管理施設の現状の

整備及び今後の河川整備

○河川整備計画に基づき、戦後最大流量を安全に流せるこ

とを目標として整備を実施している。（鳥取市河原町佐

貫の徳吉堰より下流は整備済、現在上流の八日市堰を改

修中）

○平成 28 年度より危機管理型ハード対策を順次実施し
ている。

●現状では戦後最大流量と同程度の洪水で浸水被害が発

生する恐れがある。

Z 

●治水事業の進捗に伴い、住民や防災関係者等が洪水の危

険性を認識する機会が減少している。

AA

河川管理用通路等の状況

○千代川全川の堤防上に、河川管理用道路を整備してい

る。

●国道、主要県道等との交差箇所にはアンダーパスが設置

されているが、浸水時には通行できず、水防活動等に支

障が出る恐れがある。

AB

●千代川左岸の有富川合流点から砂見川合流点までと、右

岸の大路川合流点から源太橋までの間は車両乗り入れ

可能な箇所がなく、水防活動等に支障が出る恐れがあ

る。

AC

⑤防災教育に関する事項

項目 現状・課題

小中学生等を対象とした

防災教育

○小中学校と連携した水害（防災）教育や出前講座を実施

している。

●学校教育関係者向け研修や講座等学習の場を設けるこ

とが必要である。

AD

●国土交通省は鳥取市、鳥取県、気象台が実施する小中学

校と連携した水害（ 防災）教育への協力が必要である。

AE

地域住民に対する防災知識

の普及

○地域住民等からの要請に基づいて出前講座を実施して

いる。

○水防団（消防団）・自主防災組織・ 消防署等の関係機関

が連携した水防訓練を実施している。

●河川防災担当職員を対象とした研修の実施が必要であ

る。

AF

●市町村長に対し助言を行う者の育成が必要である。 AG
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５．減災のための目標

本協議会で概ね５年間（令和２年度まで）で達成すべき減災目標は以下のとお

りである。

【５年間で達成すべき目標】

※大規模な水害：想定し得る最大規模の降雨に伴う洪水（越水・侵食・洗掘）による氾濫被害

※逃げ遅れ：立ち退き避難が必要なエリアからの避難が遅れ孤立した状態

※社会経済被害の最小化：大規模な水害による社会経済被害を軽減し、早期に再開できる状態

上記目標の達成に向け、以下の項目を３本柱とした取組みを実施する。

① 逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ適確な避難行動のための取組

② 生命と財産を守る水防活動と日常生活を取り戻すための排水活動の

強化

③ 地域住民の防災意識向上と防災関係者の災害対応能力向上を目的と

した防災研修の拡充

急流河川で水位上昇が急激なため迅速な洪水対応が求めら

れる千代川において、発生しうる大規模水害に対し、

「逃げ遅れゼロ」、「社会経済被害の最小化」を目指す。

13
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６．概ね５年で実施する取組

氾濫が発生することを前提として、社会全体で常にこれに備える「水防災意識

社会」を再構築することを目的として取り組む内容は以下のとおりである。

○千代川は急流河川であり、洪水の到達時間が短く水位の上昇が急激であること

から、洪水予報等についてリードタイムの確保が難しい。また、水防管理団体、

住民、福祉施設入所者等の避難行動要支援者、道路・交通管理 者、民間企業等

で必要とする情報とタイミングが異なるものと考えられる。これらを踏まえて、

既存のタイムラインについて避難勧告の発令や多様な防災行動を踏まえた見直

しを行う（平成 29～令和 2 年度）とともに、タイムラインの時系列に基づく実

践的な訓練を実施する。（令和 2 年度～）

○千代川の想定氾濫域内には、県庁所在地で山陰東部の政治、経済の中枢である

鳥取市があり、ひとたび氾濫が起こればその被害は甚大となることが予想され

る。洪水を防止するためのハード整備や水防体制の強化を図るとともに、冠水

による社会経済の影響軽減、早期の道路・交通機能の回復等を目的とした、大

規模水害を想定した排水計画を策定する。（平成 30～令和 2 年度）

○千代川の直轄管理区間において、近年は堤防決壊による激甚な被害を経験して

おらず、住民や防災関係者等が洪水の危険性を認識する機会が減少している。

また、行政が提供する防災情報について、事態の切迫性やとるべき行動につい

て分かりにくいとの指摘がある。これらを踏まえて、住民へより分かりやすい

情報提供を検討（平成 29 年度）して提供するとともに、出前講座等を実施して

防災知識の普及に努める。また、小中学校等と連携した水害（防災）教育を拡

充するとともに、防災関係者の災害対応能力向上を目的とした防災研修を実施

する。（平成 29 年度～）
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 なお、各構成機関が取り組む主な取組項目・目標時期・取組機関については、以

下のとおりである。（別紙－２－１、２－２参照）

 ○逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ適確な避難行動のための取組

（1）平時からのリスク情報の周知に関する事項

※取組機関 市：鳥取市 県：鳥取県 気：鳥取地方気象台 整：中国地方整備局（以下同様）

主な取組項目 目標時期 取組機関

■想定最大規模降雨の浸水想定区域図に基づくハザードマップの作成・周知等 

①想定最大規模降雨による浸水想定区域図、氾濫シミュレーシ

ョンの公表 
全項目 H28    整

②想定最大規模降雨による浸水想定区域図に基づくハザード

マップ（総合防災マップ）の作成・周知 
全項目 H28～29 市県 整

③想定最大規模降雨による浸水想定区域図における避難場所

の検討 
J,K,L H29～R2 市県 整

④想定最大規模降雨による浸水想定区域図に基づく避難対応

の検討 

A,B,C 

E,F,K 
R2 市県気整

⑤広域避難計画、垂直避難等を反映した避難誘導体制の検討 
M,N,O 

P,Q,R 
R2 市県 整

㊹ダム下流部の浸水想定区域図を策定・公表 全項目 R2    整

■多様な防災行動を踏まえたタイムラインの見直し

⑥避難勧告の発令に着目したタイムラインの見直し A,C,E H28～R2 市県気整

⑦住民、福祉施設入所者等の避難行動要支援者、道路・交通管

理者、民間企業等と連携したタイムラインの見直し
G,H H29～R2 市県気整

⑧タイムラインの時系列に基づく実践的な訓練の実施 
A,C,E 

G,H 
R2～
定期的に実施

市県気整

■事態の切迫性やとるべき行動について、住民へより分かりやすい情報提供の検討 

⑨事態の切迫性やとるべき行動について、住民へより分かりや

すい情報提供の検討 
F,AA H28～29 市県気整

⑩公共施設や電柱等への浸水深表示板の設置を検討 

（まるごとまちごとハザードマップ）  
F,G 

H29～
継続実施

市  整
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（2）発災時の迅速かつ確実な避難に関する事項

主な取組項目 目標時期 取組機関

■洪水を安全に流すためのハード対策の推進 

⑪千代川本川において、堤防の浸透対策、パイピング対策を実

施 
Z R2    整

⑫千代川本川上流域について、重点的に流下能力対策を推進 Z R2    整

■危機管理型ハード対策の推進 

⑬千代川本川及び袋川において、堤防天端の保護を目的とした

舗装を実施 
Z H29    整

■避難行動に資する基盤等の整備 

⑭避難行動、水防活動に資する情報基盤の整備 F,G,H H29, R2    整

⑮災害時に活動拠点となる施設の電源設備の耐水性の確保 W 
R1,R2 
順次実施 

市県 整

⑯避難経路や水防活動の進入路となる道路、堤防管理用通路の

浸水時の動線の確保 
N,O H29, R2    整

■迅速かつ適確な情報提供に関する取組 

⑰地域住民と水防団員に対する水位情報入手方法の啓発活動 F,G
H29～
定期的に実施

市  整

⑱川の防災情報や地デジのデータ放送等の有効性の周知 F,G
H28～
定期的に実施 

市県気整

⑲地域住民と水防団・自主防災組織・消防署等の関係機関が連

携した水防訓練の実施 
F,G,Q 

H29～
定期的に実施

市県気整

㊺共助の仕組みの強化（防災と福祉の連携） F,G,H,Q 
H28～
定期的に実施

市県 整

㊻防災施設の機能に関する情報提供の充実 F,G,H,I 定期的に実施    整

㊼ダム放流情報を活用した避難体系の確立 C H31～    整

■市町村長に対し助言を行う者の育成・派遣 

⑳市町村長に対し助言を行う者の育成・派遣 D 
H29～
定期的に実施

市県気整

㉑河川防災担当職員を対象とした研修の実施 I 
H28～
定期的に実施

市県気整
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 ○生命と財産を守る水防活動と日常生活を取り戻すための排水活動の強化

（1）生命と財産を守る水防活動の強化に関する事項

主な取組項目 目標時期 取組機関

■水防活動に資する基盤等の整備 

⑭避難行動、水防活動に資する情報基盤の整備【再掲】 S,T H29, R2    整

⑯避難経路や水防活動の進入路となる道路、堤防管理用通路の

浸水時の動線の確保【再掲】 
V,AB,AC H29, R2    整

■水防活動の効率化及び水防体制の強化に関する取組 

㉒水防団等への連絡体制の再確認と伝達訓練の実施 B,S 
H29～
継続実施 

市県気整

㉓地域住民と水防団が参加した重要水防箇所等の合同点検 S 継続実施 市県気整

⑰地域住民と水防団員に対する水位情報入手方法の啓発活動

【再掲】 
S 

H29～
定期的に実施 

市  整

㉔各水防団、分団の受け持ち区間、巡視方法の記載・周知 T H29～R2 市  整

㉕備蓄水防資器材の情報共有、非常時の相互支援方法の確認 U 
H29～
定期的に実施

市県 整

⑲地域住民と水防団・自主防災組織・消防署等の関係機関が連

携した水防訓練の実施【再掲】 
Q 

H29～
定期的に実施

市県気整

⑧タイムラインの時系列に基づく実践的な訓練の実施【再掲】 Q 
R2～
定期的に実施

市県気整

㉖道路管理者等による道路啓開（放置車両の撤去）に関する事

項の周知 
O,V 

H29～
定期的に実施

   整

■自衛水防の推進に関する取組 

㉗要配慮者利用施設・関係各課と連携した、情報伝達訓練や避

難訓練の計画の検討 
G,N H29～R2 市県気整

㉘民間企業への浸水リスクの説明と水害対策等の啓発活動 G,N 
H29～
定期的に実施

市  整
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（2）日常生活を取り戻すための排水活動の強化に関する事項

主な取組項目 目標時期 取組機関

■大規模水害を想定した排水計画の作成 

㉙大規模水害を想定した排水計画の作成 X H29～R2 市県 整

㉚排水を効率的に進める施設の整備 X H29～R2    整

㉛排水施設等の耐水化の検討 W H29～R2 市  整

㊶フラップ化等の無動力化を優先的に整備する対象施設を抽

出し、順次整備を実施。
Z 

R1～
順次実施

整

㊷津波浸水リスクの高い地域等において、水門等の自動化・遠

隔操作化を優先的に整備する対象施設を抽出し、順次整備を

実施。

Z 
H30～
順次実施

整

■排水活動の強化 

㉜排水ポンプ車出動要請の体制整備 X H29 市県 整

㉝排水ポンプ車による排水訓練の実施 X 継続実施   県 整

㉞排水施設の操作・運用規則の作成 Y H29～R2 市県 整

㉟排水施設の操作説明会の実施 Y 継続実施 市県 整

■減災・防災に関する国の支援

㊸災害発生時に被災状況や TEC-FORCE 等による支援活動を

情報提供し、地方公共団体間の相互支援を促し、災害対応力

の向上を図る。

S 順次実施 整

 ○地域住民の防災意識向上と防災関係者の災害対応能力向上を目的とした

防災教育の拡充の取組

主な取組項目 目標時期 取組機関

■小中学生等を対象とした防災教育 

㊱小中学校等と連携した水害（防災）教育の拡充 AD,AE 継続実施 市県気整

㊲防災学習の指導内容に合わせた教材等の作成 AD,AE 継続実施 市県気整

㊳学校教育関係者向け研修や講座等学習の場への参加 AD,AE 継続実施 市県気整

■地域住民に対する防災知識の普及 

㊴地域住民等を対象とした出前講座の実施 F,G 継続実施 市県気整

㊵地域の特性に合わせた教材等の作成 F,G H29～R2 市県気整

⑱川の防災情報や地デジのデータ放送等の有効性の周知【再

掲】 
F,G 

H28～
定期的に実施

市県気整

⑩公共施設や電柱等への浸水深表示板の設置を検討

（まるごとまちごとハザードマップ）【再掲】 
F,G 

H29～
定期的に実施

市  整

⑲地域住民と水防団・自主防災組織・消防署等の関係機関が連

携した水防訓練の実施【再掲】 
F,G,Q 

H29～
定期的に実施

市県気整

■防災関係者を対象とした防災研修 

㉑河川防災担当職員を対象とした研修の実施【再掲】 AF 
H28～
定期的に実施

市県気整

⑳市町村長に対し助言を行う者の育成・派遣【再掲】 AG 
H29～
定期的に実施

市県気整
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- 17 - 

７．フォローアップ等

各構成機関の取組内容については、必要に応じて、防災業務計画や地域防災計

画等に反映することによって責任を明確にし、組織的、計画的、継続的に取り組

むこととする。なお、取組内容等についてはホームページ等で公表を行う。

今後、定期的に幹事会を開催し、取組方針の個別事項について実施計画を作成

した上で、各機関が連携して減災対策を推進する。

また、毎年出水期前に協議会を開催し、進捗状況を確認するとともに、必要に

応じて取組方針の見直しを行う。

なお、実施した取組についても訓練・防災教育等を通じて習熟、改善を図るな

ど、継続的にフォローアップを行うこととする。

また、「水防災意識社会」の再構築に向けた緊急行動計画についても、必要に応

じて本協議会において実施状況を報告し、取組方針の見直しを検討する。
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○現状の水害リスク情報や取組状況、課題の共有

　① 情報伝達、避難計画等に関する事項

鳥取市 鳥取県 気象庁鳥取地方気象台 国土交通省中国地方整備局

現状
○洪水が予想される場合は、関係機関のＨＰ等を
　確認して情報収集に努めている。

○河川水位や降雨等の状況に応じて、避難等に資
　する「洪水予報」を鳥取河川国道事務所と共同
　発表することとしている。（FAX、メール）
○気象警報・注意報及び情報を適切なタイミング
　で発表することとしている。
○特別警報を発表する場合に、気象台長から鳥取
　市長に対してホットラインによる情報提供を行
　うこととしている。

○河川水位や降雨等の状況に応じて、水防に関す
　る「水防警報」を発令し、避難等に資する「洪
　水予報」を鳥取地方気象台と共同発表すること
　としている。「水防警報」、「洪水予報」等に
　ついては鳥取県に通知するとともに、鳥取市へ
　も直接情報提供を行うこととしている。
　（FAX、メール）
○堤防の決壊・越水等の重大災害が発生する恐れ
　がある場合に、事務所長から鳥取市長に対して
　ホットラインにより情報提供を行うこととして
　いる。

○鳥取地方気象台は気象警報・注意報及び情報を
　適切なタイミングで発表することとしている。
○国土交通省は河川水位や降雨等の状況に応じて
　水防に関する「水防警報」を発令し、避難等に
　資する「洪水予報」を鳥取地方気象台と共同発
　表することとしている。
○堤防決壊等の重大情報については、各機関の長
　から鳥取市長に対してホットラインにより情報
　提供を行うこととしている。

課題

●河川管理者等との情報共有により、的確な水位
　予測などの情報を得ながら対応することが重要
　である。
●堤防の決壊や越水などが予見された後に対応す
　ることは難しいことから、予め決壊箇所毎の浸
　水域や浸水深をシミュレーションした結果を地
　図など視覚的に整理しておくことが必要であ
　る。

●洪水予報等について、的確な情報をリードタイ
　ムの取れた適切なタイミングで発表できている
　か十分に把握できていない。

●洪水予報等について、的確な情報をリードタイ
　ムの取れた適切なタイミングで発表できている
　か十分に把握できていない。
●重点監視箇所の水位情報等については情報連絡
　系統が整備されていない。

●洪水予報等について、的確な情報をリードタイ
　ムの取れた適切なタイミングで発表できている
　か十分に把握できていない。
●重点監視箇所の水位情報等については情報連絡
　系統が整備されていない。

A

B

現状

○地域防災計画に発令基準を定めている。
　（避難勧告）
　　・千代川、袋川、新袋川に「氾濫警戒情報」
　　　が発表された場合
　　・堤防の決壊につながるような漏水等を発見
　　　したとき等
　（避難指示）
　　・千代川、袋川、新袋川に「氾濫危険情報」
　　　が発表された場合
　　・堤防が決壊し、又は決壊につながるような
　　　大量の漏水や亀裂等を発見したとき等
○避難勧告等の発令の目安として、国土交通省と
　共同でタイムラインを作成している。

○地域防災計画に発令基準を定めている。
○国と県の避難勧告等の判断基準となる水位が不
　整合のため、市町村が混乱しないように本県内
の
　当面の運用基準について市町村に周知してい
る。

○避難勧告等の発令の目安として、鳥取市と共同
　でタイムラインを作成している。

○地域防災計画に発令基準を定めている。
○避難勧告等の発令の目安として、鳥取市と国土
　交通省とでタイムラインを作成している。

課題

●千代川直轄管理区間の水位上昇時には県管理河
　川や急傾斜地等も危険な状況が想定され、直轄
　管理区間だけの状況で避難勧告等の判断はでき
　ないと考えられる。
●洪水規模に見合った、段階的な基準を作る必要
　がある。

●現時点では国と県の避難勧告等の判断基準とな
　る水位に不整合がある。
●市町村長に対し助言を行う者の育成が必要であ
　る。

●タイムラインについては、計画規模洪水の洪水
　波形でリードタイムを設定しているため、想定
　最大規模洪水ではリードタイムが確保できな
　い。

●千代川直轄管理区間の水位上昇時には県管理河
　川や急傾斜地等も危険な状況が想定され、直轄
　管理区間だけの状況で避難勧告等の判断はでき
　ないと考えられる。
●ダム下流等、浸水想定がない区域がある。
●市町村長に対し助言を行う者の育成が必要であ
　る。
●タイムラインについては、計画規模洪水の洪水
　波形でリードタイムを設定しているため、想定
　最大規模洪水ではリードタイムが確保できな
　い。

C

D

E

現状

○市防災行政無線、市ホームページ、ＣＡＴＶ、
　緊急速報メール、あんしんトリピーメール、テ
　レビ・ラジオ等放送事業者への放送依頼、消防
　団や広報車による巡回広報等により情報伝達を
　行っている。
○自主防災会や消防団幹部には防災行政無線の戸
　別受信機を配備し、情報伝達の整備を行ってい
　る。

○水位情報や水防予警報をあんしんトリピーメー
　ル、Ｆネット、Ｌアラートで配信している。
○河川水位、ライブカメラ等の情報は、県ホーム
　ページ、地デジデータ放送、ＣＡＴＶ等で発信
　している。

○気象情報等を気象台ホームページで配信してい
　る。
○特別警報は緊急速報メールで配信している。

○水位情報や水防予警報、ライブカメラ等の情報
　を事務所ホームページや防災情報ホームページ
　で配信している。
○河川のＣＣＴＶ画像をＮＨＫに提供している。

○各機関がホームページ、メール、防災行政無線
　等の媒体を活用して情報伝達を行っている。

課題

●事態の切迫性やとるべき行動について、住民へ
　より分かりやすい情報となっていない。（防災
　情報の意味や、それによりとるべき行動が分か
　りにくい）
●地域の自主防災会等への情報提供を的確に行う
　必要がある。
●外国人や避難行動要支援者等へ的確・迅速に伝
　達する体制を検討する必要がある。

●事態の切迫性やとるべき行動について、住民へ
　より分かりやすい情報となっていない。（防災
　情報の意味や、それによりとるべき行動が分か
　りにくい）
●外国人や避難行動要支援者等へ的確・迅速に伝
　達する体制を検討する必要がある。
●河川防災担当職員を対象とした研修の実施が必
　要である。

●事態の切迫性やとるべき行動について、住民へ
　より分かりやすい情報となっていない。（防災
　情報の意味や、それによりとるべき行動が分か
　りにくい）
●住民自らが必要な情報を取得できていない可能
　性がある。

●事態の切迫性やとるべき行動について、住民へ
　より分かりやすい情報となっていない。（防災
　情報の意味や、それによりとるべき行動が分か
　りにくい）
●各機関がホームページ等で個別に情報提供を行
　っており、住民はどこのホームページを見れば
　良いのか分からない。
●避難行動要支援者利用施設や企業等への個別の
　情報伝達を検討する必要がある。

●事態の切迫性やとるべき行動について、住民へ
　より分かりやすい情報となっていない。（防災
　情報の意味や、それによりとるべき行動が分か
　りにくい）
●地域の自主防災会等への情報提供を的確に行う
　必要がある。
●外国人や避難行動要支援者等へ的確・迅速に伝
　達する体制を検討する必要がある。
●河川防災担当職員を対象とした研修の実施が必
　要である。

F

G

H

I

洪水時における
河川管理者等か
ら関係機関への
情報提供等の内
容・タイミング

項　目 現状のまとめ

避難勧告等の発
令基準

住民等への情報
伝達の体制や方

法
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鳥取市 鳥取県 気象庁鳥取地方気象台 国土交通省中国地方整備局

現状

○総合防災マップ（ハザードマップ）を作成し、
　全戸配布により避難場所・避難所等の周知を行
　っている。
　・避難場所は、洪水浸水想定区域外の指定避難
　　所又は指定緊急避難場所としているが、避難
　　所にこだわらず安全な場所に避難してもらう
　　よう周知している。
　・避難経路は、個人や地域で災害時の避難経路
　　を決めておいてもらうよう周知している。

○洪水浸水想定区域図を作成し公表するなど、自
　治体が作成するハザードマップの作成支援を行
　っている。
○浸水ナビにより、堤防の決壊場所が確定すれば
　浸水区域が予想可能であり、避難に活用できる
　（対岸避難や道路の通行状況の判断が可能）。

○総合防災マップ（ハザードマップ）を作成し、
　全戸配布により避難場所・避難所等の周知を行
　っている。
　・避難場所は、洪水浸水想定区域外の指定避難
　　所又は指定緊急避難場所としているが、避難
　　所にこだわらず安全な場所に避難してもらう
　　よう周知している。
　・避難経路は、個人や地域で災害時の避難経路
　　を決めておいてもらうよう周知している。

課題

●市が指定している避難所・避難場所は、計画規
　模降雨による洪水浸水想定区域内のものは洪水
　適用性がないものとして指定しているが、想定
　最大規模降雨により洪水浸水想定区域が広がっ
　たことにより洪水適用性のある避難場所を新た
　に選定する必要がある。
●通常豪雨時の避難所の中からさらに想定最大規
　模降雨による洪水浸水想定時の避難所を選定す
　ることも考えられるが、どちらの避難所を使用
　するか判断するために適確な情報を得る必要が
　ある。
●避難所で充分な収容人員が確保できない場合の
　広域連携と輸送方法、特に要配慮者への支援が
　必要である。
●垂直避難を実施した者について、その後の救出
　などの対策が立てられていない。
●避難経路は災害の状況や個人や地域の置かれた
　環境により適切な経路が異なるため確保ができ
　ない箇所があり検討する必要がある。

●洪水時における国道等の道路情報を避難計画に
　生かすための情報連絡系統が整備されていな
　い。

●市が指定している避難所・避難場所は、計画規
　模降雨による洪水浸水想定区域内のものは洪水
　適用性がないものとして指定しているが、想定
　最大規模降雨により洪水浸水想定区域が広がっ
　たことにより洪水適用性のある避難場所を新た
　に選定する必要がある。
●通常豪雨時の避難所の中からさらに想定最大規
　模降雨による洪水浸水想定時の避難所を選定す
　ることも考えられるが、どちらの避難所を使用
　するか判断するために適確な情報を得る必要が
　ある。
●避難所で充分な収容人員が確保できない場合の
　広域連携と輸送方法、特に要配慮者への支援が
　必要である。
●垂直避難を実施した者について、その後の救出
　などの対策が立てられていない。
●避難経路は災害の状況や個人や地域の置かれた
　環境により適切な経路が異なるため確保ができ
　ない箇所があり検討する必要がある。
●洪水時における国道等の道路情報を避難計画に
　生かすための情報連絡系統が整備されていな
　い。

J

K

L

M

N

O

現状
○施設管理者のほか、消防関係者や警察官の協力
　を得ながら実施している。

○施設管理者のほか、消防関係者や警察官の協力
　を得ながら実施している。

課題

●想定最大規模降雨による洪水浸水想定区域に対
　する避難誘導の計画について検討が必要であ
　る。
●地域の自主防災会の協力が重要となるため、地
　域ぐるみでの防災・避難体制の整備が必要であ
　る。
●広範囲の住民が広域連携による遠方への避難所
　へ避難せざるをえない場合の具体的な避難誘導
　方策と体制の検討が必要である。

●想定最大規模降雨による洪水浸水想定区域に対
　する避難誘導の計画について検討が必要であ
　る。
●地域の自主防災会の協力が重要となるため、地
　域ぐるみでの防災・避難体制の整備が必要であ
　る。
●広範囲の住民が広域連携による遠方への避難所
　へ避難せざるをえない場合の具体的な避難誘導
　方策と体制の検討が必要である。

P

Q

R

避難場所・避難
経路

避難誘導体制

項　目 現状の課題
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　②水防に関する事項

鳥取市 鳥取県 気象庁鳥取地方気象台 国土交通省中国地方整備局

現状
○水防関係者に対しては洪水予報伝達系統図等に
　より情報伝達を行っている。

○水防関係者に対しては洪水予報伝達系統図等に
　より情報伝達を行っている。

○水防関係者に対しては洪水予報伝達系統図等に
　より情報伝達を行っている。

○水防関係者に対しては水防警報伝達系統図、洪
　水予報伝達系統図等により情報伝達を行ってい
　る。
○大規模な災害が予想される際には自治体等へリ
　エゾン（情報連絡員）を派遣して、情報共有を
　行うこととしている。

○水防関係者に対しては水防警報伝達系統図、洪
　水予報伝達系統図等により情報伝達を行ってい
　る。
○国土交通省は、大規模な災害が予想される際に
　は自治体等へリエゾン（情報連絡員）を派遣し
　て、情報共有を行うこととしている。

課題

●樋門・排水機場の操作員や緊急排水ポンプ委託
　業者への連絡手段が電話や携帯電話であるた
　め、緊急時に回線が途絶したり繋がりにくくな
　る可能性がある。

●降雨が激甚化・集中化する中で、情報伝達（発
　信者～末端の受信者）の効率化と時間短縮を検
　討する必要がある。

●水防関係者への情報伝達手段の強靱化と効率化
が必要である。

S

現状

○出水期前に、河川管理者、水防団（消防団）等
　と洪水に対しリスクが高い区間の合同巡視を行
　っている。
○出水時には、水防団（消防団）による巡視等を
　行っている。

○出水期前に、河川管理者、水防団（消防団）等
　と洪水に対しリスクが高い区間の合同巡視を行
　っている。

○出水期前に、自治体、水防団（消防団）等と洪
　水に対しリスクが高い区間の合同巡視を行って
　いる。
○出水時には、河川管理施設を点検するため河川
　巡視を行っている。

○出水期前に、河川管理者、水防団（消防団）等
　と洪水に対しリスクが高い区間の合同巡視を行
　っている。
○出水時には、水防団（消防団）と河川管理者に
　よる巡視等を行っている。

課題

●水防団（消防団）組織がない地域では巡視対応
　ができない。
●水防団（消防団）員のみで全区間を巡視するこ
　とは困難である。

●河川管理者の実施する巡視だけでは、きめ細や
　かな監視は困難である（重要水防箇所の重点監
　視、CCTVの活用）。

●限られた人員で細やかな河川巡視を行うことは
　困難である

T

現状
○水防倉庫等に水防資機材を備蓄し、適宜補充を
　行っている。

○水防倉庫等に水防資機材を備蓄し、適宜補充を
　行っている。

○水防倉庫等に水防資機材を備蓄し、適宜補充を
　行っている。

○水防倉庫等に水防資機材を備蓄し、適宜補充を
　行っている。

課題

●水防資機材の備蓄情報の共有が不十分である。
●堤防管理用道路と既存の橋梁を活用しても浸水
　時にアクセス不可能な箇所があり（因幡大橋周
　辺など）、また、兼用道路部分については避難
　車両等で混雑する恐れがある。

●水防資機材の備蓄情報の共有が不十分である。
●水防活動に必要な河川管理用道路の動線が確保
　されていない箇所がある。

U
V

現状

○新庁舎の整備は、防災拠点施設の整備としても
　取り組む。
○新本庁舎整備において、想定最大規模降雨によ
　る洪水浸水時に庁舎１階部分と機器類が冠水し
　ない計画とする。

○県庁、各総合事務所について、計画規模降雨に
　よる洪水に対する耐水化等の浸水対策を行って
　いる。

○鳥取地方気象台（鳥取第３地方合同庁舎）につ
　いて、計画規模降雨による洪水浸水想定区域か
　ら外れている。

○鳥取河川国道事務所について、計画規模降雨に
　よる洪水に対する耐水化等の浸水対策を行って
　いるが、千代水出張所、河原出張所については
　浸水対策がされていない（発電機、無線機）。

○各機関において、計画規模降雨による浸水に対
　する耐水化等の浸水対策を行っている。

課題

●想定最大規模降雨による洪水浸水想定区域を踏
　まえて、浸水対策の点検、再検討などが必要で
　ある。（下水道庁舎、各総合支所、病院等）
●新本庁舎が浸水の状況によっては交通手段が寸
　断される恐れがあるため移動手段の検討が必要
　である。

●想定最大規模降雨による洪水浸水想定区域を踏
　まえて、浸水対策の点検、再検討などが必要で
　ある。（県庁、各総合事務所、災害拠点病院
　等）

●想定最大規模降雨による洪水浸水想定区域を踏
　まえて、浸水対策の点検、再検討などが必要で
　ある。
●合同庁舎であるため、整備方針が決まっておら
　ず検討は進んでいない。

●想定最大規模降雨による洪水浸水想定区域を踏
　まえて、浸水対策の点検、再検討などが必要で
　ある。

●想定最大規模降雨による洪水浸水想定区域を踏
　まえて、浸水対策の点検、再検討などが必要で
　ある。

W

　③氾濫水の排水、施設運用等に関する事項

鳥取市 鳥取県 気象庁鳥取地方気象台 国土交通省中国地方整備局

現状

○排水機場を整備しており、出水に備え点検、訓
　練等を行っている。
○国・県から水門、排水樋門等の操作を受託して
　おり、操作規則に従って操作、点検等を行って
い
　る。

○排水ポンプ車を保有し、排水機場を整備してお
　り、出水に備え点検、訓練等を行っている。
○水門、排水樋門等は操作規則を定めたうえで、
　鳥取市へ操作委託を行っている。

○排水ポンプ車を保有し、排水機場を整備してお
　り、出水に備え点検、訓練等を行っている。
○水門、排水樋門等は操作規則を定めたうえで、
　鳥取市へ操作委託を行っている。

○各機関は排水ポンプ車を保有し、排水機場を整
　備しており、出水に備え点検、訓練等を行って
　いる。

課題

●樋門・排水機場の操作員等が避難した場合、洪
　水収束後の現場復帰や復帰できない場合の対応
　について検討が必要である。
●排水機場が浸水した場合の復旧（修繕等）の対
　応について検討が必要である。
●排水機場、緊急排水ポンプの運転が長時間化し
　た場合の燃料確保体制について検討が必要であ
　る。
●樋門、排水機場の操作要領について、想定最大
　規模洪水時に操作員の安全を確保するためのル
　ールを作成する必要がある。

●想定最大規模降雨による洪水に対する排水計画
　の策定と排水ポンプ車の運搬・配置計画の検討
　が必要である。

●想定最大規模降雨による洪水に対する排水計画
　の策定と排水ポンプ車の運搬・配置計画の検討
　が必要である。
●排水ポンプ車設置箇所の整備（進入路や釜場の
　整備）が必要である。

●想定最大規模降雨による洪水に対する排水計画
　の策定と排水ポンプ車の運搬・配置計画の検討
　が必要である。
●樋門、排水機場の操作要領について、想定最大
　規模洪水時に操作員の安全を確保するためのル
　ールを作成する必要がある。

X

Y

現状の課題

現状の課題

河川の巡視区間

水防関係者等へ
の河川水位等に

係る
情報提供

項　目

排水施設、排水
資機材

の操作・運用

項　　目

庁舎、災害拠点
病院等の水害時

におけ
る対応

水防資機材の整
備
状況

3



　④河川管理施設の整備に関する事項

鳥取市 鳥取県 気象庁鳥取地方気象台 国土交通省中国地方整備局

現状

○河川整備計画に基づき、戦後最大流量を安全に
　流せることを目標として整備を実施している。
　（鳥取市河原町佐貫の徳吉堰より下流は整備
　済、現在上流の八日市堰を改修中）
○平成28年度より危機管理型ハード対策を順次実
　施している。

○河川整備計画に基づき、戦後最大流量を安全に
流せることを目標として整備を実施している。
（鳥取市河原町佐貫の徳吉堰より下流は整備済、
現在上流の八日市堰を改修中）
○平成28年度より危機管理型ハード対策を順次実
施している。

課題

●現状では戦後最大流量と同程度の洪水で浸水被
　害が発生する恐れがある。
●治水事業の進捗に伴い、住民や防災関係者等が
　洪水の危険性を認識する機会が減少している。

●現状では戦後最大流量と同程度の洪水で浸水被
害が発生する恐れがある。
●治水事業の進捗に伴い、住民や防災関係者等が
洪水の危険性を認識する機会が減少している。

Z

AA

現状
○千代川全川の堤防上に、河川管理用道路を整備
　している。

○千代川全川の堤防上に、河川管理用道路を整備
　している。

課題

●千代川左岸の有富川合流点から砂見川合流点ま
　でと、右岸の大路川合流点から源太橋までの間
　は車両乗り入れ可能な箇所がなく、水防活動等
　に支障が出る恐れがある。

○国道、主要県道等との交差箇所にはアンダーパ
　スが設置されているが、浸水時には通行でき
　ず、水防活動等に支障が出る恐れがある。
○千代川左岸の有富川合流点から砂見川合流点ま
　でと、右岸の大路川合流点から源太橋までの間
　は車両乗り入れ可能な箇所がなく、水防活動等
　に支障が出る恐れがある。

○国道、主要県道等との交差箇所にはアンダーパ
　スが設置されているが、浸水時には通行でき
　ず、水防活動等に支障が出る恐れがある。
○千代川左岸の有富川合流点から砂見川合流点ま
　でと、右岸の大路川合流点から源太橋までの間
　は車両乗り入れ可能な箇所がなく、水防活動等
　に支障が出る恐れがある。

AB

AC

　⑤防災教育等に関する事項

鳥取市 鳥取県 気象庁鳥取地方気象台 国土交通省中国地方整備局

現状
○小中学校と連携した水害（防災）教育を実施し
　ている。

○小中学校と連携した水害（防災）教育を実施し
　ている。

○小中学校と連携した水害（防災）教育を実施し
　ている。

○小中学生等を対象とした出前講座を実施してい
　る。

○小中学校と連携した水害（防災）教育や出前講
　座を実施している。

課題
●学校教育関係者向け研修や講座等学習の場を設
　けることが必要である。

●鳥取市、鳥取県、気象台が実施する小中学校と
連携した水害（防災）教育への協力が必要であ
る。

●学校教育関係者向け研修や講座等学習の場を設
　けることが必要である。
●国土交通省は鳥取市、鳥取県、気象台が実施す
　る小中学校と連携した水害（防災）教育への協
　力が必要である。

AD

AE

現状

○地域住民等からの要請に基づいて出前講座を実
　施している。
○水防団（消防団）・自主防災組織・消防署等の
　関係機関が連携した水防訓練を実施している。

○地域住民等からの要請に基づいて出前講座を実
　施している。
○防災サイン（手話）の普及に努めている。
○水防団（消防団）・自主防災組織・消防署等の
　関係機関が連携した水防訓練を実施している。

○地域住民等からの要請に基づいて出前講座を実
　施している。
○水防団（消防団）・自主防災組織・消防署等の
　関係機関が連携した水防訓練を実施している。

○地域住民等からの要請に基づいて出前講座を実
　施している。
○水防団（消防団）・自主防災組織・消防署等の
　関係機関が連携した水防訓練を実施している。

○地域住民等からの要請に基づいて出前講座を実
　施している。
○水防団（消防団）・自主防災組織・消防署等の
　関係機関が連携した水防訓練を実施している。

課題
●河川防災担当職員を対象とした研修の実施が必
　要である。

●河川防災担当職員を対象とした研修の実施が必
　要である。
●市町村長に対し助言を行う者の育成が必要であ
　る。

●河川防災担当職員を対象とした研修の実施が必
　要である。
●市町村長に対し助言を行う者の育成が必要であ
　る。

AF

AG

現状の課題

地域住民に対す
る防災知識の普

及

河川管理用通路
等の状況

小中学生等を対
象とした防災教

育

現状の課題

項　　目

堤防等河川管理
施設の現状の整
備及び今後の河

川整備

項　　目
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○概ね５年で実施する取組

鳥 取 市 鳥 取 県
気象庁

鳥取地方
気象台

国土交通省
中国地方
整備局

１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ適確な避難行動のための取組

　（１）平時からのリスク情報の周知に関する事項

■想定最大規模降雨の浸水想定区域図に基づくハザードマップの作成・周知等

①想定最大規模降雨による浸水想定区域図、氾濫シミュレーションの公表 平成28年度 ○

②想定最大規模降雨による浸水想定区域図に基づくハザードマップ
　（総合防災マップ）の作成・周知

平成28～29年度 ○ ○ ○

③想定最大規模降雨による浸水想定区域図における避難場所の検討
平成29～
　令和2年度 ○ ○ ○

④想定最大規模降雨による浸水想定区域図に基づく避難対応の検討 令和2年度 ○ ○ ○ ○

⑤広域避難計画、垂直避難等を反映した避難誘導体制の検討 令和2年度 ○ ○ ○

㊹ダム下流部の浸水想定区域図を策定・公表 令和2年度 ○

■多様な防災行動を踏まえたタイムラインの見直し

⑥避難勧告の発令に着目したタイムラインの見直し
平成28～
　令和2年度 ○ ○ ○ ○

⑦住民、福祉施設入所者等の避難行動要支援者、道路・交通管理者、民間企業等と連携したタイムラ
インの見直し

平成29～
　令和2年度 ○ ○ ○ ○

⑧タイムラインの時系列に基づく実践的な訓練の実施
令和2年度～
　定期的に実施 ○ ○ ○ ○

■事態の切迫性やとるべき行動について、住民へより分かりやすい情報提供の検討

⑨事態の切迫性やとるべき行動について、住民へより分かりやすい情報提供の検討 平成28～29年度 ○ ○ ○ ○

⑩公共施設や電柱等への浸水深表示板の設置を検討（まるごとまちごとハザードマップ）
平成29年度～
　継続実施 ○ ○

　（２）発災時の迅速かつ確実な避難に関する事項

■洪水を安全に流すためのハード対策の推進

⑪千代川本川において、堤防の浸透対策、パイピング対策を実施 令和2年度 ○

⑫千代川本川上流域について、重点的に流下能力対策を推進 令和2年度 ○

■危機管理型ハード対策の推進

⑬千代川本川及び袋川において、堤防天端の保護を目的とした舗装を実施 平成29年度 ○

■避難行動に資する基盤等の整備

⑭避難行動、水防活動に資する情報基盤の整備

　・プッシュ型の洪水予報等の情報発信 平成29年度 ○

　・洪水に対して危険性の高い堤防箇所を監視するＣＣＴＶ、危機管理型水位計等を整備 令和2年度 ○

　・河川のリアルタイム映像の提供環境の整備 令和2年度 ○

⑮災害時に活動拠点となる施設の電源設備の耐水性の確保

　・新本庁舎の耐水性の確保 令和元年度 ○

　・環境下水道部庁舎、総合支所、病院等の浸水対策の点検、検討 令和2年度 ○

　・災害時に活動拠点となる施設の電源設備の耐水性の確保を検討 順次実施 ○ ○

⑯避難経路や水防活動の進入路となる道路、堤防管理用通路の浸水時の動線の確保

　・避難経路や水防活動の進入路となる道路、堤防管理用通路の浸水時の動線の調査 平成29年度 ○

　・堤防管理用道路の待避場所、進入坂路等の整備 令和2年度 ○

■迅速かつ適確な情報提供に関する取組

⑰地域住民と水防団員に対する水位情報入手方法の啓発活動
平成29年度～
　定期的に実施 ○ ○

⑱川の防災情報や地デジのデータ放送等の有効性の周知
平成28年度～
　定期的に実施 ○ ○ ○ ○

⑲地域住民と水防団・自主防災組織・消防署等の関係機関が連携した水防訓練の実施
平成29年度～
　定期的に実施 ○ ○ ○ ○

㊺共助の仕組みの強化（防災と福祉の連携）
令和元年度～
　定期的に実施 ○ ○ ○

㊻防災施設の機能に関する情報提供の充実 定期的に実施 ○

㊼ダム放流情報を活用した避難体系の確立 令和元年度～ ○

■市町村長に対し助言を行う者の育成・派遣

⑳市町村長に対し助言を行う者の育成・派遣
平成29年度～
　定期的に実施 ○ ○ ○ ○

㉑河川防災担当職員を対象とした研修の実施
平成28年度～
　定期的に実施 ○ ○ ○ ○

項目 事項 内容 目標時期

実施する期間

別紙－２－１
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鳥 取 市 鳥 取 県
気象庁

鳥取地方
気象台

国土交通省
中国地方
整備局

２．生命と財産を守る水防活動と日常生活を取り戻すための排水活動の強化の取組

　（１）生命と財産を守る水防活動の強化に関する事項

■水防活動に資する基盤等の整備

⑭避難行動、水防活動に資する情報基盤の整備【再掲】

　・プッシュ型の洪水予報等の情報発信 平成29年度 ○

　・洪水に対して危険性の高い堤防箇所を監視するＣＣＴＶ、危機管理型水位計等を整備 令和2年度 ○

　・河川のリアルタイム映像の提供環境の整備 令和2年度 ○

⑯避難経路や水防活動の進入路となる道路、堤防管理用通路の浸水時の動線の確保【再掲】

　・避難経路や水防活動の進入路となる道路、堤防管理用通路の浸水時の動線の調査 平成29年度 ○

　・堤防管理用道路の待避場所、進入坂路等の整備 令和2年度 ○

■水防活動の効率化及び水防体制の強化に関する取組

㉒水防団等への連絡体制の再確認と伝達訓練の実施

　・水防団等への連絡体制の再確認
平成29～
　令和2年度 ○ ○ ○

　・伝達訓練の実施 継続実施 ○ ○ ○ ○

㉓地域住民と水防団が参加した重要水防箇所等の合同点検 継続実施 ○ ○ ○ ○

⑰地域住民と水防団員に対する水位情報入手方法の啓発活動【再掲】
平成29年度～
　定期的に実施 ○ ○

㉔各水防団、分団の受け持ち区間、巡視方法の記載・周知
平成29～
　令和2年度 ○ ○

㉕備蓄水防資器材の情報共有、非常時の相互支援方法の確認
平成29年度～
　定期的に実施 ○ ○ ○

⑲地域住民と水防団・自主防災組織・消防署等の関係機関が連携した水防訓練の実施【再掲】
平成29年度～
　定期的に実施 ○ ○ ○ ○

⑧タイムラインの時系列に基づく実践的な訓練の実施【再掲】
令和2年度～
　定期的に実施 ○ ○ ○ ○

㉖道路管理者等による道路啓開（放置車両の撤去）に関する事項の周知
平成29年度～
　定期的に実施 ○

■自衛水防の推進に関する取組

㉗要配慮者利用施設・関係各課と連携した、情報伝達訓練や避難訓練の計画の検討
平成29～
　令和2年度 ○ ○ ○ ○

㉘民間企業への浸水リスクの説明と水害対策等の啓発活動
平成29年度～
　定期的に実施 ○ ○

■大規模水害を想定した排水計画の作成

㉙大規模水害を想定した排水計画の作成
平成29～
　令和2年度 ○ ○ ○

㉚排水を効率的に進める施設の整備
平成29～
　令和2年度 ○

㉛排水施設等の耐水化の検討
平成29～
　令和2年度 ○ ○

㊶フラップ化等の無動力化を優先的に整備する対象施設を抽出し、順次整備を実施。
令和元年度～
　順次実施 ○

㊷津波浸水リスクの高い地域等において、水門等の自動化・遠隔操作化を優先的に整備する対象施設
を抽出し、順次整備を実施。

平成30～
　順次実施 ○

■排水活動の強化

㉜排水ポンプ車出動要請の体制整備 平成29年度 ○ ○ ○

㉝排水ポンプ車による排水訓練の実施 継続実施 ○ ○

㉞排水施設の操作・運用規則の作成
平成29～
　令和2年度 ○ ○ ○

㉟排水施設の操作説明会の実施 継続実施 ○（Ｈ29～） ○（Ｈ29～） ○

■減災・防災に関する国の支援

㊸災害発生時に被災状況やTEC-FORCE等による支援活動を情報提供し、地方公共団体間の相互支援を促
し、災害対応力の向上を図る。

順次実施 ○

３．地域住民の防災意識向上と防災関係者の災害対応能力向上を目的とした防災研修の拡充の取組

■小中学生等を対象とした防災教育

㊱小中学校等と連携した水害（防災）教育の拡充 継続実施 ○ ○ ○ ○（Ｈ28）

㊲防災学習の指導内容に合わせた教材等の作成 継続実施 ○ ○ ○ ○（Ｈ29）

㊳学校教育関係者向け研修や講座等学習の場への参加 継続実施 ○ ○ ○ ○（Ｈ30）

■地域住民に対する防災知識の普及

㊴地域住民等を対象とした出前講座の実施 継続実施 ○ ○ ○ ○

㊵地域の特性に合わせた教材等の作成
平成29～
　令和2年度 ○ ○ ○ ○

⑱川の防災情報や地デジのデータ放送等の有効性の周知【再掲】
平成28年度～
　定期的に実施 ○ ○ ○ ○

⑩公共施設や電柱等への浸水深表示板の設置を検討（まるごとまちごとハザードマップ）【再掲】
平成29年度～
定期的に実施 ○ ○

⑲地域住民と水防団・自主防災組織・消防署等の関係機関が連携した水防訓練の実施【再掲】
平成29年度～
　定期的に実施 ○ ○ ○ ○

■防災関係者を対象とした防災研修

㉑河川防災担当職員を対象とした研修の実施【再掲】
平成28年度～
　定期的に実施 ○ ○ ○ ○

⑳市町村長に対し助言を行う者の育成・派遣【再掲】
平成29年度～
　定期的に実施 ○ ○ ○ ○

項目 事項 内容

　（２）日常生活を取り戻すための排水活動の強化に関する事項

目標時期

実施する期間
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○概ね５年で実施する取組

実施内容 目標時期 実施内容 目標時期 実施内容 目標時期 実施内容 目標時期

１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ適確な避難行動のための取組

　（１）平時からのリスク情報の周知に関する事項

■想定最大規模降雨の浸水想定区域図に基づくハザードマップの作成・周知等

①想定最大規模降雨による浸水想定区域図、
氾濫シミュレーションの公表

全項目
・想定最大規模降雨による浸水想定区域図、
氾濫シミュレーションの公表

平成28年度

②想定最大規模降雨による浸水想定区域図に
基づくハザードマップ（総合防災マップ）の
作成・周知

全項目
・想定最大規模降雨による浸水想定区域図に
基づくハザードマップ（総合防災マップ）の
作成・周知

平成28～
　平成29年度

・想定最大規模降雨による浸水想定区域図に
基づくハザードマップ）の作成を支援

平成28～
　平成29年度

・想定最大規模降雨による浸水想定区域図に
基づくハザードマップ）の作成を支援

平成28～
　平成29年度

③想定最大規模降雨による浸水想定区域図に
おける避難場所の検討

J,K,L
・想定最大規模降雨による浸水想定区域図に
おける避難場所の検討

平成29～
　令和2年度

・想定最大規模降雨による浸水想定区域図に
おける避難場所の検討を支援

平成29～
　令和2年度

・想定最大規模降雨による浸水想定区域図に
おける避難場所の検討を支援

平成29～
　令和2年度

④想定最大規模降雨による浸水想定区域図に
基づく避難対応の検討

A,B,C
E,F,K

・想定最大規模降雨による浸水想定区域図に
基づく避難対応の検討

令和2年度
・想定最大規模降雨による浸水想定区域図に
基づく避難対応の検討の支援

令和2年度
・想定最大規模降雨による浸水想定区域図に
基づく避難対応の検討の支援

令和2年度
・想定最大規模降雨による浸水想定区域図に
基づく避難対応の検討

令和2年度

⑤広域避難計画、垂直避難等を反映した避難
誘導体制の検討

M,N,O
P,Q,R

・広域避難計画、垂直避難等を反映した避難
誘導体制の検討

令和2年度
・広域避難計画、垂直避難等を反映した避難
誘導体制の検討を支援

令和2年度
・広域避難計画、垂直避難等を反映した避難
誘導体制の検討を支援

令和2年度

㊹ダム下流部の浸水想定区域図を策定・公表 全項目 ・ダム下流部の浸水想定区域図を策定・公表 令和2年度

■多様な防災行動を踏まえたタイムラインの見直し

⑥避難勧告の発令に着目したタイムラインの
見直し

A,C,E
・避難勧告の発令に着目したタイムラインの
見直し

平成28～
　令和2年度

・避難勧告の発令に着目したタイムラインの
見直しの支援

平成28～
　令和2年度

・避難勧告の発令に着目したタイムラインの
見直し

平成28～
　令和2年度

・避難勧告の発令に着目したタイムラインの
見直し

平成28～
　令和2年度

⑦住民、福祉施設入所者等の避難行動要支援
者、道路・交通管理者、民間企業等と連携し
たタイムラインの見直し

G,H
・住民、福祉施設入所者等の避難行動要支援
者、道路・交通管理者、民間企業等と連携し
たタイムラインの見直し

平成29～
　令和2年度

・住民、福祉施設入所者等の避難行動要支援
者、道路・交通管理者、民間企業等と連携し
たタイムラインの見直しの支援

平成29～
　令和2年度

・住民、福祉施設入所者等の避難行動要支援
者、道路・交通管理者、民間企業等と連携し
たタイムラインの見直し

平成29～
　令和2年度

・住民、福祉施設入所者等の避難行動要支援
者、道路・交通管理者、民間企業等と連携し
たタイムラインの見直し

平成29～
　令和2年度

⑧タイムラインの時系列に基づく実践的な訓
練の実施

A,C,E
G,H

・タイムラインの時系列に基づく実践的な訓
練の実施

令和2年度～
定期的に実施

・タイムラインの時系列に基づく実践的な訓
練の実施

令和2年度～
定期的に実施

・タイムラインの時系列に基づく実践的な訓
練の実施

令和2年度～
定期的に実施

・タイムラインの時系列に基づく実践的な訓
練の実施

令和2年度～
定期的に実施

■事態の切迫性やとるべき行動について、住民へより分かりやすい情報提供の検討

⑨事態の切迫性やとるべき行動について、住
民へより分かりやすい情報提供の検討

F,AA
・事態の切迫性やとるべき行動について、住
民へより分かりやすい情報提供の検討を支援

平成28～
　平成29年度

・事態の切迫性やとるべき行動について、住
民へより分かりやすい情報提供の検討を支援

平成28～
　平成29年度

・事態の切迫性やとるべき行動について、住
民へより分かりやすい情報提供の検討を支援

平成28～
　平成29年度

・事態の切迫性やとるべき行動について、住
民へより分かりやすい情報提供の検討

平成28～
　平成29年度

⑩公共施設や電柱等への浸水深表示板の設置
を検討（まるごとまちごとハザードマップ）

F,G
・公共施設や電柱等への浸水深表示板の設置
を検討

平成29年度～
継続実施

・公共施設や電柱等への浸水深表示板の設置
を検討

平成29年度
～継続実施

　（２）発災時の迅速かつ確実な避難に関する事項

■洪水を安全に流すためのハード対策の推進

⑪千代川本川において、堤防の浸透対策、パ
イピング対策を実施

Z
・千代川本川において、堤防の浸透対策、パ
イピング対策を実施

令和2年度

⑫千代川本川上流域について、重点的に流下
能力対策を推進

Z
・千代川本川上流域について、重点的に流下
能力対策を推進

令和2年度

■危機管理型ハード対策の推進

⑬千代川本川及び袋川において、堤防天端の
保護を目的とした舗装を実施

Z
・千代川本川及び袋川において、堤防天端の
保護を目的とした舗装を実施

平成29年度

■避難行動に資する基盤等の整備

・プッシュ型の洪水予報等の情報発信 平成29年度

・洪水に対して危険性の高い堤防箇所を監視
するＣＣＴＶ、危機管理型水位計等を整備

令和2年度

・河川のリアルタイム映像の提供環境の整備 令和2年度

・新本庁舎の耐水性の確保 令和元年度

・環境下水道部庁舎、総合支所、病院等の浸
水対策の点検、検討

令和2年度

鳥取市 鳥取県

順次実施

気象庁鳥取地方気象台 国土交通省中国地方整備局

・災害時に活動拠点となる施設の電源設備の
耐水性の確保を検討

W

項目 事項 内容
課題の
対応

⑮災害時に活動拠点となる施設の電源設備の
耐水性の確保

・災害時に活動拠点となる施設の電源設備の
耐水性の確保を検討

順次実施

⑭避難行動、水防活動に資する情報基盤の整
備

F,G,H

別紙－２－２
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実施内容 目標時期 実施内容 目標時期 実施内容 目標時期 実施内容 目標時期

・避難経路や水防活動の進入路となる道路、
堤防管理用通路の浸水時の動線の調査

平成29年度

・堤防管理用道路の待避場所、進入坂路等の
整備

令和2年度

■迅速かつ適確な情報提供に関する取組

⑰地域住民と水防団員に対する水位情報入手
方法の啓発活動

F,G
・水防団員に対する水位情報入手方法の啓発
活動

平成29年度～
定期的に実施

・水防団員に対する水位情報入手方法の啓発
活動

平成29年度～
定期的に実施

⑱川の防災情報や地デジのデータ放送等の有
効性の周知

F,G
・広報用チラシの作成に必要な情報の提供と
周知

平成28年度～
定期的に実施

・広報用チラシの作成に必要な情報の提供と
周知

平成28年度～
定期的に実施

・広報用チラシの作成に必要な情報の提供と
周知

平成28年度～
定期的に実施

・広報用チラシの原稿データ作成と周知
平成28年度～
定期的に実施

⑲地域住民と水防団・自主防災組織・消防署
等の関係機関が連携した水防訓練の実施

F,G,Q
・地域住民と水防団・自主防災組織・消防署
等の関係機関が連携した水防訓練の実施

平成29年度～
定期的に実施

・地域住民と水防団・自主防災組織・消防署
等の関係機関が連携した水防訓練の実施

平成29年度～
定期的に実施

・地域住民と水防団・自主防災組織・消防署
等の関係機関が連携した水防訓練の実施

平成29年度～
定期的に実施

・地域住民と水防団・自主防災組織・消防署
等の関係機関が連携した水防訓練の実施

平成29年度～
定期的に実施

㊺共助の仕組みの強化（防災と福祉の連携） F,G,H,Q ・共助の仕組みの強化（防災と福祉の連携）
令和元年度～
定期的に実施

・共助の仕組みの強化（防災と福祉の連携）
令和元年度～
定期的に実施

・共助の仕組みの強化（防災と福祉の連携）
令和元年度～
定期的に実施

㊻防災施設の機能に関する情報提供の充実 F,G,H,I ・防災施設の機能に関する情報提供の充実 定期的に実施

㊼ダム放流情報を活用した避難体系の確立 C ・ダム放流情報を活用した避難体系の確立 令和元年度～

■市町村長に対し助言を行う者の育成・派遣

⑳市町村長に対し助言を行う者の育成・派遣 D ・研修への参加
平成29年度～
定期的に実施

・研修の開催及び参加、必要に応じて研修講
師の派遣

平成29年度～
定期的に実施

・必要に応じて研修講師の派遣
平成29年度～
定期的に実施

・研修の開催及び参加、必要に応じて研修講
師の派遣

平成29年度～
定期的に実施

㉑河川防災担当職員を対象とした研修の実施 I ・研修への参加
平成28年度～
定期的に実施

・研修の開催及び参加、必要に応じて研修講
師の派遣

平成28年度～
定期的に実施

・必要に応じて研修講師の派遣
平成28年度～
定期的に実施

・研修の開催及び参加、必要に応じて研修講
師の派遣

平成28年度～
定期的に実施

２．生命と財産を守る水防活動と日常生活を取り戻すための排水活動等の強化の取組

　（１）生命と財産を守る水防活動の強化に関する事項

■水防活動に資する基盤等の整備

・プッシュ型の洪水予報等の情報発信 平成29年度

・洪水に対して危険性の高い堤防箇所を監視
するＣＣＴＶ、危機管理型水位計等を整備

令和2年度

・河川のリアルタイム映像の提供環境の整備 令和2年度

・避難経路や水防活動の進入路となる道路、
堤防管理用通路の浸水時の動線の調査

平成29年度

・堤防管理用道路の待避場所、進入坂路等の
整備

令和2年度

■水防活動の効率化及び水防体制の強化に関する取組

・水防団等への連絡体制の再確認
平成29～
　令和2年度

・作成に必要な情報の提供および策定の支援
平成29～
　令和2年度

・作成に必要な情報の提供および策定の支援
平成29～
　令和2年度

・伝達訓練の実施 継続実施 ・伝達訓練の実施 継続実施 ・伝達訓練の実施 継続実施 ・伝達訓練の実施 継続実施

㉓地域住民と水防団が参加した重要水防箇所
等の合同点検

S
・地域住民と水防団が参加した重要水防箇所
等の合同点検

継続実施
・地域住民と水防団が参加した重要水防箇所
等の合同点検

継続実施
・地域住民と水防団が参加した重要水防箇所
等の合同点検

継続実施
・地域住民と水防団が参加した重要水防箇所
等の合同点検

継続実施

⑰地域住民と水防団員に対する水位情報入手
方法の啓発活動【再掲】

S
・水防団員に対する水位情報入手方法の啓発
活動

平成29年度～
定期的に実施

・水防団員に対する水位情報入手方法の啓発
活動

平成29年度～
定期的に実施

㉔各水防団、分団の受け持ち区間、巡視方法
の記載・周知

T
・各水防団、分団の受け持ち区間、巡視方法
の記載・周知

平成29～
　令和2年度

・各水防団、分団の受け持ち区間、巡視方法
の記載・周知

平成29～
　令和2年度

㉕備蓄水防資器材の情報共有、非常時の相互
支援方法の確認

U
・備蓄水防資器材の情報共有、非常時の相互
支援方法の確認

平成29年度～
定期的に実施

・備蓄水防資器材の情報共有、非常時の相互
支援方法の確認

平成29年度～
定期的に実施

・備蓄水防資器材の情報共有、非常時の相互
支援方法の確認

平成29年度～
定期的に実施

⑲地域住民と水防団・自主防災組織・消防署
等の関係機関が連携した水防訓練の実施【再
掲】

Q
・地域住民と水防団・自主防災組織・消防署
等の関係機関が連携した水防訓練の実施

平成29年度～
定期的に実施

・地域住民と水防団・自主防災組織・消防署
等の関係機関が連携した水防訓練の実施

平成29年度～
定期的に実施

・地域住民と水防団・自主防災組織・消防署
等の関係機関が連携した水防訓練の実施

平成29年度～
定期的に実施

・地域住民と水防団・自主防災組織・消防署
等の関係機関が連携した水防訓練の実施

平成29年度～
定期的に実施

⑧タイムラインの時系列に基づく実践的な訓
練の実施【再掲】

Q
・タイムラインの時系列に基づく実践的な訓
練の実施

令和2年度～
定期的に実施

・タイムラインの時系列に基づく実践的な訓
練の実施

令和2年度～
定期的に実施

・タイムラインの時系列に基づく実践的な訓
練の実施

令和2年度～
定期的に実施

・タイムラインの時系列に基づく実践的な訓
練の実施

令和2年度～
定期的に実施

㉖道路管理者等による道路啓開（放置車両の
撤去）に関する事項の周知

O,V ・水防連絡会等で必要な情報の提供と周知
平成29年度～
定期的に実施

⑯避難経路や水防活動の進入路となる道路、
堤防管理用通路の浸水時の動線の確保

㉒水防団等への連絡体制の再確認と伝達訓練
の実施

B,S

N,O

気象庁鳥取地方気象台 国土交通省中国地方整備局
項目 事項 内容

課題の
対応

鳥取市 鳥取県

⑭避難行動、水防活動に資する情報基盤の整
備【再掲】

S,T

⑯避難経路や水防活動の進入路となる道路、
堤防管理用通路の浸水時の動線の確保【再
掲】

V,AB,AC
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実施内容 目標時期 実施内容 目標時期 実施内容 目標時期 実施内容 目標時期

■自衛水防の推進に関する取組

㉗要配慮者利用施設・関係各課と連携した、
情報伝達訓練や避難訓練の計画の検討

G,N
・要配慮者利用施設・関係各課と連携した、
情報伝達訓練や避難訓練の計画の検討

平成29～
　令和2年度

・要配慮者利用施設・関係各課と連携した、
情報伝達訓練や避難訓練の計画の検討及び支
援

平成29～
　令和2年度

①要配慮者利用施設・関係各課と連携した、
情報伝達訓練や避難訓練の計画の検討及び支
援

平成29～
　令和2年度

①要配慮者利用施設・関係各課と連携した、
情報伝達訓練や避難訓練の計画の検討及び支
援

平成29～
　令和2年度

㉘民間企業への浸水リスクの説明と水害対策
等の啓発活動

G,N
・民間企業への浸水リスクの説明と水害対策
等の啓発活動

平成29年度～
定期的に実施

・作成に必要な情報の提供および策定の支援
平成29年度～
定期的に実施

■大規模水害を想定した排水計画の作成

㉙大規模水害を想定した排水計画の作成 X ・大規模水害を想定した排水計画の作成
平成29～
　令和2年度

・大規模水害を想定した排水計画の作成の支
援

平成29～
　令和2年度

・大規模水害を想定した排水計画の作成
平成29～
　令和2年度

㉚排水を効率的に進める施設の整備 X ・排水を効率的に進める施設の整備
平成29～
　令和2年度

㉛排水施設等の耐水化の検討 W ・排水施設等の耐水化の検討
平成29～
　令和2年度

・排水施設等の耐水化の検討
平成29～
　令和2年度

㊶フラップ化等の無動力化を優先的に整備す
る対象施設を抽出し、順次整備を実施。

Z
・フラップ化等の無動力化を優先的に整備す
る対象施設を抽出し、順次整備を実施。

令和元年度
～順次実施

㊷津波浸水リスクの高い地域等において、水門等
の自動化・遠隔操作化を優先的に整備する対象施
設を抽出し、順次整備を実施。

Z
・津波浸水リスクの高い地域等において、水門等
の自動化・遠隔操作化を優先的に整備する対象施
設を抽出し、順次整備を実施。

平成30～
　順次実施

■排水活動の強化

㉜排水ポンプ車出動要請の体制整備 X ・排水ポンプ車出動要請の体制整備 平成29年度 ・作成に必要な情報の提供および策定の支援 平成29年度 ・作成に必要な情報の提供および策定の支援 平成29年度

㉝排水ポンプ車による排水訓練の実施 X ・排水ポンプ車による排水訓練の実施 継続実施 ・排水ポンプ車による排水訓練の実施 継続実施

㉞排水施設の操作・運用規則の作成 Y ・排水施設の操作・運用規則の作成
平成29～
　令和2年度

・作成に必要な情報の提供および策定の支援
平成29～
　令和2年度

・作成に必要な情報の提供および策定の支援
平成29～
　令和2年度

㉟排水施設の操作説明会の実施 Y ・排水施設の操作説明会の実施 継続実施 ・排水施設の操作説明会の実施 継続実施 ・排水施設の操作説明会の実施 継続実施

■減災・防災に関する国の支援

㊸災害発生時に被災状況やTEC-FORCE等による支
援活動を情報提供し、地方公共団体間の相互支援
を促し、災害対応力の向上を図る。

S
・災害発生時に被災状況やTEC-FORCE等による支
援活動を情報提供し、地方公共団体間の相互支援
を促し、災害対応力の向上を図る。

順次実施

３．地域住民の防災意識向上と防災関係者の災害対応能力向上を目的とした防災研修の拡充の取組

■小中学生等を対象とした防災教育

㊱小中学校等と連携した水害（防災）教育の
拡充

AD,AE
・小中学校等と連携した水害（防災）教育の
拡充

継続実施
・小中学校等と連携した水害（防災）教育の
拡充

継続実施
・小中学校等と連携した水害（防災）教育の
拡充

継続実施
・小中学校等と連携した水害（防災）教育へ
の参画と協力

継続実施

㊲防災学習の指導内容に合わせた教材等の作
成

AD,AE
・防災学習の指導内容に合わせた教材等の作
成

継続実施
・防災学習の指導内容に合わせた教材等の作
成

継続実施
・防災学習の指導内容に合わせた教材等の作
成

継続実施
・防災学習の指導内容に合わせた教材等の作
成への参画と協力

継続実施

㊳学校教育関係者向け研修や講座等学習の場
への参加

AD,AE
・学校教育関係者向け研修や講座等学習の場
への参加

継続実施
・学校教育関係者向け研修や講座等学習の場
への参加

継続実施
・学校教育関係者向け研修や講座等学習の場
への参加

継続実施
・学校教育関係者向け研修や講座等学習の場
への参加

継続実施

■地域住民に対する防災知識の普及

㊴地域住民等を対象とした出前講座の実施 F,G ・地域住民等を対象とした出前講座の実施 継続実施 ・地域住民等を対象とした出前講座の実施 継続実施 ・地域住民等を対象とした出前講座の実施 継続実施 ・地域住民等を対象とした出前講座の実施 継続実施

㊵地域の特性に合わせた教材等の作成 F,G ・地域の特性に合わせた教材等の作成
平成29～
　令和2年度

・地域の特性に合わせた教材等の作成
平成29～
　令和2年度

・地域の特性に合わせた教材等の作成
平成29～
　令和2年度

・地域の特性に合わせた教材等の作成
平成29～
　令和2年度

⑱川の防災情報や地デジのデータ放送等の有
効性の周知【再掲】

F,G
・広報用チラシの作成に必要な情報の提供と
周知

平成28年度～
定期的に実施

・広報用チラシの作成に必要な情報の提供と
周知

平成28年度～
定期的に実施

・広報用チラシの作成に必要な情報の提供と
周知

平成28年度～
定期的に実施

・広報用チラシの原稿データ作成と周知
平成28年度～
定期的に実施

⑩公共施設や電柱等への浸水深表示板の設置
を検討（まるごとまちごとハザードマップ）
【再掲】

F,G
・公共施設や電柱等への浸水深表示板の設置
を検討

平成29年度～
定期的に実施

・公共施設や電柱等への浸水深表示板の設置
を検討

平成29年度～
定期的に実施

⑲地域住民と水防団・自主防災組織・消防署
等の関係機関が連携した水防訓練の実施【再
掲】

F,G,Q
・地域住民と水防団・自主防災組織・消防署
等の関係機関が連携した水防訓練の実施

平成29年度～
定期的に実施

・地域住民と水防団・自主防災組織・消防署
等の関係機関が連携した水防訓練の実施

平成29年度～
定期的に実施

・地域住民と水防団・自主防災組織・消防署
等の関係機関が連携した水防訓練の実施

平成29年度～
定期的に実施

・地域住民と水防団・自主防災組織・消防署
等の関係機関が連携した水防訓練の実施

平成29年度～
定期的に実施

■防災関係者を対象とした防災研修

㉑河川防災担当職員を対象とした研修の実施
【再掲】

AF ・研修への参加
平成28年度～
定期的に実施

・研修の開催及び参加、必要に応じて研修講
師の派遣

平成28年度～
定期的に実施

・必要に応じて研修講師の派遣
平成28年度～
定期的に実施

・研修の開催及び参加、必要に応じて研修講
師の派遣

平成28年度～
定期的に実施

⑳市町村長に対し助言を行う者の育成・派遣
【再掲】

AG ・研修への参加
平成29年度～
定期的に実施

・研修の開催及び参加、必要に応じて研修講
師の派遣

平成29年度～
定期的に実施

・必要に応じて研修講師の派遣
平成29年度～
定期的に実施

・研修の開催及び参加、必要に応じて研修講
師の派遣

平成29年度～
定期的に実施

　（２）日常生活を取り戻すための排水活動の強化に関する事項

鳥取県 気象庁鳥取地方気象台
項目 事項 内容

課題の
対応

鳥取市 国土交通省中国地方整備局
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1

発出元→ 発出先
【機密性２情報】

作成日_作成担当課_用途_保存期間

近年、大きな川の堤防が決壊する大水害が多発しています。
平成３０年７月豪雨では岡山県の高梁川水系小田川が決壊、
昨年の台風１９号では東北、関東、北陸地方の一級河川が決壊しています。

そのような大水害に備え、この４月から鳥取河川国道事務所でも新たに
川の画像１１箇所の公開を始めました。是非アクセスしてみてください！

６月１０日から、千代川は出水期（洪水期）に入っています。
大雨、洪水時には確認して、避難行動の参考として下さい。

※https://k.river.go.jp（スマホ、パソコン共通）

川の水位情報
QRコード

川の水位情報を確認しましょう！
～国土交通省では川の水位や画像をｗｅｂで公開しています～

発出元→ 発出先
【機密性２情報】

作成日_作成担当課_用途_保存期間

水位

画像

水位が上がるとマークの色が変わるよ。

川の水位情報（https://k.river.go.jp）
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水害リスクラインによる水位情報の提供

上流から下流まで連続的に、地先毎の洪水危険度を把握・表示する「水害リスク
ライン」により、災害の切迫感をわかりやすく伝える取組を推進

現行の洪水予報・危険度の表示 水害リスクラインを活用した洪水予報・危険度の表示

観測所水位
（ポップアップ） 浸水想定区域図

（スクロール拡大）

カメラ画像
（ポップアップ）

水位観測所の水位で代表して、

一連区間の危険度を表示

左右岸別、上下流連続的に地先ごとの危険度を表示

観測所水位
（ポップアップ）

3



○ 短時間強雨の発生頻度が直近30～40年間で
約1.4倍に拡大。

平均
174回

平均
251回

1976-1985年 2010-2019年

○ 国土の約3割が洪水や地震災害（震度被害）等の災害リスク地域であり、災害リスクにさらされ
る人口はおよそ7割。

我が国の脆弱な国土条件

※ 洪水、土砂災害、地震災害（震度被害）、津波災害

【災害リスク※にさらされる地域の面積と当該地域に居住する人口】

○ 氾濫危険水位を超過した河川数は、増加傾向。

気候変動による自然災害の頻発・激甚化

【短時間強雨（1時間降雨量50mm以上）の年間発生回数】

リスクエリア面積
（国土面積に対する割合）

リスクエリア内人口
（2015）

（全人口に対する割合）

リスクエリア内人口
（2050）

（全人口に対する割合）
約112,900㎢
（29.9%）

約8,556万人
（67.5%）

約7,134万人
（70.0%）

○ 四方を海で囲まれ、国土の中央を脊梁山脈が縦貫しており、河川が急勾配であるとともに、都市部
においてゼロメートル地帯が広域にわたり存在。

【江戸川・荒川・隅田川と市街地の標高の関係】

約1.4倍○ 例えば、三大都市圏の約404万人が「ゼロメートル地帯」に居住している状況。

○ 世界の大規模地震の約2割が我が国周辺で発生。

【氾濫危険水位を超過した河川数（国管理・都道府県管理） 】
2014 2015 2016 2017 2018 2019

国管理
都道府県管理

83
159

455 474
403368

（出典：国土審議会計画推進部会国土の長期展望専門委員会 第二回資料）

常願寺川

【我が国と諸外国の河川勾配比較】

安倍川
筑後川

信濃川

北上川

利根川

吉野川 セーヌ川

コロラド川

メコン川

ライン川

ロアール川

※ 首都直下地震、南海トラフ地震の発生確率は、それぞれ今後の30年以内で約70%

○ 令和元年東日本台風での広範囲にわたる記録的な大雨など、近年、毎年必ず大規模な自然災害が発生。
○ そもそも、我が国は、河川が急勾配で、ゼロメートル地帯に三大都市圏の約404万人が居住する等、世界的にもまれ
に見る脆弱な国土条件を有しており、自然災害リスクが極めて高い。
○ 氾濫危険水位を超過した河川数が近年5倍強となるなど、気候変動の影響が顕在化。

※ 令和元年東日本台風では、103もの地点で24時間降水量が
観測史上1位の値を更新。

気候変動の影響と脆弱な国土条件

01
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近年、毎年のように全国各地で自然災害が頻発

平成27年9月関東・東北豪雨

①鬼怒川の堤防決壊による浸水被害
（茨城県常総市）

③小本川の氾濫による浸水被害
（岩手県岩泉町）

平成28年8月台風10号 平成29年7月九州北部豪雨

④桂川における浸水被害
（福岡県朝倉市）

7月豪雨 台風第21号 北海道胆振東部地震

⑧六角川周辺における浸水被害状況
（佐賀県大町町）

平成28年熊本地震

②土砂災害の状況
（熊本県南阿蘇村）

⑨電柱・倒木倒壊の状況
(千葉県鴨川市)

⑩千曲川における浸水被害状況
(長野県長野市)

令
和
元
年

平
成
30
年

平
成
27
～
29
年

12



令和元年東日本台風による国管理河川の状況（降雨、流量）

○主な河川における基準地点上流域平均雨量は、河川整備基本方針の対象雨量を超過又は迫る雨量となった。
○流量は、観測史上最大又は２位を記録し、河川整備計画の目標（戦後最大等）を超過又は迫る流量となった。
○阿武隈川では、基本方針の流量を超過した。
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ピーク流量
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阿武隈川（福島）
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鳴瀬川水系吉田川（落合）
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※内水参加量を見込んでいない。
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流域平均雨量

1/100
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基本方針 整備計画 今回洪水

ピーク流量

約
1/60

第1位

約
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那珂川（野口）

1/100 約
1/30

(m3/s)

※数値は、速報値（R2.1時点）であり、今後変更となる場合がある。
※流量はダム・氾濫戻し。雨量は、対象降雨の継続時間の基準地点上流域の平均雨量。

国 １４箇所
県 １２８箇所
計 １４２箇所
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目標とする安全度
を確保するには、

計画の対象とする
流量が増大

気候変動の影響と治水計画の見直しについて

○災害の発生状況やＩＰＣＣの評価等を踏まえれば、将来の気候変動はほぼ確実と考えられ、緩和策
と適応策とを車の両輪として進め、気候変動に対応する必要

○温暖化が進行した場合に、目標としている治水安全度を確保するためには、「過去の実績降雨に
基づくもの」から「気候変動による降雨量の増加などを考慮したもの」に計画の見直しが必要

気候変動シナリオ 降雨量 流量 洪水発生頻度

２℃上昇相当※ 約１．１倍 約１．２倍 約２倍

世界平均地上気温変化

（２℃上昇ケース）

（４℃上昇ケース）
経年変化

（年）

降雨量変化倍率をもとに算出した、
流量変化倍率と洪水発生頻度の変化

※ ２℃は、温室効果ガスの排出抑制対策（パリ協定）の目標とする気温

過去の実績に基
づくもの

気候変動による
降雨量の増加など
を考慮したもの

現
在

整備の目標
とする流量

見
直
し
後

気候変動の影響と治水計画の見直しについて

3
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あらゆる関係者により流域全体で行う「流域治水」への転換

集水域
都道府県・市町村、
企業、住民

河川
国・都道府県・市町村、
利水者

氾濫域
国・都道府県・市町村、
企業、住民

氾濫を防ぐための対策
～ハザードへの対応～

被害対象を減少させるための対策
～暴露への対応～

被害の軽減・早期復旧・復興のための対策
～脆弱性への対応～

二線堤等の整備
⇒ 市町村

（ためる）※

雨水貯留施設の整備、
田んぼやため池等の高度利用
⇒ 都道府県・市町村、企業、住民

（氾濫水を早く排除する）
排水門の整備、排水ポンプの設置
⇒ 市町村等

（避難態勢を強化する）
ICTを活用した河川情報の充実
浸水想定等の空白地帯の解消

⇒ 国・都道府県・市町村・企
業

（被害範囲を減らす）
土地利用規制、高台まちづくり
⇒ 国・都道府県・市町村、企業、住民

（早期復旧・復興に備える）
BCPの策定、水災害保険の活用
⇒ 市町村、企業、住民

（移転する）
リスクが高いエリアからの移転促進
⇒ 市町村、企業、住民

（支援体制を充実する）
TEC-FORCEの体制強化
⇒ 国・企業

（氾濫水を減らす）
堤防強化等
⇒ 国・都道府県

（安全に流す）
河床掘削、引堤、放水路、砂防堰堤、遊砂地、
雨水排水施設等の整備
⇒ 国・都道府県・市町村

ダム、遊水地等の整備・活用
⇒ 国・都道府県・市町村、利水者

（しみこませる）※

雨水浸透施設（浸透ます等）の整備
⇒ 都道府県・市町村、企業、住民

（被害を軽減する）
建築規制・建築構造の工夫
⇒ 市町村、企業、住民

気候変動による水災害リスクの増大に備えるためには、これまでの河川管理者等の取組だけでなく、集水域か
ら氾濫域にわたる流域に関わる関係者が、主体的に取組む社会を構築する必要がある。

◆河川・下水道管理者等による治水に加え、あらゆる関係者（国・都道府県・市町村・企業・住民等）により流域全体で行
う治水「流域治水」へ転換することによって、施策や手段を充実し、それらを適切に組合せ、加速化させることによって効率
的・効果的な安全度向上を実現する。

◆併せて、自然環境が有する多様な機能を活用したグリーンインフラを、官民連携・分野横断により推進し、雨水の貯留・浸
透を図る。

課題

対応

※グリーンインフラ関係施策と併せて推進

河川での対策 集水域での対策 氾濫域での対策
凡例
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あらゆる関係者により流域全体で行う「流域治水」への転換

◆河川・下水道管理者等による治水に加え、あらゆる関係者（国・都道府県・市町村・企業・住民等）により流域全体で行
う治水「流域治水」へ転換することによって、施策や手段を充実し、それらを適切に組合せ、加速化させることによって効率
的・効果的な安全度向上を実現する。

対応

河川・下水道管理者による対策 市町村や民間等による対策

遊水地

公共施設地下貯留（東京ドーム）

堤防整備 既存の利水ダムの治水活用
防災調整池

既存の利水ダムにおいて貯留水を
事前に放流し水害対策に活用

事前に放流

洪水調節

放流施設
の新設等

洪水発生前に、利水容量の
一部を事前に放流し、洪水
調節に活用

（既存ダムの活用例）

ダム建設・ダム再生

かさ上げイメージ

大規模地下貯留施設（下水道）

「流域治水」の具体例

5
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「流域治水プロジェクト （仮称）」 に基づく事前防災の加速

～事業の必要性・効果等をわかりやすく提示～

◆現状の整備水準では、気候変動により激甚化・頻発化する水災害に対応できない。
また、行政が行う防災対策を国民にわかりやすく示すことが必要。

◆令和元年東日本台風で甚大な浸水被害が生じた７水系における対策のみならず、
全国の一級水系における早急に実施すべき流域全体での対策の全体像を示し、
ハード・ソフト一体となった事前防災対策を加速。

◆「過去の実績に基づくもの」から「気候変動による降雨量の増加などを考慮したもの」
に、計画を見直し、抜本的な対策に着手。

課題

対応

全国7水系における「緊急治水対策プロジェクト」 全国の各河川で「流域治水プロジェクト（仮称）」を公表

◆全国の一級水系を対象に、早急に実施すべき具体的な治水対策の
全体像を、都道府県や市町村と連携して検討し、国民にわかりやすく提示。

◆令和元年東日本台風（台風第19号）により、甚大な被害が発生した7水系におい
て、国・都県・市区町村が連携し、今後概ね5～10年で実施する
ハード・ソフト一体となった「緊急治水対策プロジェクト」に着手。

事業費 期間 主な対策メニュー

阿武隈川上流

阿武隈川下流

鳴瀬川 吉田川 約271億円
令和6年度
まで

【ハード対策】　河道掘削、堤防整備
【ソフト対策】　浸水想定地域からの移転・建替え等に対する支援　等

荒川 入間川 約338億円
令和6年度
まで

【ハード対策】　河道掘削、遊水地整備、堤防整備
【ソフト対策】　高台整備、広域避難計画の策定　等

那珂川 那珂川 約665億円
令和6年度
まで

【ハード対策】　河道掘削、遊水地整備、堤防整備
【ソフト対策】　霞堤等の保全・有効活用　等

久慈川 久慈川 約350億円
令和6年度
まで

【ハード対策】　河道掘削、堤防整備
【ソフト対策】　霞堤等の保全・有効活用　等

多摩川 多摩川 約191億円
令和6年度
まで

【ハード対策】　河道掘削、堰改築、堤防整備
【ソフト対策】　下水道樋管等のゲート自動化・遠隔操作化　等

信濃川

千曲川

合計 約5,424億円

水系名 河川名

信濃川

阿武隈川

緊急治水対策プロジェクト
（概ね５～１０年で行う緊急対策）

約1,840億円
令和10年度
まで

約1,768億円
令和9年度
まで

【ハード対策】　河道掘削、遊水地整備、堤防整備
【ソフト対策】
　支川に危機管理型水位計及びカメラの設置
　浸水リスクを考慮した立地適正化計画展開　等

【ハード対策】　河道掘削、遊水地整備、堤防整備
【ソフト対策】
　田んぼダムなどの雨水貯留機能確保
　マイ・タイムライン策定推進　等

【イメージ】 ○○川流域治水プロジェクト

高潮対策

遊水地整備

堤防整備

ダム再生

霞堤の保全

河道掘削
樹木伐採

■河川対策
・堤防整備、河道掘削
・ダム再生、遊水地整備 等

■ソフト対策
・水位計・監視カメラの設置
・マイ・タイムラインの作成 等

■流域対策（集水域と氾濫域）
・下水道等の排水施設、雨水貯留施設の整備
・土地利用規制・誘導（災害危険区域等） 等

★戦後最大（昭和XX年）と同規模の洪水を安全に流す

★ …浸水範囲（昭和XX年洪水）

災害危険区域
の指定

雨水貯留施設
の整備

排水施設の
整備

（対策メニューのイメージ）

※令和2年3月31日 HP公表時点

今後の治水対策の進め方（イメージ）
緊急治水対策プロジェクト
（甚大な被害が発生した ７水系）

流域治水プロジェクト(仮称)
全国河川 において早急に実施すべき

事前防災対策を加速化

気候変動の影響を
反映した

抜本的な治水対策
を推進

河川整備計画
等の見直し
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令和元年東日本台風関連 ７水系緊急治水対策プロジェクト 【令和２年度版】

〇令和元年東日本台風により、甚大な被害が発生した７水系において、国、都県、市区町村が連携し、

今後概ね５～１０年で実施するハード・ソフト一体となった「緊急治水対策プロジェクト」を進めています。

〇令和２年度は、決壊箇所の本格的な災害復旧や、河道掘削等の改良復旧を進めていきます。

全体：７水系
■河川における対策

約5,424億円（国：4,302億円、県：1,122億円）
災害復旧 約1,509億円（国： 683億円、県： 826億円）
改良復旧 約3,915億円（国：3,619億円、県： 296億円）
※県の改良復旧事業等の新規事業採択により事業費が追加されました。
※四捨五入の関係で合計値が合わない場合がある。

信濃川水系緊急治水対策
プロジェクト 約1,768億円

■ハード対策
・河道掘削、遊水地、堤防整備
■ソフト対策
・田んぼダムなどの雨水貯留機能確保
・マイ・タイムライン策定推進 等

入間川流域緊急治水対策
プロジェクト 約338億円

■ハード対策
・河道掘削、遊水地、堤防整備
■ソフト対策
・高台整備、広域避難計画の策定 等

多摩川緊急治水対策
プロジェクト 約191億円

■ハード対策
・河道掘削、堰改築、堤防整備
■ソフト対策
・下水道樋管等のゲート自動化・遠隔操作化 等

吉田川・新たな水害に
強いまちづくりプロジェクト 約271億円

■ハード対策
・河道掘削、堤防整備
■ソフト対策
・浸水想定地域からの移転・建替え
等に対する支援 等

阿武隈川緊急治水対策
プロジェクト 約1,840億円

■ハード対策
・河道掘削、遊水地、堤防整備
■ソフト対策
・支川に危機管理型水位計及びカメラの設置
・浸水リスクを考慮した立地適正化計画展開 等

久慈川緊急治水対策
プロジェクト 約350億円

■ハード対策
・河道掘削、堤防整備
■ソフト対策
・霞堤等の保全・有効活用 等

越辺川右岸0k付近

千曲川左岸58k付近

多摩川右岸20k付近

久慈川左岸34k付近

吉田川左岸20k9付近

阿武隈川左岸98k6付近

（吉
田
川
）

（入
間
川
）

※今後の調査・検討等により追加・変更がある。

那珂川緊急治水対策
プロジェクト 約665億円

■ハード対策
・河道掘削、遊水地、堤防整備
■ソフト対策
・霞堤等の保全・有効活用 等

那珂川右岸28k6付近

1
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阿武隈川緊急治水対策プロジェクト
～本川・支川の抜本的な治水対策と流域対策が一体となった総合的な防災・減災対策～

仙台東部道路

国
道
１
１
３
号

丸森町

丸森町

柴田町 国
道
4
号

国道4号

角田市

河道掘削

宮城県

仙
台
南
部
道

路

亘理町

20.0k

5.0k

10.0k

15.0k

25.0k

30.0k 35.0k

40.0k

45.0k

50.0k

太平洋

新川堤防整備・河道掘削

内川堤防整備・河道掘削

阿武隈川

宮城県

福島県

位置図

東北自動車道

郡山市 須賀川市

二本松市

桑折町

国見町

福島市

本宮市 遊水地

伏
黒
水
位
観
測
所
▲

河道掘削
国道４号

国
道
１
３
号

国道３４９号
県
境

128.0k

矢吹町

河道掘削

福島市

河道掘削 鏡石町

二本松市

60.0k

80.0k

90.0k

110.0k

120.0k

130.0k

140.0k

150.0k

100.0k

70.0k

福島県

↑
←

安
達
太
良
川

令和元年10月13日12時頃

谷田川堤防強化

濁川堤防整備

※計数については、今後の調査、検討等の結果、変更となる場合がある。

堤防整備

雉子尾川堤防整備・河道掘削

五福谷川堤防整備・河道掘削

高倉川堤防強化

岩沼市

藤田川堤防強化

河道掘削

滝川堤防整備

佐久間川堤防整備

郡山市

須賀川市

玉川村磐
越
自
動
車
道

〇令和元年東日本台風により、甚大な被害が発生した阿武隈川において、国、県、市町村が連携し、
「阿武隈川緊急治水対策プロジェクト」を進めています。

〇国、県、市町村が連携し、以下の取り組みを実施していくことで、より水害に強いまちづくりを目指します。
①被害の軽減に向けた治水対策の推進【河川における対策】 ②地域が連携した浸水被害軽減対策の推進【流域における対策】
③減災に向けたさらなる取り組みの推進【ソフト施策】

〇令和２年度は、決壊箇所の本格的な災害復旧や、河道掘削等の改良復旧、危機管理型水位計・カメラの整備（流域対策、ソフト施策）を
進めていきます。

【権限代行(国)】

【権限代行(国)】

【権限代行(国)】

【県】

【県】

【県】

【県】

【県】

【県】

【県】 【県】

【令和２年度版】

半田川堤防強化・河道掘削

河道掘削

排水機能の強化
(排水機場の電源二重化) 【県】

【県】

堤防整備

堤防整備
(事業中)

【県】
堤防整備
(事業中)

本宮市

安達太良川堤防整備

堤防復旧

小田川堤防整備・河道掘削

広瀬川堤防整備・河道掘削

伊達市

安達太田川堤防整備・河道掘削

移川堤防整備・河道掘削

【県】
山舟生川堤防整備・河道掘削

【県】

【県】

【県】塩野川堤防整備

■流域における対策
・浸水リスクを考慮した立地適正化計画の展開
・一時貯留施設の設置

■ソフト対策
・バックウォータ現象を考慮した危機管理
型水位計及びカメラの設置及び避難体制
の構築

・中小河川や内水を考慮したタイムライン
策定推進

河川における対策
■全体事業費 約１，８４０億円

【国：約１，４４４億円、県：約３９６億円】

災害復旧 約 ５４２億円
【国：約 ２２９億円、県：約３１２億円】

改良復旧 約１，２９８億円
【国：約１，２１４億円、県：約 ８４億円】

■事業期間 令和元年度～令和１０年度
■目 標 令和元年東日本台風洪水における

本川からの越水防止
■対策内容 河道掘削、堤防整備等
※県の改良復旧事業等の新規事業採択により事業費が追加されました。
※四捨五入の関係で合計値が合わない場合がある。
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松島町

大郷町

大崎市

宮城県

吉田川→

大郷町

河道掘削

三陸沿岸道路

太平洋

国道４５号

国
道
３
４
６
号

国
道
３
４
６
号

国
道
４
号

東
北
自
動
車
道

国
道
４
５
７
号

15.0k

堤防復旧

10.0k

５.0k

20.0k

25.0k

30.0k

吉田川→

吉田川・新たな水害に強いまちづくりプロジェクト
～大規模氾濫被害の最小化に向けた、より水害に強いまちづくりの実践～

宮 城 県

仙台市

北上川
江合川

鳴瀬川

吉田川

阿武隈川

名取川

旧
北
上
川

【位置図】

令和元年10月13日12時ごろ

吉
田
川

小西川堤防強化

〇令和元年東日本台風により、甚大な被害が発生した鳴瀬川水系吉田川において、国、県、市町が連携し、
「吉田川・新たな水害に強いプロジェクト」を進めています。

〇国、県、市町が連携し、以下の取り組みを実施していくことで、より水害に強いまちづくりを目指します。
①被害の軽減に向けた治水対策の推進【河川における対策】 ②地域が連携した浸水被害軽減対策の推進【流域における対策】
③減災に向けたさらなる取り組みの推進【ソフト施策】

〇令和２年度は、決壊箇所の本格的な災害復旧や、河道掘削等の改良復旧、雨水貯留施設の整備（流域対策、ソフト施策）を進めていきます。

ソフト施策
・地区別ハザードマップ等の作成
・要配慮者サポータ－の育成
・防災行政無線屋外子局増設による避難体制の強化
・浸水想定地域等のハザードエリアに対する移転
建替え等補助制度 等

流域における対策
・水防災拠点の拡張、増設
・内水対策（雨水貯留施設・調整池・排水路整備）
・避難、復旧道路の嵩上げ
・排水機場の非浸水化 等

遊水地
（事業中）

堤防整備

堤防整備

【令和２年度版】

【県】

【県】

遊水地
（事業中）

身洗川堤防強化

※計数については、今後の調査、検討等の結果、変更となる場合がある。

河川における対策
■全体事業費 約２７１億円

【国：約２６７億円、県：約４億円】

災害復旧 約 ３０億円
【国：約 ２６億円、県：約４億円】

改良復旧 約２４１億円
【国：約２４１億円】

■事業期間 令和元年度～令和６年度
■目 標 令和元年東日本台風洪水における

本川からの越水防止
■対策内容 河道掘削、堤防整備等
※県の復旧事業の新規事業採択により事業費が追加されました。
※四捨五入の関係で合計値が合わない場合がある。
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河道掘削・樹木伐採

堤防整備

堤防整備

遊水地整備

遊水地整備

ひがしまつやまし

東松山市

かわじままち

川島町

かわごえし

川越市

さかどし

坂戸市

河道掘削・樹木伐採

河道掘削・樹木伐採

合流点処理検討

高台整備

堤防整備

※計数及び対策については、今後の調査、検討等の結果、変更となる場合がある。
※合流点処理検討については、本川合流点付近においての本川への流出抑制や支
川の越水溢水軽減、支川流域内の内水浸水の軽減を兼ね、遊水地や排水機場等
を組み合せた対策を検討するものです。

凡例

浸水範囲
決壊箇所
大臣管理区間

堤防整備

写真①

河道掘削・樹木伐採

荒川流域図

土地利用制限
家屋移転
住宅の嵩上げ
雨水流出抑制対策

写真①浸水状況（越辺川右岸0.0k付近）

■河道・流域における対策
【土地利用・住まい方の工夫】
・浸水が想定される区域の土地利用制限
（災害危険区域の設定）

・家屋移転、住宅の嵩上げ
（防災集団移転促進事業等）

・高台整備（避難場所等に活用）
・土地利用に応じた内水対策の検討
（雨水流出抑制対策、合流点処理検討等）

■ソフト施策
・自治体との光ケーブルの接続 ・越水・決壊を検知する機器の開発・整備
・危機管理型水位計、簡易型河川監視カメラの設置 ・台風第１９号の課題を受けたタイムラインの改善
・他機関・民間施設を含めた避難場所の確保 ・講習会等によるマイ・タイムライン普及促進
・広域避難計画の策定 ・要配慮者利用施設の避難確保計画作成の促進
・水のう等、水防活動資材の確保 ・緊急排水作業の準備計画策定と訓練実施、排水ポンプ車の配備
・防災メール等を活用した情報発信の強化 ・防災行政無線の戸別受信機整備 等

堤防整備

【県】

堤防整備

【県】

【県】

【県】

入間川流域緊急治水対策プロジェクト
～多重防御治水の推進～

【令和２年度版】

○ 令和元年東日本台風により、甚大な被害が発生した、入間川流域において、国、県、市町が連携し、
「入間川流域緊急治水対策プロジェクト」を進めています。

○ 国、県、市町が連携し、以下の取組を実施していくことで、社会経済被害の最小化を目指します。
①多重防御治水の推進【河道・流域における対策】 ②減災に向けた更なる取組の推進【ソフト施策】

○ 令和２年度は、決壊箇所及び越水箇所の本格的な災害復旧や、河道掘削等の改良復旧、合流点処理検討、簡易型河川監視カメラの設置、越水・決壊
検知機器の開発などを進めていきます。

河道掘削・樹木伐採

かわじままち

川島町

河道掘削・樹木伐採

■河道・流域における対策

■全体事業費 約 ３３８ 億円

【国：約３１８億円、県：約２０億円】

災害復旧 約 ２６ 億円
【国：約 ２１億円、県：約 ５億円】

改良復旧 約 ３１２ 億円

【国：約２９８億円、県：約１４億円】

■事業期間 令和元年度～令和６年度
■目 標 令和元年東日本台風における

入間川、越辺川、都幾川から
の越水防止

■対策内容 【河道の流下能力の向上】
・河道掘削、樹木伐採、
堤防整備

【遊水・貯留機能の確保・向上】
・遊水地整備 等

※県の改良復旧事業等の新規事業採択により事業費が追加されました。

※四捨五入の関係で合計値が合わない場合がある。
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写真②浸水被害状況（茨城県那珂市、城里町） 写真①浸水被害状況（茨城県水戸市）

栃木県

茨城県

常
磐
自
動
車
道

那珂川

荒川→

ひたちおおみや

常陸大宮市

な か

那 珂 市

ひたちなか市

なすからすやま

那須烏山市

いちかい

市 貝 町

も て ぎ

茂 木 町

しろさ と

城 里 町

いばらき

茨 城 町

お
お
あ
ら
い

大

洗

町

おおたわら

大田原市

写真②

み と

水戸市

決
壊
箇
所

写真③堤防決壊状況（那珂川左岸40.0k）

写真③

写真④

写真④浸水被害状況（那珂川左岸61.0k）

那珂川→

那珂川緊急治水対策プロジェクト
～多重防御治水の推進～

○令和元年東日本台風により甚大な被害が発生した那珂川水系において、国、県、市町が連携し、
「那珂川緊急治水対策プロジェクト」を進めています。

○国、県、市町が連携し、以下の取り組みを実施していくことで、社会経済被害の最小化を目指します。
①多重防御治水の推進【河道・流域における対策】 ②減災に向けた更なる取組の推進【ソフト施策】

〇令和２年度は、決壊箇所の本格的な災害復旧や河道掘削等の改良復旧、防災集団移転促進事業、簡易型河川監視カメラの設置、越水・決壊検知機器の
開発などを進めていきます。

なかがわ

那珂川町

凡例

堤防決壊箇所（国）

堤防決壊箇所（県）

浸水範囲

大臣管理区間

写真①

堤防整備

河道掘削遊水地整備

堤防整備

堤防整備

堤防整備土地利用・住まい方の工夫
（土地利用制限、家屋移転等）

土地利用・住まい方
の工夫の検討

堤防整備

堤防整備
霞堤の整備

土地利用・住まい方の工夫
（土地利用制限、家屋移転等）

遊水機能の確保・向上の検討
土地利用・住まい方の工夫の検討

河口部対策の検討

土地利用・住まい方の工夫
（防災集団移転促進事業等）

【令和２年度版】

【県】

堤防整備

【県】 堤防整備

■ソフト施策
・越水・決壊を検知する機器の開発・整備
・危機管理型水位計、簡易型河川監視カメラの設置
・ダム操作状況の情報発信
・台風第１９号の課題を受けたタイムラインの改善
・講習会等によるマイ・タイムライン普及促進
・防災メール、防災行政情報伝達システム、防災行政無
線等を活用した情報発信の強化
・要配慮者利用施設の避難確保計画作成の促進
・緊急排水作業の準備計画策定と訓練実施 等

那珂川

荒川

【位置図】■河道・流域における対策

【土地利用・住まい方の工夫】
・浸水が想定される区域の土地利用制限
（災害危険区域の設定等）

・家屋移転、住宅の嵩上げ
（土地利用一体型水防災事業、防災集団移転
促進事業等）

・高台整備 等

※計数及び対策については、今後
の調査、検討等の結果、変更とな
る場合がある

■河道・流域における対策
全体事業費 約６６５億円【国：約５２１億円、県：約１４４億円】

災害復旧 約２１９億円【国：約１０１億円、県：約１１７億円】
改良復旧 約４４７億円【国：約４２０億円、県：約 ２７億円】

事業期間 令和元年度～令和６年度
目 標 令和元年東日本台風洪水における本川から

の越水防止
対策内容 河道掘削、遊水地、堤防整備 等
※県の改良復旧事業等の新規事業採択により事業費が追加されました。
※四捨五入の関係で合計値が合わない場合がある。
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J
R
常
磐
線

JR水郡線
ひたちおおみや

常陸大宮市

ひたちおおた

常陸太田市

な か

那 珂 市

とうかい

東 海 村

ひたち

日 立 市

久慈川

山田川

茨城県

国
道
6
号

阿武隈川

那珂川

久慈川

栃木県

茨城県

福島県

【位置図】

浅川

凡例

堤防決壊箇所（国）

堤防決壊箇所（県）

浸水範囲

大臣管理区間

久慈川緊急治水対策プロジェクト
～多重防御治水の推進～

■ソフト施策
・越水・決壊を検知する機器の開発・整備
・危機管理型水位計、簡易型河川監視カメラの設置
・ダム操作状況の情報発信
・台風第１９号の課題を受けたタイムラインの改善
・講習会等によるマイ・タイムライン普及促進
・防災メール、防災行政無線等を活用した情報発信の強化
・要配慮者利用施設の避難確保計画作成の促進
・緊急排水作業の準備計画策定と訓練実施 等

富岡橋

写真①浸水被害状況（茨城県常陸大宮市）

写真①

■河道・流域における対策
【土地利用・住まい方の工夫】
・浸水が想定される区域の土地利用制限
（災害危険区域の設定等）

・家屋移転、住宅の嵩上げ
（土地利用一体型水防災事業、防災集団移転促進事業等）

・高台整備 等

堤防整備

河道掘削

河道掘削

堤防整備

堤防整備

河道掘削

霞堤の保全

河道掘削

堤防整備
河道掘削

堤防整備

霞堤の保全と整備
土地利用・住まい方の工夫
（土地利用制限、家屋移転等）

霞堤の整備
土地利用・住まい方の工夫
（土地利用制限、家屋移転等）

霞堤の整備
土地利用・住まい方の工夫

（土地利用制限、家屋移転等）

【権限代行（国）】

【令和２年度版】

【県】

だいご

大子町

ひたちおおみや

常陸大宮市

JR水郡線

久
慈
川

堤防整備
河道掘削

堤防整備

【権限代行（国）】

【権限代行（国）】

河道掘削

里
川

※計数及び対策については、今後の調査、検討等の結果、変更となる場合がある

○令和元年東日本台風により甚大な被害が発生した久慈川水系において、国、県、市町村が連携し、
「久慈川緊急治水対策プロジェクト」を進めています。
○国、県、市町村が連携し、以下の取り組みを実施していくことで、社会経済被害の最小化を目指します。
①多重防御治水の推進【河道・流域における対策】 ②減災に向けた更なる取組の推進【ソフト施策】
〇令和２年度は、決壊箇所の本格的な災害復旧や河道掘削等の改良復旧、霞堤の保全と整備、簡易型河川監視カメラの設置、越水・決壊検知機器の開発
などを進めていきます。

■河道・流域における対策
全体事業費 約３５０億円【国：約３３４億円、県：約１６億円】

災害復旧 約 ７８億円【国：約 ６３億円、県：約１５億円】

改良復旧 約２７２億円【国：約２７１億円、県：約 ２億円】

事業期間 令和元年度～令和６年度
目 標 令和元年東日本台風洪水における本川からの

越水防止
対策内容 河道掘削、堤防整備、霞堤整備 等
※県の改良復旧事業等の新規事業採択により事業費が追加されました。
※四捨五入の関係で合計値が合わない場合がある。
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多摩川緊急治水対策プロジェクト
～首都東京への溢水防止及び沿川・流域治水対策の推進～

■ソフト施策
・自治体との光ケーブル接続
・簡易型河川監視カメラの設置
・多機関連携型タイムラインの策定、運用
・講習会等によるマイ・タイムラインの普及促進
・要配慮者利用施設の避難確保計画作成の促進
・自治体職員対象の排水ポンプ車運転講習会の実施 等

■流域における対策
（下水道事業等の整備促進）
・流出抑制施設の整備等
・既存施設（五反田川放水路（建設中））の活用
による雨水貯留
・下水道樋管等のゲート自動化・遠隔操作化等
・移動式排水設備（排水ポンプ車等）の整備
・土のう等の備蓄資材の配備等

位置図

4
0
.0
km

第
３
京
浜

中央自動車道

大丸用水堰改築 かわさきし

川崎市

たまし

多摩市

いなぎし

稲城市

おおたく

大田区

こまえし

狛江市

ちょうふし

調布市
ふちゅうし

府中市

せたがやく

世田谷区
溢水箇所

河道掘削、樹木伐採

国
道

号

246

既存施設の活用
(建設中放水路の活用)

堤防整備 （世田谷区玉川地区）

河道掘削、樹木伐採

東京都世田谷区玉川地区の溢水による浸水
被害状況（世田谷区提供）

凡例

溢水箇所（国）

浸水範囲

大臣管理区間

○令和元年東日本台風により、甚大な被害が発生した、多摩川において、国、都、県、市区が連携し、
「多摩川緊急治水対策プロジェクト」を進めています。

○国、都、県、市区が連携し、以下の取り組みを実施していくことで、「社会経済被害の最小化」を目指します。
①被害の軽減に向けた治水対策の推進【河川における対策】 ②地域が連携した浸水被害軽減対策の推進【流域における対策】
③減災に向けた更なる取組の推進【ソフト施策】

○令和２年度から護岸等の本格的な災害復旧や、河道掘削等の改良復旧、簡易型河川監視カメラの設置等を進めていきます。

【令和２年度版】

※計数及び対策については、今後の調査、検討等の結果、変更となる場合がある

多摩川

■河川における対策
全体事業費 約１９１億円
災害復旧 約 ２８億円
改良復旧 約１６３億円

事業期間 令和元年度～令和６年度
目 標 令和元年東日本台風洪水における本川からの

越水防止
対策内容 河道掘削、樹木伐採、堰改築、堤防整備 等
※四捨五入の関係で合計値が合わない場合がある。
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8

信濃川

犀川

魚野川

千曲川

梓川

日本海

大河津分水路

三国川ダム

八ヶ岳

乗鞍岳

槍ヶ岳

浅間山

谷川岳

甲武信ヶ岳

燕市

上田市

十日町市

長岡市

小千谷市

長野市

魚沼市

千曲市

中野市

南魚沼市

青木村

筑北村

坂城町
麻績村

松川村

大町市

小川村
須坂市

信濃町

小布施町

高山村

山ノ内町

木島平村

飯綱町

松本市

飯山市

東御市

佐久市

南相木村

北相木村

南牧村

小海町

佐久穂町

御代田町

軽井沢町

立科町
長和町

生坂村

池田町

朝日村

山形村
塩尻市

野沢温泉村

栄村

津南町

小諸市

安曇野市

川上村

河道掘削

【新潟県】

堤防整備

堤防復旧

【新潟県】

堤防整備

【新潟県】

堤防整備

【長野県】

河道掘削

堤防整備・強化

堤防復旧

【長野県】

河道掘削

堤防復旧

【長野県】

堤防強化

堤防整備・強化

堤防強化

【長野県】

河道掘削

堤防整備・強化

遊水地

【長野県】

堤防復旧

【長野県】

【長野県】

堤防整備

河道掘削
堤防整備・強化

【長野県】

河道拡幅

【長野県】

遊水地

【長野県】

堤防復旧

【長野県】

堤防強化

堤防強化

遊水地

遊水地

河道掘削

堤防整備
河道掘削

堤防強化

遊水地

遊水地

堤防整備・強化
堤防整備・強化

河道掘削

堤防復旧

遊水地

堤防強化

堤防強化

堤防強化

堤防強化

大町ダム等再編

大河津分水路改修

0 10 20 40km

※本対策箇所は主要箇所のみ記載しています。
※大河津分水路改修と大町ダム等再編事業は、プロジェクトと並行して継続実施する。
※本プロジェクトは、短期的（概ね５～１０年）の達成目標であり、プロジェクト終了後も継続し、中・長期的に対策を講じる。

N

長野市穂保地先の堤防決壊、
浸水被害状況

新潟県小千谷市内における
浸水被害状況

信濃川水系緊急治水対策プロジェクト
～ ｢日本一の大河｣ 上流から下流まで流域一体となった防災・減災対策の推進 ～

※計数については、今後の調査、検討等の結果、変更となる場合がある。

○令和元年東日本台風により、甚大な被害が発生した信濃川水系において国、県、
市町村が連携し、「信濃川水系緊急治水対策プロジェクト」を進めています。
○国、県、市町村が連携し、以下の取り組みを実施していくことで、信濃川本川及
び千曲川本川の堤防で被災した区間で越水防止を目指します。
①被害の軽減に向けた治水対策の推進【河川における対策】
②地域が連携した浸水被害軽減対策の推進【流域における対策】
➂減災に向けた更なる取組の推進【ソフト施策】

○令和２年度は、決壊箇所の本格的な災害復旧や、全川での河道掘削等の改良復旧、
ため池等既存施設の有効利用（流域対策）、マイ・タイムラインの普及（ソフト
施策）を進めていきます。

【令和２年度版】

県境

流域界

河川

大臣管理区間

既設ダム(直轄)

堤防決壊箇所（国）

堤防決壊箇所（県）

浸水範囲

凡 例

河道掘削
築堤
排水機場整備

【長野県】

排水機場整備

【長野県】 ■流域における対策
・ため池等既存施設の補強や有効活用
・田んぼダムを活用した雨水貯留機能の確保
・学校グラウンドなどを活用した雨水貯留施設
・排水機場等の整備、耐水化の取組
・防災拠点等

■ソフト施策
・｢まちづくり｣や住まい方の誘導による水害 に強い地域づくりの検討
・高床式住まいの推進
・マイ・タイムラインの普及

・公共交通機関との洪水情報の共有
・住民への情報伝達手段の強化

■河川における対策
全体事業費 約１，７６８億円【国：約１，２２７億円、県：約５４１億円】

災害復旧 約 ５８６億円【国：約 ２１４億円、県：約３７２億円】
改良復旧 約１，１８３億円【国：約１，０１３億円、県：約１６９億円】

事業期間 令和元年度～令和９年度
目 標 【令和６年度まで】

令和元年東日本台風（台風第１９号）洪水における
・千曲川本川の大規模な浸水被害が発生した区間等において越水
等による家屋部の浸水を防止
・信濃川本川の越水等による家屋部の浸水を防止
【令和９年度まで】
令和元年東日本台風（台風第１９号）洪水における
・千曲川本川からの越水等による家屋部の浸水を防止

対策内容 河道掘削、遊水地、堤防整備・強化
※県の改良復旧事業等の新規事業採択により事業費が追加されました。
※四捨五入の関係で合計値が合わない場合がある。
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項 目 内 容

流出抑制対策

・防災調整池
・校庭貯留
・ため池やクリークの治水利用
・水田貯留
・浸透ます、浸透管
・建物内の雨水貯留施設
・住宅等における各戸貯留
・透水性舗装
・一定規模以上の開発行為に対する雨水貯留・浸透施

設の設置義務づけ
・自然地の保全等

土地利用・住まい方の工夫 等

・災害危険区域の指定
・立地適正化計画の見直し

（居住誘導区域への災害リスクの考慮）
・二線堤等の整備や保全
・高台整備
・家屋移転
・宅地嵩上げ、住宅高床化
・電気設備のかさ上げ、止水板の設置 等

流域における対策事例について

（参考）特定都市河川浸水被害対策法
1

maint
テキストボックス
（国）資料3-3③



流出抑制対策

2



③流出抑制対策の展開と強化

流出抑制対策の拡大

ため池の治水活用

防災調整池

公園貯留

自然地の保全

雨水貯留浸透
施設

河川への流出抑制対策の例

透水性舗装

浸透ます

各戸貯留・浸透

水田貯留

宅地造成等によって、雨水が地下に浸透せず、
河川等に一度に流出して浸水被害をもたらす

地下に浸透

【都市化に伴う河川への流出量の増大】

○ 急激な都市化に伴う河川への流出量の増大により治水安全度の低下が著しい都市部の河川流域を対象に、
河川対策、下水道対策に加え、雨水貯留浸透施設の整備などの流出抑制対策等を実施する総合治水対策を
昭和５５年より推進

○ 気候変動による降雨量の増大を考慮すると、都市開発による流出増を抑制するための貯留施設の整備に加
えて、地域の協力によって更なる貯留施設等の整備により、河川への流出を抑制。

出典：気候変動を踏まえた水災害対策検討小委員会 第３回 資料３ P45 より3



総合治水対策における流域貯留事例

○洪水時、一時的に流域内で雨水を貯留できるよう、既存ストックを活用した流出抑制対策を実施。

【出典：兵庫県ウェブサイト
（総合治水対策の取り組み実績
と効果）】

【事例：春日池（ため池：広島県）】

【事例：霧が丘調整池（横浜市）】

【出典：愛知県ウェブサイト
（雨水の貯留・浸透）】

調 整 池

浸 透 ま す・浸 透 管た め 池 水 田

洪水時

平常時

校 庭 貯 留

洪水時の放流状況

土手を整備し、貯留容量を確保
平常時

洪水時

【事例：栄町小学校（札幌市）】

流域対策の取組状況

出典：気候変動を踏まえた水災害対策検討小委員会 第１回 資料３ P18 より4



③流出抑制対策の展開と強化

河川等への流出を抑制する雨水貯留浸透施設整備【農業用施設等の活用】

○ 地方自治体においても、ため池や水田などの既存ストックに貯留機能を付与することで治水対策への活用を
行っている。

ため池

水 田

・ 兵庫県や県内市町は、ため池の事前放流施設の整
備等を実施

・ 奈良県や大和川流域市町村は、ため池の事前放流
施設の整備等を実施

・ 国土交通省は、「流域貯留浸透事業（防災・安全交
付金）」にて地方公共団体が治水容量を確保するた
めの改良等に対して支援

【参 考】
農林水産省は、農業・農村の多面的機能の増進を

図るため、農業者等で構成される組織が、地域共
同で水田等の雨水貯留機能の活用を図る取組を
行う場合、「多面的機能支払交付金」を活用可能と
している。

・ 新潟市は、「田んぼダム利活用促進事業」にて団体
が行う水田貯留施設整備を支援

・ 兵庫県は、水田貯留に関心を持つ集落にせき板を配
布する等の取組を推進

兵庫県での事例

新潟市での事例

田んぼダムます

出典：気候変動を踏まえた水災害対策検討小委員会 第３回 資料３ P55 より5



流域内のクリーク（農業用水路）の活用（事例）

○ 白石平野では、干拓地に広がるクリークの農業用水を事前に放流して、雨を貯留するポケットを確保すること
により、地域の湛水被害軽減。

水位低下対策を未実施
クリークが満水状態で、雨を貯水で
きない！

農業用用排水路

湛水被害軽減
湛水被害

治水効果

農業用用排水路

白石平野平面図
白石平野クリーク（約5,100ｈａ）の

貯留可能量

約５８０万m3
（約２,２００万m3）
※（ ）書きは、圃場（水田・畑）含む

水位低下対策を実施
事前放流により、貯水位を下げ、雨を貯留！

流域対策の取組状況

出典：気候変動を踏まえた水災害対策検討小委員会 第１回 資料３ P26 より6



③流出抑制対策の展開と強化

河川等への流出を抑制する雨水貯留浸透施設整備【企業等における取組】

○ 気候変動による外力の増加に対応するためには、下水道による雨水排水施設等の整備に加え、企業や個人
の取組みを促進し、総合的な浸水対策が重要。

○ 特定地域都市浸水被害対策事業では、公共下水道の排水区域のうち、都市機能が集積し、下水道のみでは
浸水被害への対応が困難な地域において、民間の協力を得つつ、浸水対策を推進するため、地方公共団体が
条例で「浸水被害対策区域」を指定することなどにより、民間事業者等が整備する雨水貯留施設等に要する経
費の一部を、国が直接支援。

官民連携した浸水対策のイメージ 特定地域都市浸水被害対策事業の概要

○ 特定地域都市浸水対策事業は、民間事業者等と連携し
て効率的に浸水対策を図る地域における雨水流出抑制に
資する施設の整備を支援し、都市の浸水安全度の向上をよ
り一層推進することを目的とした事業制度である。

○ 下水道法第25条の２に規定する「浸水被害対策区域」お
よび、都市再生特別措置法に規定する立地適正化計画に
定められた「都市機能誘導区域」において、民間事業者等が
整備する雨水貯留施設等及び下水道管理者が整備する主
要な管渠等を補助対象としている。

○ また、管理協定を締結することで下水道管理者が民間設
置の雨水貯留施設の管理を行うことができる。

出典：気候変動を踏まえた水災害対策検討小委員会 第３回 資料３ P52 より7



○個人住宅等に設置する貯留タンク、雨水浸透ますなどの小規模な施設に対して、地方公共団体が住民等に設
置費用を助成する場合、国が、地方公共団体に対して交付金により支援を実施。

各戸貯留浸透施設（支援対象）のイメージ 取組事例（新潟市）
新潟市では、総合的な雨水対策として雨水流出抑制を地域全体
で拡大するため、宅地内の雨水浸透ます設置の助成を平成12年
度より開始した。
市民から助成を積極的に活用してもらうため、様々な普及啓発活動
の展開に努め市民の理解と協力を得た成果として、平成25年度末
までに、累計で約6万基の雨水浸透ます、雨水貯留槽の設置を行っ
た。
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新潟市の雨水貯留浸透施設の設置件数

③流出抑制対策の展開と強化

河川等への流出を抑制する雨水貯留浸透施設整備【各戸貯留等による浸水対策】

出典：気候変動を踏まえた水災害対策検討小委員会 第３回 資料３ P53 より8



○地方公共団体が実施する河川への雨水の流出を抑制するための雨水貯留浸透施設の整備等を支援す
る事業。

【主な要件】
○一級河川又は二級河川の流域内において、通常の河川改修方式と比較して経済的であるもの
○公共施設等若しくは民間の施設又はその敷地 を500㎥以上の貯留機能若しくはそれと同等の浸透機能又は貯留・浸透機能を持つ構造とする事業
○既設の暫定調整池、池沼又は溜め池で、河川管理者若しくは地方公共団体が公共施設として管理する施設又は民間の施設を改良する事業で、3,000m3
以上の治水容量を確保するため、掘削、浸透機能の付加、堰堤の嵩上げ等の洪水調節能力の向上を図るために行うもの 等

内水浸水

外水氾濫

局地的豪雨の頻発により浸水被害が多発していることを踏ま
え、地方公共団体が主体となり流域対策を実施し総合的な治水
対策を推進。

貯留時の様子

（事例）校庭を活用した流域貯留施設

土手を整備し、貯留容量を確保

（事例）ため池を改良した流域貯留施設

地下貯留施設
(630m3)

（事例） 中学校の敷地を活用した
地下貯留施設

【目的】

局地的豪雨

約15,800m3

約900m3

③流出抑制対策の展開と強化

河川等への流出を抑制する雨水貯留浸透施設整備【雨水貯留浸透施設の整備】

出典：気候変動を踏まえた水災害対策検討小委員会 第３回 資料３ P51 より9



③流出抑制対策の展開と強化

河川等への流出を抑制する雨水貯留浸透施設整備【自治体における取組事例：東京都】

○ 東京都では、東京都豪雨対策基本方針を策定することにより、目標を明確化し、河川・下水道整備、
流域対策、家づくり・まちづくり対策、避難方策の強化を一体とした総合的な治水対策を推進している。

○ このうち、流域対策については、区市の要綱等により開発事業者等に一定規模以上の開発において雨水
貯留浸透施設整備の義務付け等を行うとともに、区市による雨水貯留浸透施設整備を推進している。

＜雨水貯留浸透施設 （左から貯留施設、浸透ます、浸透トレンチ）＞

区市の指導要綱等により定められている対策量以上の対策量（上積

み対策量）を確保する整備に対し、東京都において支援を実施。

【流域対策の促進】
再開発事業も対象

 

区市の指導要綱等により定められている対策量
以上の対策量（上積み対策量）
＝都の補助対象

区市の指導要綱等により定められている対策量
＝都の補助対象外

公共施設における対策量の上積みイメージ各対策の役割分担のイメージ図

① 年超過確率1/20規模の降雨（区部：時間75mm、多摩部：時間

65mm）までは浸水被害を防止すること。

② 目標を超える降雨に対しても、生命の安全を確保すること。

東京都における対策強化流域・地区における長期見通し（おおむね30年後）

【東京豪雨対策基本方針（H26.6月改定）】

② 区市による雨水貯留浸透施設の整備

① 開発事業者等による雨水貯留浸透施設の整備

東京都では、神田川流域などにおいて、流域自治体と共同して

流域別計画を策定し、公共施設や大規模民間開発（おおむね

500m3以上）などを対象として、一定規模（500～950m3/ha）の

雨水貯留浸透施設を設置。

【参 考】

千代田区雨水流出抑制施設設置に関する指導要綱

全ての公共施設及び敷地面積500m2を超える

大規模な民間施設に対し、

対策量 600m3/ha以上（神田川流域）

500m3/ha以上（その他の流域）

（出典：東京都豪雨対策アクションプランＲ２.１月）（出典：東京都豪雨対策基本方針（改定）H26.6月）

（出典：東京都豪雨対策基本方針（改定）H26.6月）

出典：気候変動を踏まえた水災害対策検討小委員会 第３回 資料３ P50 より10



○ 兵庫県では、平成24年4月1日に「総合治水条例」を施行し、条例に基づき、県土を11の「計画地域」に分け、各
計画地域において「地域総合治水推進計画」を策定し、県・市町・県民が連携した総合治水を推進。

○ 条例では、知事が計画地域における流域対策に特に必要と認める貯水施設を、管理者の同意を得て、指定貯
水施設として指定することができることや、耐水機能を備えることが計画地域における減災対策に特に必要と認
める建物等を指定耐水施設として指定できることを規定。

○ また、雨水の流出量が増加する1ha以上の開発行為を行う開発者等に対し、「重要調整池」の設置等を義務化。
○ 条例において、知事は土地利用計画策定者に対し、都市計画法等の法令等による土地利用計画の策定時に

は、河川整備の状況、災害発生リスクの有無、水源涵養の必要性等を考慮するよう求めている。

条例による流域対策の事例（兵庫県総合治水条例）

総合治水条例について
出典：兵庫県総合治水条例パンフレット

指定耐水施設での耐水化対策
（浸水防止壁）の事例

指定貯水施設（ため池）での
事前放流施設整備の事例

（指定貯水施設の管理者の義務について）
○ 指定貯水施設の管理者は知事と協議した上で、適切な措置により、雨水貯留容量を確

保しなければならない。

（指定耐水施設の所有者等の義務について）
○ 指定耐水施設の所有者等は、付加する耐水機能についてあらかじめ知事と協議した上

で、耐水機能を備えるとともに、その耐水機能を維持しなければならない。

【条例に基づく指定貯水施設・指定耐水施設について】

流域対策の取組状況

出典：気候変動を踏まえた水災害対策検討小委員会 第１回 資料３ P35 より11



土地利用・住まい方の工夫
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水災害リスクを低減するための制度や仕組み

○水災害リスクの低減、特に人命を守るために、各種法律において規制や勧告、誘導等の制度が整備されてい
るほか、市町村等が独自で条例に基づき対策を講じている事例も見られる。

○経済的な観点でリスクを低減するためには、水害保険への加入やBCPの作成等の対策が考えられる。

規制 届出・勧告 誘導 助成

内容
• 住居の用に供する建築物の禁止や、

その他建築物の建築に関する制限等
（地盤高・居室の床高さ等）を行う

• 浸水のおそれのある区域等におけ
る建築行為等にあたり、建築主等
が市区町村へ届出を行い、市区町
村長は、必要に応じて勧告を行う
ことができる

• 地区計画において建築物の整備方針
等を定め、建築主等に自主的な対策
を促す。

• 立地適正化計画に基づき、土地利
用・居住の誘導を図る

• 浸水のおそれのある区域等におい
て、宅地嵩上げや住宅高床化、止
水板設置等に要する費用を自治体
が助成する

土砂災害特別警戒区域
（土砂法）
津波災害特別警戒区域
（津波法）

〇 － － －

災害危険区域
（建築基準法）

○
（条例に基づく）

事例：名古屋市、宮崎市、札幌市 等
－ －

• 宮崎市災害危険区域内における住宅改築
等事業補助金

地区計画
（都市計画法）

○
（地区計画等建築基準法条例を定めた
場合に、基準法に基づく規制となる）

○
（地区整備計画に建築物や土地利用に関す
る事項を定めた場合、建築等にあたって市

町村長に対して届出が必要となる）
事例：広島市、米原市 等

○
（地区の整備の目標となる）

事例：彦根市
－

立地適正化計画
（都市再生法）

－
○

（居住誘導区域外での住宅開発等の届
出・勧告）

○
（居住誘導区域への誘導等） －

地域の取組
条例等

・滋賀県流域治水条例
・草津市浸水対策建築条例

• 草津市浸水対策建築条例
• 世田谷区建築物浸水予防対策要綱
• 杉並区地下室の設置における浸水対策
に関する指導要綱

• 新宿区地下室等の設置をする建築物へ
の浸水対策についての指導要綱

－

• 滋賀県水害に強い安全安心なまちづく
り推進事業費補助金

• 東海市住宅浸水対策改修工事等工事費
補助制度

• 品川区防水板設置等工事助成
• 中野区水害予防住宅高床工事助成

出典：気候変動を踏まえた水災害対策検討小委員会 第２回 資料４ P21 より13



○平成17年9月の台風14号で、大淀川下流域において浸水家屋数4,483戸（床上浸水3,697戸、床下浸水786戸）
に達する浸水被害が発生。

○瓜生野川・前溝川地区においては、排水機場整備後も内水浸水リスクが残るエリアについて、宮崎市災害危険
区域に関する条例に基づき、災害危険区域を指定。

○災害危険区域においては、建築物の建築を規制。

大淀川における災害危険区域指定（宮崎県宮崎市）

対象建築物 制限内容

①住宅、共同住宅、寄宿舎、寮等
②「病室」を持つ病院、診療所
③「寝室」を持つ児童福祉施設

・左記建築物の居間、寝室等の「居住室の床
面」は、設定水位より上に設けること。

・建築に際しては、市長認定を要する。

【宮崎市災害危険区域に関する条例における建築制限】

【瓜生野川・前溝川地区災害危険区域】

大淀川

P

前溝川

瓜生野川

瓜生野川
排水機場

大淀川

災害危険区域における
宅地の嵩上げ

流域対策の取組状況

出典：気候変動を踏まえた水災害対策検討小委員会 第１回 資料３ P29 より14



災害危険区域と出水のおそれのある区域（札幌市）

○札幌市では、建築基準法第39条（災害危険区域）と同法第40条を組み合わせて、札幌市建築基準法施行条例
において、リスクに応じて災害危険区域と出水のおそれのある区域を指定している。

札幌市建築基準法施行条例に基づき、
災害危険区域では床面の高さは以下に掲げる数値以上とし、
基礎の高さ及び構造並びに便槽の高さは、以下に掲げるとおり
としなければならない。
なお、出水のおそれのある区域内では、以下の基準を満たすよ
う努めなければならない。

区域 床の高さ 基礎の構造 便槽の高さ

災害危険
区 域

第１種区域 道路面より
1.5m以上 鉄筋コンクリート

造
(基礎の上端は
床面まで30cm
未満)

くみ取り便所は
便槽の上端を
基礎の上端以上
とする。

第２種区域 道路面より
1.0m以上

出水のおそれのある区域 道路面より
0.6m以上

災害危険区域・出水のおそれのある区域

出典：気候変動を踏まえた水災害対策検討小委員会 第２回 資料４ P30 より15



○ 床上浸水被害等の早期解消のため、連続堤での整備ではなく、土地の利用状況を考慮し、一部区域の氾濫を
許容した輪中堤を整備することで、効果的な家屋浸水対策を実施。

○ 長野県中野市古牧地区（千曲川）では、令和元年台風第19号時、輪中堤内の集落は浸水を免れた。

土地利用と一体となった治水対策（輪中堤）

千曲川

：災害危険区域

：河川区域

＜長野県中野市古牧地区（千曲川）輪中堤による家屋浸水被害の解消＞

●中野市災害危険区域に関する条例 抄
（災害危険区域の指定）

第２条 災害危険区域は、出水により災害を被る危険性が高い区域で、市
長が指定した区域とする。

２ 市長は、災害危険区域を指定したときは、その旨を告示しなければなら
ない。
（建築制限）

第３条 前条の規定により指定した区域内において、住居の用に供する建築
物を建築してはならない。ただし、災害危険区域を指定した際、現に存する
住居の用に供する建築物を増築し、又はその一部を改築する場合及び次の
各号に掲げるものについては、この限りでない。
(１) 主要構造物（屋根及び階段を除く。）を鉄筋コンクリート造又はこれに類

する構造とし、別に定める災害危険基準高（以下「基準高」という。）未満を居
室の用に供しないもの
(２) 基礎を鉄筋コンクリート造とし、その上端の高さを基準高以上としたもの
(３) 地盤面の高さを基準高以上としたもの

輪中堤整備後写真

実施箇所

位置図 ●古牧地区での災害危険区域
千曲川の計画高水位（H.W.L）以下の範囲を指定。

輪中堤

A=39.0ha

こまき

ちくま

R1台風19号時洪水状況写真

輪中堤

出典：「 水災害対策とまちづくりの連携のあり方」検討会 第１回 資料３−１ P6 より16



居住誘導区域の設定に災害リスクを考慮した事例（花巻市）

○ 岩手県花巻市では、災害リスク情報を活用し居住誘導区域を設定。
○ 居住誘導区域の設定にあたり、浸水想定区域を居住誘導区域に含めないエリアとした。なお、駅前市街地に

ついては、浸水開始60分後において、一部の市街地に浸水がみられるものの、避難施設との位置関係等、速
やかに避難が可能であると想定し、居住誘導区域に含めている。

○ 豪雨等による浸水等のおそれのある地域では、避難指示・勧告にあたってのソフト対策を充実。

＜居住誘導区域外の区域での対応＞
・居住誘導区域外の区域では、特定開発行為の届出にあわ

せてリスク情報を再周知、必要なアドバイスを検討

＜避難指示・勧告にあたってのソフト対策＞
・豪雨等による浸水等のおそれがある場合は、防災ラジオやエ

リアメール、広報車などによる避難指示・勧告を行う。

防災ラジオ エリアメール

花巻市立地適正化計画より抜粋、一部加工

浸水開始60分後、一部

の市街地に浸水が見ら
れるが、速やかに避難
が可能であると想定さ
れることから、居住誘
導区域に含める。

＜災害リスク情報を活用した居住誘導区域の設定＞
・浸水到達時間は「浸水ナビ」によって把握（約60分）
・避難場所までの距離から避難時間を60分と想定し、避難可能であると判断

流域対策の取組状況

出典：気候変動を踏まえた水災害対策検討小委員会 第１回 資料３ P33 より17



ハザードエリアと市街地エリアの重複がある場合の立地適正化計画の事例②

○浸水想定区域については、全ての浸水想定区域を居住誘導区域から除外している事例や、想定浸水深によって居
住誘導区域から除外している事例がみられる。

用途地域内の一部に浸水想定区域が指定されてお
り、全ての浸水想定区域を居住誘導区域から除外
している事例

想定浸水深２．０ｍ以上の区域を居住誘導区
域から除外している事例

想定浸水深２．０ｍ以上のため、
居住誘導区域から除くエリア

出典：「 水災害対策とまちづくりの連携のあり方」検討会 第１回 資料３−２ P16 より18



治水課・水防企作成中

○ 二線堤は、市町村等が独自に整備しているほか、国としては、総合流域防災事業（洪水氾濫域減災対策事
業）等により支援してきたところであり、引き続き、本事業等により整備を支援していく。

※総合流域防災事業による交付には、氾濫を許容することとする区域において、災害危険区域の指定等必要な措置がなされること等が条件

○ また、既存の二線堤等を保全するために浸水被害軽減地区に指定された土地に対する固定資産税及び
都市計画税の減免措置を令和２年度より実施予定（閣議決定済み）。

⑤被害範囲を減らす二線堤等の整備

浸水エリアを限定するための二線堤等の整備や保全等【令和2年度より税制創設】

○ 輪中堤防等が存する土地等の区域が浸水の拡大を抑制する効
用を有すると認めるときは、これを浸水被害軽減地区として指定。

水防管理者による指定

助言・勧告

○ 届出に係る行為が浸水被害軽減地区の保全の観点から望ま
しくないと水防管理者が認めるときは、必要な助言又は勧告。

形状変更行為の届出

○ 浸水被害軽減地区内の土地の改変、掘削等をしようとする者は、
あらかじめ水防管理者にその旨を届出。

浸水被害軽減地区の指定に係る特例措置の創設（固定資産税・都市計画税）

二線堤の整備事例

＜浸水被害軽減地区の概要＞

浸水被害軽減地区の指定を受
けた土地の所有者に対し、当該
土地にかかる固定資産税及び
都市計画税を減免。

＜固定資産税等の減免制度を創設
＞

岐阜県輪之内町（福束輪中）

本堤（河川堤防）背後の堤内地に築造される堤防。

二線堤等の盛土構造物を整備又は保全することにより、

本堤が破堤して洪水が氾濫した場合における浸水範囲の抑制に有効。

二線堤

本堤（河川堤防）二線堤とは

肱川水系肱川・矢落川（愛媛県大洲市）
・上下流バランスの観点から暫定堤防となっている東大洲地区において、
大洲市が二線堤（市道）を整備。国は、氾濫水を排水する樋門を整備。

・本堤と二線堤の中で約60万m3を貯留し、二線堤から市街地側への
越水を遅らせることで、家屋の浸水被害を軽減。

湛水範囲

暫定堤防

二線堤

古川排水樋門

出典：気候変動を踏まえた水災害対策検討小委員会 第３回 資料３ P66 より19



約０．６m水位低下

整備前 整備後
○主な浸水被害の実績表

平成9年台風19号 家田地区年月日 要因 流量
(ｍ3/s)

浸水面
積(ha)

家屋等被
害（戸）

H9.9 台風19号 約5,000 368 648

H16.10 台風23号 約4,900 350 198

H28.9 台風16号 約4,300 約340 24

平成２８年度の数値は速報値のため、今後の調査で修正となることがあります。

土地利用一体型水防災事業の内容

宅地嵩上げにより
家屋浸水低減効果

※観測地点は、H9,H16：熊田観測所、H28：長井観測所。

激特事業（H9
～H16）による
水位低減効果

水防災事業
（H16～）によ
る宅地嵩上効果

大峡地区
6→0→0戸

浸水家屋等数の比較（Ｈ９→Ｈ１６→Ｈ２８）

事業区間 Ｌ＝１１．７ｋｍ直轄区間

差木野地区
24→4→1戸

須佐地区
19→0→0戸

俵野地区
96→20→0戸

川坂地区
84→22→2戸

家田地区
85→71→5戸

本村地区
102→25→0戸

飛石地区
90→26→0戸

北川

五ヶ瀬川

凡 例
浸水範囲は、Ｈ９実績
● は、霞堤開口部

国道10号 延岡道路

浸水面積

H9 H16 H28

368 350 約340

家屋等被害

H9 H16 H28

７０％減！

９６％減！

家屋等被害
大幅減！

648

198

24

平成２８年台風1６号 家田地区平成28年台風16号 家田地区

霞堤部

宅地嵩上げ箇所は
家屋浸水は今回無し！

平成28年台風16号 俵野地区

○上下流バランスの観点から早期の治水対策が困難な地域においては、早期の安全度の向上を図るため、一部区域の氾濫を許
容することを前提とし、輪中堤の整備、宅地嵩上げ等によるハード整備と土地利用規制等によるソフト対策を組み合わせた水防

災対策を実施。
○北川では、台風１６号により浸水被害が発生するも、河道掘削・宅地嵩上などの事業効果により家屋浸水被害が大幅に低減。

熊田地区（曽立
地区を含む）

142→30→16戸

霞堤からの流水により浸水しているが宅地嵩上げ
により家屋浸水は大幅に低減！
宅地嵩上した家屋は浸水ゼロ！！
霞堤からの流入による浸水は１日で解消！！

土地利用と一体となった治水対策（霞堤、水防災事業）
治水対策の取組状況

出典：気候変動を踏まえた水災害対策検討小委員会 第１回 資料３ P19 より20



災害ハザードエリアから都市機能誘導区域への移転促進
（都市構造再編集中支援事業）

○「立地適正化計画」に基づき、市町村や民間事業者等が行う一定期間内（概ね５年）の医療、社会福祉、子育て

支援等の都市機能や居住環境の向上に資する公共公益施設の誘導・整備、防災力強化の取組等に対して総

合的・集中的な支援を行い、各都市が持続可能で強靱な都市構造へ再編を図ることを目的とする事業。

○都市再生整備計画の区域が立地適正化計画の
「都市機能誘導区域内」及び「居住誘導区域内」に
定められている地区等

施行地区

【基幹事業】
道路、公園、河川、下水道、地域生活基盤施設（緑地、広場、地域防災施設等）、高質空間形成施設（歩行支援施設等）、

高次都市施設、都市機能誘導区域内の誘導施設（医療、社会福祉、教育文化、子育て支援施設）※、土地区画整理事業 等

＜市町村、市町村都市再生協議会＞
○市町村が作成する都市の再生に必要な公共公益施設の整備等に関する計画（都市再

生整備計画）に基づき実施される以下の事業

【提案事業】
事業活用調査、まちづくり活動推進事業（社会実験等）、地域創造支援事業（市町村の提案に基づくソフト事業・ハード事業）

－ただし、以下の市町村を除く※1。

・都市計画運用指針に反して居住誘導区域に土砂災害特
別警戒区域等の災害レッドゾーンを含めている市町村

・市街化調整区域で都市計画法第３４条第１１号に基づく条
例の区域を図面、住所等で客観的に明示していない等不
適切な運用を行っている市町村

※1 令和３年度末までに提出される都市再生整備計画に基づく事業は
この限りでない。

居住誘導区域
駅

都市機能誘導区域

公共公益施設の整備
（広場等）

誘導施設の整備（病院等）

防災力強化の取組
（避難所の改修等）

令和２年度創設

事業主体：市町村、市町村都市再生協議会、民間事業者等

国費率 ：１／２（都市機能誘導区域内）※、４５％（都市機能誘導区域外）

＜民間事業者等＞
○都市再生整備計画に位置付けられた都市機能誘導区域内の誘導施設※の整備

対象事業

※都市機能誘導区域の面積の市街化区域等の面積に占める
割合が５０％以上の場合は国費率を４５％に引き下げ。

※誘導施設については、三大都市圏域の政令市・特別区を除く市町村及び当該市町村の民間事業者等を支援対象とする。

－ただし、市町村又は都道府県が事業主体に対して公的不動産等活用支援を行う事業であることを要件とし、事業主体に対する市町村の支援額と
補助基本額（補助対象事業費の２／３）に国費率を乗じて得られた額のいずれか低い額を国の支援額とする。

災害ハザード
エリア移転

○防災対策を位置付けた立地適正化計画に基づく、民間による「災害弱
者施設（病院、老人デイサービスセンター、乳幼児一時預かり施設等）」
の災害ハザードエリアから都市機能誘導区域への移転を促進するため、
当該事業の誘導整備にかかる補助対象事業費を1.2倍にかさ上げ。

【災害ハザードエリアから都市機能誘導区域への移転促進】

現 行

国

民間

民間

1/3

1/3

1/3

補
助
対
象
事
業
費

拡 充

民間

民間

2/5

2/5国

1/5

4/5

かさ上げ分
補
助
対
象
事
業
費
を

倍
に
か
さ
上
げ

1/3
1/5

2/3
補
助
基
本
額

補
助
基
本
額

2/3

1/3

1.2

＜補助対象事業費かさ上げのイメージ（民間直接補助の場合）＞

※赤字については、令和２年度の拡充事項

出典：「 水災害対策とまちづくりの連携のあり方」検討会 第１回 資料３−２ P25 より21



防災集団移転促進事業

【事業の要件】

市町村は、移転促進区域の設定、住宅団地の整備、移転者に対する助成
等について、集団移転促進事業計画を定める。

住民の生命等を災害から保護するため、住民の居住に適当でないと認められる区域内にある住居の集団的移転を促進することを目的と
して、地方公共団体が行う住宅団地の整備等に対し事業費の一部を補助。

近年､激甚化・頻発化する自然災害に対応するため、堤防整備等のハード整備のみならず、災害ハザードエリアからの事前の移転も重要
一方で、人口減少に伴う集落の小規模化や、事前移転のための合意形成の困難さ等の課題
集団移転に対して、より小規模な移転を対象とすることにより、事業を使いやすくし、災害が発生する前の集団移転を促進

国庫補助の対象となる経費 （補助率３／４）

① 住宅団地の用地取得及び造成に要する費用

（当該取得及び造成後に譲渡する場合を除く）

② 移転者の住宅建設・土地購入に対する補助に要する経費
（借入金の利子相当額）

③ 住宅団地に係る道路、飲用水供給施設、集会施設等の公
共施設の整備に要する費用

④ 移転促進区域内の農地及び宅地の買取に要する費用
（やむを得ない場合を除き、移転促進区域内のすべての住宅の用

に供する土地を買い取る場合に限る）

⑤ 移転者の住居の移転に関連して必要と認められる作業所
等の整備に要する費用

⑥ 移転者の住居の移転経費（引っ越し費用等）に対する補助
に要する経費

⑦ 事業計画等の策定に必要ね経費 （補助率１／２）

移転促進区域の設定
自然災害が発生した地域又は災害のおそれのある災害危険区域
※事業区域を建築基準法第39条の災害危険区域として建築禁止である旨

を条例で定めることが必要

住宅団地の規模
10戸以上（かつ移転しようとする住居の数の半数以上）であることが必要
ただし、浸水想定区域・土砂/津波/火山災害計画区域（地域）であって、堤

防等の治水施設整備が不十分な場合は、５戸以上（事前移転の促進）

移転促進区域

住宅団地
集団移転

②移転者の住宅建設･土地購入に対する補助

⑥移転者の住居の移転に
対する補助

④移転促進区域内の農地及び
宅地の買取

①住宅団地の用地取得造成

③,⑤公共施設等(道路､公園､集会所､
共同作業所等)の整備

防災集団移転促進事業の効果事例（青森県黒石市）
○ S50.8：集中豪雨により川沿い

の集落が被災
○ 被災を契機に、近隣の高台に集団

移転（27戸が移転）
○ S52.8：集中豪雨により再び氾濫

従前地は浸水したものの、移転団
地は被害なし

集団移転により浸水被害を防止

背景・目的

※赤字については、令和２年度の拡充事項

出典：「 水災害対策とまちづくりの連携のあり方」検討会 第１回 資料３−２ P26 より22



立地適正化計画に跡地等管理区域として位置付けられ
た区域等における建築物跡地等の適正管理を支援
- 跡地等の適正管理に係る方策を検討するための調査
- 跡地等管理協定を締結した建築物跡地等の管理

のための 専門家派遣及び管理上必要な敷地整備

○ 防災対策を位置付けた立地適正化計画に基づく、居住誘導区域外の災害ハザードエリアから、居住誘導区域内への
居住機能の移転促進に向けた調査への支援を追加。

対象計画：①立地適正化計画
②ＰＲＥ活用計画
③広域的な立地適正化の方針
④低炭素まちづくり計画

■ 計画策定の支援

専門家の派遣等を通じて以下の取組を支援
-計画策定に向けた合意形成
-計画に基づく各種施策の推進のための合意形成

■ コーディネート支援

■建築物跡地等の適正管理支援

誘導施設等の跡地の除却処分・緑地等整備の支援
- 医療施設、社会福祉施設等（延床面積1,000㎡、500㎡以上※ ）
- 商業施設（上記と一体的に立地するもの）

※人口10万人未満かつ人口減少率が20％以上の都市のみ

コンパクトシティ形成支援事業の概要補助対象者(直接補助:1/2、上限550万円まで定額※)

地方公共団体（①～④）
市町村都市再生協議会（①のみ）
ＰＲＥ活用協議会（②のみ）
鉄道沿線まちづくり協議会（③のみ）

※人口10万人未満かつ人口減少率が20％以上の都市のみ

■ 誘導施設等の移転促進の支援

補助対象者(直接補助:1/2)

地方公共団体
民間事業者等

補助対象者(間接補助:1/3)

民間事業者等

補助対象者(直接補助:1/2)

地方公共団体
民間事業者等

補助対象者(間接補助:1/3)

民間事業者等

補助対象者(直接補助:1/2)

地方公共団体
民間事業者等

補助対象者(間接補助:1/3)

民間事業者等

コンパクトシティ形成支援事業（集約都市形成支援事業）

防災対策を位置付けた立地適正化計画に基づく居住誘導
区域外の災害ハザードエリアから、居住誘導区域内への
居住機能の移転促進に向けた調査を支援

■ 居住機能の移転促進に向けた調査支援 補助対象者(直接補助:1/2※)

地方公共団体
※上限500万円

R2拡充

（調査内容の具体例）
○ 集落における移転の意向
○ 望まれる移転先の場所
○ 集落に住む居住者の属性、親族関係、及び親族の意向
○ 移転先に望まれる施設や機能
○ 移転に必要な費用の算定希望額
○ 移転後の跡地の処理方法
○ 必要な相談体制
○ 移転先における居住体験と評価
○ 移転計画のモデル的な実施

※赤字については、令和２年度の拡充事項

出典：「 水災害対策とまちづくりの連携のあり方」検討会 第１回 資料３−２ P27 より23



令和元年10月の台風19号の発生等に伴い、洪水等による災害が多発したことを踏まえ、災害に対し脆弱な地
域等において、浸水対策を総合的に実施（止水板の設置、非常用発電設備の設置、雨水貯留槽の設置、一
時避難施設等の設置 等）し、マンション等の浸水被害の防止に資する市街地再開発事業等を推進し、都市の
防災対策を推進する。

防災性能向上等の緊急的な政策課題に
対応した、質の高い施設建築物を整備する
市街地再開発事業等の緊急的な促進
R２拡充事項として、「雨水貯留浸透施設
の整備」を選択要件（防災対策）に追加

浸水想定区域を含む地区において、市街地
再開発事業で整備する公共施設建築物に
おいて、浸水対策を推進

市街地再開発事業（交付金） 防災・省エネまちづくり緊急促進事業（補助金）

○大船駅北第二地区（神奈川県横浜市）

横浜市栄区 洪水ハザードマップ

大船駅北第二地区

砂押川
柏
尾
川

雨水貯留浸透施設のイメージ

非常用発電設備のイメージ

止水板のイメージ 江戸川氾濫時 浸水マップ

○南小岩六丁目地区（東京都江戸川区）

南小岩六丁目地区

防災性能の向上等に対応した市街地再開発事業等の促進

整備イメージ

※赤字については、令和２年度の拡充事項

出典：「 水災害対策とまちづくりの連携のあり方」検討会 第１回 資料３−２ P28 より24



○居住誘導区域内の浸水被害の防止・低減を図るため、都市再生区画整理事業を拡充し、立地適
正化計画に位置づけた防災対策として実施する土地区画整理事業について、一定の要件を満たす
場合に、土地の嵩上げ費用を補助限度額の算定項目に追加。

土地区画整理事業による土地の嵩上げに対する支援

【土地の嵩上げによる浸水対策のイメージ】

居住誘導区域内の浸水想定区域で土地区画整理事業を実施

区画整理事業にあわせて土地の嵩上げをすることにより、地区内の浸水被害を軽減

※赤字については、令和２年度の拡充事項

土地の嵩上げ

出典：「 水災害対策とまちづくりの連携のあり方」検討会 第１回 資料３−２ P29 より25



○ 滋賀県は、「滋賀県流域治水の推進に関する条例」を定め、浸水危険性の高い地域について土地利用規制や
建築行為の許可制を講じている。

○ また、洪水予報河川や水位周知河川のほか、県下の主要な一級河川・普通河川・水路等の様々な規模の降
雨による氾濫などを想定した水害リスク情報を、「地先の安全度マップ」として公表し、土地利用や住まい方、
避難行動につなげるための基礎資料として活用。

条例による流域対策の事例（滋賀県流域治水の推進に関する条例）

① 居室の床面または避難上有効

な屋上の高さが想定水位以上
である。

② 想定水位下の主要構造部が鉄

筋コンクリート造または鉄骨造
である or 当該建築物の地盤面
と想定水位との高低差が3メー
トル未満である。

③ 浸水が生じた場合に確実に避難できる

要件（広さ、距離、経路、管理状況等）
を満たす避難場所が付近にある。

避難場所

地盤面

想定水位

大津市の表示例：最大浸水深図（1/200）

対象河川等
県下の主要な一級河川（約240 河川）に加え、主要な
普通河川、雨水渠および農業用排水路
⇒河川からの氾濫だけではなく、内水氾濫も考慮

設定外力（降
雨）

「比較的頻繁に想定される大雨(1/10)」から「計画規
模を超える（一級河川整備の将来目標を超える）降
雨規模（1/100, 1/200）」を想定
・降雨規模： 1/10, 1/100, 1/200

表示情報

・被害発生確率（床上浸水(浸水深0.5m以上)、家屋水
没(浸水深3m 以上)、流体力2.5m3/s2 以上）
・最大浸水深
・流体力(=浸水深×氾濫水の平均流速の2 乗)

知事は、200 年確率の降雨が生じた場合に、想定浸水深がおおむね３
メートルを超える土地の区域を浸水警戒区域を指定することができ、区域
内での住居等の建築に際しては知事の許可が必要となる（以下の①～③
を確認）。

10年確率降雨時における浸水深が50㎝以上となる土地の区域では、盛
土などにより一定の対策が講じられなければ、原則として市街化区域に
編入しないことを規定。

浸水警戒区域における建築物の建築の制限（条例第14条）

浸水警戒区域における建築物の建築の制限（条例第24条） 地先の安全度マップの公表

流域対策の取組状況

出典：気候変動を踏まえた水災害対策検討小委員会 第１回 資料３ P36 より26



滋賀県：水害に強い安全安心なまちづくり推進事業費補助金

助成対象住宅

補助対象工事

補助対象経費

補助対象区域および補助対象建築物

条例第13条に基づき、浸水警戒区域に指定された時点で区域内に現存する建築物のうち、第15条第1項第1号（想定水位以
上に１以上の居室を有する住宅等）および2号（同一敷地内の別棟が想定水位以上に１以上の居室を有する場合等）を満たさ
ない既存不適格住宅から適格住宅に改善する（耐水化）経費に対して支援する。

事業主体・実施主体
○ 事業主体：市町（補助金は市町を経由）
○ 実施主体：建築主（所有者または世帯主）

○ 工事費、解体除却費、測量調査費
条例第13 条第2 項に定める想定水位以上に居室の床面等が確保されるよう行われる盛土工事や擁壁工事による嵩上げおよび

それに関連する地盤改良、測量調査、避難空間の確保等の費用。また、増改築を伴わず嵩上げのみの場合は、曳家工事を含める
ことが出来る。なお、補助対象となる嵩上げ高は、想定水位高と嵩上げ地盤面との差を2ｍ99cm とするのに必要な高さとする。

１戸当たりの嵩上げ等にかかる対象工事費の1/2 とする。ただし、補助金額は以下の算定により決定する。
（補助率 県：1/2 市または補助対象者：1/2）

補助金額については、実施主体が行う工事費（建築主の見積もり額）×1/2、県が算定する標準工事費×1/2、補助上限額400
万円のいずれか安価な額を採用する。

出典：気候変動を踏まえた水災害対策検討小委員会 第２回 資料４ P44 より27



水害予防住宅高床工事助成制度（中野区）

背景 都市化に伴う河川の氾濫被害が増加したことから、東京都と共同して、1982 年に高床助成を開始。
その後、助成件数の減少に伴い、高床助成は一旦廃止された。しかし、2005 年 9 月の集中豪雨に
より、神田川水系の妙正寺川、善福寺川等の流域で生じた浸水被害を受けて、中野区は 2005 年
に高床助成を再開した。

補助対象 【助成対象地域】
浸水実績がある地域で、河川整備の進捗状況から現在も浸水するおそれの高い地域。

【助成対象となる高床化工事基準】
1．高床の高さは、敷地面から床面まで0.75メートル以上とする。
2．床下空間は、0.5メートル以上確保する。
3．新築の場合の高床構造はスラブ型式とする。
4．床下部分は、コンクリート構造などの浸水に耐える構造かつ通水が容易であること。
5．高床の基礎構造部に設ける通水口は、幅50センチ

メートル以上、高さ25センチメートル以上とする。
6．通水口の開口部は、外周基礎にかかる開口部総延

長が、外周基礎延長の10パーセント以上とする。
7．床下部分の通水口は、2または3方向以上確保すること。
8．建築基準法その他関係法令に適合するものであること

補助内容 【補助額】
住宅などの高床化工事にかかわる高床部分の床面積に、標準工事費単価を乗じた額の2分の
1（千円未満は切り捨て）とし、200万円を限度とする。

出典：気候変動を踏まえた水災害対策検討小委員会 第２回 資料４ P81 より28



○氾濫水を早期に排除するための排水門の整備や排水機場等の耐水化等を推進

排水機場の耐水化

止水板の設置電源設備等の嵩上げ

排水ポンプ車による緊急排水

迅速な氾濫水排除のための
排水門の整備

氾濫

29

⑤被害範囲を減らす二線堤等の整備

浸水エリアを氾濫拡大の抑制と氾濫水の排除等

出典：気候変動を踏まえた水災害対策検討小委員会 第３回 資料３ P67 より29



・潤和会記念病院（宮崎県宮崎市）は、平成17年台風14号により病院が浸水。MRIやCTスキャンなどの医療機器や、非常用発電機、受電設備等の電
気設備が破損

・近隣避難者も含め約1,000名（うち患者約500名、職員約400名）が孤立し、水、食料、一部の薬品が不足。

・災害を契機に、MRI、CTスキャン、電気設備、配電盤等の上階への移設、止水板の設置、備蓄品の増量などの対策を行うとともに、水害対策マニュ
アルを作成し、止水板の設置や新たに購入したボートの取扱いの訓練を実施

止水板のための角落としの設置
北館正面玄関 別棟への連絡通路 北側１階の窓 非常階段

非常用発電機や配電盤を高所へ移動

発電機(新)

発電機(旧)

浸水深ライン

発電機(新)

燃料タンク(新)

配電盤

出典）ヒアリングより

受電設備(新)

受電設備(旧)

防災関係機関、公益事業者等の業務継続計画策定等

【出典：中央防災会議「大規模水害対策に関する専門調査会報告」（平成22年4月）より作成】

○防災関係機関等が、応急活動、復旧・復興活動等を継続できるよう、市役所等の庁舎や消防署、
警察署、病院等の重要施設の浸水リスクが低い場所への立地を促進するための方策や、浸水防
止対策の実施、バックアップ機能の確保等の業務継続計画の策定を促進するための方策を検討

出典：「水災害分野における気候変動適応策のあり方について～災害リスク情報と危機感を共有し、減災に取り組む社会へ～答申」参考資料 P.73より30



（参考）特定都市河川浸水被害対策法

31



③流出抑制対策の展開と強化

特定都市河川浸水被害対策法の概要

○ 都市部を流れる河川の流域において、著しい浸水被害が発生し、又はそのおそれがあり、浸水被害の防止が
市街化の進展により困難な地域について、特定都市河川及び特定都市河川流域として指定し、流域水害対策
計画の策定、河川管理者による雨水貯留浸透施設の整備、雨水の流出を抑制するための規制、都市洪水想
定区域の指定等、浸水被害の防止のための対策の推進を図る。

出典：気候変動を踏まえた水災害対策検討小委員会 第３回 資料３ P46 より32



流域からの流出を増加させる行為

○ 平成１６年には「特定都市河川浸水被害対策法」が施行され、特に都市化の著しい流域（特定都市河川流
域）において、流出を増加させる行為に対する雨水貯留浸透施設設置の義務付け等の対策が行われている。

特定都市河川浸水被害対策法においては、雨水浸透阻害行為（土地からの流出雨水量を増加させるおそれ
がある行為として特定都市河川浸水被害対策法で規定されている行為）として、下記の４つの行為が規定さ
れており、1,000㎡以上の開発行為を行う者に対し、雨水貯留浸透施設設置の義務付け等がなされている。

1.宅地等にするために行う土地の形質の変更
2.土地の舗装
3.排水施設を伴うゴルフ場、運動場等の設置
4.ローラー等により土地を締め固める行為

③流出抑制対策の展開と強化

河川等への流出を抑制する雨水貯留浸透施設整備

雨水貯留浸透施設の事例 【横浜市内】

地下貯留施設内部

出典：気候変動を踏まえた水災害対策検討小委員会 第３回 資料３ P49 より33



緊急速報メールによる切迫性の伝達

（有識者等からの意見）
・他の緊急速報メールと比べ文章が長い（文字が多いと読まない）
・直接的な情報を有していない文は不要
・発信者は最後、重要な情報から先にすべき

・状況が伝わらない、“氾濫危険水位”の意味もわからない人も多いと
思われる
・自治体が配信する避難勧告のメールとの違いを明確にすべき

レベル４相当 氾濫危険情報 レベル５相当 氾濫発生情報

改善案メール例

氾濫のおそれ

警戒レベル４相当

○○川で氾濫のおそれ

○○（○○市○○）付近で河
川の水位が上昇、氾濫が発生
する危険があります

自治体からの情報を確認し、
安全確保を図るなど速やかに
適切な防災行動をとってくださ
い。今後、氾濫が発生すると、
避難が困難になります

（国土交通省）

氾濫発生

警戒レベル５相当

○○川で氾濫が発生

○○市○○地先（○○側）で
堤防が壊れ、河川の水が住宅
地などに押し寄せています

命を守るための適切な防災行
動をとってください

（国土交通省）

○ 令和元年度より緊急速報メールの配信文章について統一化を図ったが、メール文が長く、重要な情報がわかりづらいなど、
緊急速報メールが住民の避難行動に十分に活用されていない可能性があった

課題

○ 情報を絞り込み、重要な情報を文頭に記載するなど、短い文章で危機感が的確に伝わるよう文章を見直し

改善策

河川氾濫発生
警戒レベル５相当

こちらは国土交通省関東地方整備局です

内容：越辺川の東松山市正代地先、川越市
平塚新田地先で堤防が壊れ、河川の水が溢
れ出ています

行動要請：防災無線、テレビ等で自治体の
情報を確認し、命を守るための適切な防災
行動をとってください

本通知は、浸水のおそれのある市町村に配
信しており、対象地域周辺でも受信する場
合があります
（国土交通省）

改善イメージ

文章を簡潔にするとともに、重要な情報から順に記載

1

maint
テキストボックス
（国）資料３－４



■久慈川

基準観測所 水位状況 今後の見込み

富岡
（常陸大宮市）

氾濫危険水位超過
（レベル４相当）

水位上昇中

榊橋
（日立市）

避難判断水位超過
（レベル３相当）

水位上昇中。氾濫危険水位
到達見込み

国土交通省　常陸河川国道事務所　気象庁　水戸地方気象台

富岡観測所(常陸大宮市)では、当分の間、氾濫危険水位を超える水位が続く見込みであり、
氾濫のおそれあり。

榊橋観測所（日立市）では、避難判断水位を超過しており、今後、氾濫危険水位に到達する
見込み。

「大雨は峠を越えたが、洪水はこれから」

（氾濫危険：警戒レベル４相当）

大雨特別警報の解除後の氾濫に対する注意喚起

○ 大雨特別警報の「解除」を安心情報と捉えた住民が自宅に戻った後に、上流部で降った雨が下流部に流下し、時間が
たってから氾濫が発生。大雨の後に時間差で発生する氾濫への注意喚起が必要

課題

○ 大雨特別警報解除後の氾濫への警戒を促すため、大雨特別警報の解除を警報への切替と表現するとともに、警報へ
の切替に合わせて、今後の水位上昇の見込みなどの「河川氾濫に関する情報」を発表

○ メディア等を通じた住民への適切な注意喚起を図るため、予め本省庁等の合同記者会見等による周知を図るとともに、
ＳＮＳや気象情報、ホットライン、ＪＥＴTによる解説等、あらゆる手段で注意喚起を実施

○ 「引き続き、避難が必要とされる警戒レベル４相当が継続。なお、特別警報は警報に切り替え」と伝えるなど、どの警戒
レベルに相当する状況か分かりやすく解説

改善策

メディア等を通じて住民へ適切に注意喚起
メディア等を通じた住民への適切な注意喚起を図るため、予め本省庁等の
合同記者会見等による周知を図るとともに、SNSや気象情報等あらゆる手
段で注意喚起を実施

今後の水位上昇の見込みなどの「河川氾濫に関する情報」を発表し、
引き続き警戒が必要であること、大河川においてはこれから危険が高ま
ることを注意喚起

大雨特別警報の切替に合わせて「河川氾濫に関する情報」を発表

「大雨は峠を越えたが、河川は氾濫のおそれ」
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新型コロナウイルス感染症対応下での避難所運用のポイント

本資料は、各都道府県・保健所設置市・特別区防災担当主管部(局)長、衛生主管部(局)長宛の事務連絡・通知文書を要約したものです。
① 「避難所における新型コロナウイルス感染症への対応について」（令和2年4月1日付け府政防第779号他）
② 「避難所における新型コロナウイルス感染症への更なる対応について」（令和2年4月7日付け事務連絡）
③ 「新型コロナウイルス感染症対策としての災害時の避難所としてのホテル･旅館等の活用に向けた準備について」（令和2年4月28日付け事務連絡）

２．新型コロナウイルス罹患者・罹患が疑われる者への対応

３．避難所の衛生環境の維持

指定避難所に加え
知人宅や宿泊施設も対象に

検温 距離をとる 動線分離・隔離

居住スペースに加え、
トイレ等も極力分離する

物品の清拭 避難所の清掃 手洗い・うがい 自宅で実施している
対策を避難所でも徹底

新たな避難所
の確保検討

宿泊施設の
確保支援

市町村

県

受入可能施設
リストの作成、
自治体へ提供

宿泊団体等

知人宅

２m

マスクの着用 換気の徹底

各機関の
果たす役割

１．避難場所の更なる拡充
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避難の考え方（新型コロナウイルス感染症） （案）

１.災害が想定される地域では
ためらわず避難行動を

・浸水が想定される地域

３.避難場所での
感染症対策の徹底

HOTEL

自宅 親戚､
友人の家

※頑丈な建物の高い階や
浸水が想定されない地域等

換気

背中
合わせ

２ｍ以上の
距離を保つ

･段ボール等
で間仕切り

･発熱等の
症状がある
人のための専用スペース

手洗い・消毒の徹底
定期的な検温・症状チェック

✔持ち物に追加

マスク

体温計 石鹸･
消毒液

※避難行動・避難生活に必要な物(食料(最低３日分)・衛生用品等)は、自助として各自で準備しましょう。

・土砂災害が想定される区域

←浸水が
想定される地域

←土砂災害が
想定される区域

●●水系減災対策協議会

３密を避ける
（密閉・密接・密集）

事前にハザードマップ等を確認

２.命を守るための緊急的な
避難場所も選択肢に

市町村の
指定緊急
避難場所 宿泊施設等

参考) 内閣府政策統括官(防災担当)､消防庁､厚生労働省「避難所における新型コロナウイルス感染症への更なる対応について」令和2年4月7日、
避難所・避難生活学会「COVID-19 禍での水害時避難所設置について」令和2年4月15日2



市町村による避難の準備（新型コロナウイルス感染症） （案）

１.災害が想定される地域では
ためらわず避難行動を

HOTEL

自宅 親戚､
友人の家

※頑丈な建物の高い階や
浸水が想定されない地域等

※避難行動・避難生活に必要な物(食料(最低３日分)・衛生用品等)は、
自助として各自で準備する旨の周知。※1

●●水系減災対策協議会

２.命を守るための緊急的な避難場所も選択肢に

市町村の
指定緊急
避難場所等

宿泊施設等

参考) ※1:人と防災未来センター「避難所開設での感染を防ぐための事前準備チェックリストVer.2－手引き版－」'20,04,30、※2:内閣府政策統括官(防災担当)等「避難所における新型コロナウイルス感染症への対応
について」'20,04,01、※3:新型コロナ感染症と災害避難研究会「新型コロナウイルス感染症流行時の災害と避難環境を考える手引き(地方自治体編)」'20,05,14、※4:内閣府政策統括官(防災担当)等「避難所におけ
る新型コロナウイルス感染症への更なる対応について」'20,04,07、※5:内閣府政策統括官(防災担当)等「「避難の理解力向上キャンペーン」の実施等について(通知)」'20,04,21、※6:内閣府政策統括官(防災担当)
等「新型コロナウイルス感染症対策としての災害時の避難所としてのホテル・旅館等の活用に向けた準備について」'20,04,28、※7:避難所・避難生活学会「COVID-19 禍での水害時避難所設置について」'20,04,15

感染拡大を恐れ、
避難を躊躇することのないよう

まずは避難最優先を周知※1

避難所等の過密状態の防止 ・ 避難者の充分なスペースの確保※4,7

情報伝達の改善※2,3,5

・伝達内容の変更。

(災害時だけでなく、平常時から伝達)
(新型コロナウイルスを
踏まえた準備をしている旨等)

〇避難所等への避難者を減らす。

・頑丈な建物の高い階等、
安全な場所から避難場所に
行く必要はない旨の周知。※5

(避難とは[難]を[避]けること)

・安全な親戚・友人の家等も
避難先となり得ることの周知。※5

災害から命を守る

〇多くの避難所等の開設・周知。※2,4

・予め指定している
指定避難所以外の避難所等の開設。

・ホテル・旅館等の活用。※6

(宿泊団体等と連携可能）
(軽症者・無症状者の宿泊療養のための
宿泊施設等の確保に支障を来さないよう、
県の保険福祉部局と連携・調整が必要)

・ハザードマップ
・避難行動判定フロー の周知
・避難情報のポイント

【災害リスク】
浸水想定区域

【行動】
避難の場所･
タイミング

避難所等での感染拡大を防ぐ

地域の災害リスク・
災害時にとるべき行動を

理解してもらう※5
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〇十分なスペースの確保※1,3,4,7：

・レイアウトの検討。
(簡易ベッド・パーティション・
ビニールシート等の活用)

〇発熱等の症状がある・出た者を
一般の避難者と分ける※3,4：

・専用スペース
(できれば個室。間仕切りでも可)

・専用トイレ
・専用スペース等のゾーン・動線を
分ける。 等

※施設管理者と事前調整が必要。

〇入館時等※1,3,4,8：

・掲示板等で運用ルールの周知
・消毒液を複数個所に設置。

(入館時の消毒の徹底)

・健康状態の確認・把握。
(検温等を到着時・定期的に)

・土足と内履きのエリア分け。等

〇屋内※1,3,4,7：

・十分な換気。
・衛生環境の確保

(家庭用洗剤による清掃等)

・ゴミの出し方。 等

〇発症した場合の対応※1,4,8：

・医療機関との連絡体制の確保。
・関係部局との連携で事前の検討。等

〇設営関係※1,3,7：
・間仕切り

(パーティション)

・段ボールベッド
・ビニールシート
・仮設トイレ 等

市町村による避難の準備（新型コロナウイルス感染症） （案）

３.避難場所での感染症対策の徹底

※避難行動・避難生活に必要な物(食料(最低３日分)・衛生用品等)は、自助として各自で準備する旨の周知。※1

●●水系減災対策協議会

避難所等での感染拡大を防ぐ

資器材の準備設営面 運営面

〇衛生用品等の備蓄※1：

・使い捨て手袋
・目の防護具(ゴーグル等)

・防護服(長袖ガウン・
ビニールのレインコート)

・ペーパータオル
・ゴミ袋 等

マスク 体温計

石鹸･
消毒液

〇マニュアル等※1,3：
・設営、運営マニュアルの作成
・担当職員等への事前教育 等

参考) ※1:人と防災未来センター「避難所開設での感染を防ぐための事前準備チェックリストVer.2－手引き版－」'20,04,30、※2:内閣府政策統括官(防災担当)等「避難所における新型コロナウイルス感染症への対応
について」'20,04,01、※3:新型コロナ感染症と災害避難研究会「新型コロナウイルス感染症流行時の災害と避難環境を考える手引き(地方自治体編)」'20,05,14、※4:内閣府政策統括官(防災担当)等「避難所におけ
る新型コロナウイルス感染症への更なる対応について」'20,04,07、※5:内閣府政策統括官(防災担当)等「「避難の理解力向上キャンペーン」の実施等について(通知)」'20,04,21、※6:内閣府政策統括官(防災担当)
等「新型コロナウイルス感染症対策としての災害時の避難所としてのホテル・旅館等の活用に向けた準備について」'20,04,28、※7:避難所・避難生活学会「COVID-19 禍での水害時避難所設置について」'20,04,15
※8:九州災害情報報道研究会「避難所における新型コロナウイルス対策マニュアル(案)」'20,04,10
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避難訓練にあわせて実施する防災教育の取り組み支援として、
・「避難行動判定フロー※1 」、「避難情報のポイント※2」を使用して説明
・防災の専門家として講師派遣等の支援が可能であることを各校に周知

「自らの命は自らが守る」意識を醸成するために、
「ハザードマップ」、「避難行動判定フロー※1 」、「避難情報のポイント※2」の
3点セットを各戸に配布又は回覧

※1「避難行動判定フロー」 とは？
ハザードマップとあわせて確認することにより、居住する地域の災害リスクや住宅の条件等を考慮したうえでとるべき避難行動や適切な避難先を判断でき
るようにしたフローである。
※2「避難情報のポイント」 とは？
「避難」の意味や適切な避難先、警戒レベル、警戒レベル相当情報、避難の呼びかけ等をわかりやすく簡潔に解説したものである。

「避難の理解力向上キャンペーン」の主なポイント

１．「自らの命は自らが守る」意識の醸成

２．小中学校における防災教育の支援

高齢者や障害者が自宅の災害リスクを把握するために、
・民生委員が「避難行動判定フロー※1 」、「避難情報のポイント※2」を使用して
一緒に自宅の災害リスクを確認する等福祉関係者との連携を強化
・防災の専門家として講師派遣等の支援が可能であることを関係者に周知

３．高齢者や障害者の避難の理解力向上

本資料は、各都道府県消防防災主幹部長宛の通知文書を要約したものです。
① 「避難の理解力向上キャンペーン」の実施等について（通知）（令和2年4月21日付け府政防第819号他）5
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施策1 地下空間の浸水被害最小化に向けた取り組みについて

<取り組みのポイント>
① 淀川氾濫を想定した避難誘導行動計画（タイムライン）の構築
② 地下街、地下駅と接続ビルとの情報連絡のルールづくり
③ 地下街等相互連携訓練の実施

① 淀川氾濫を想定した避難誘導行動計画（タイムライン）の構築
② 地下街、地下駅と接続ビルとの情報連絡のルールづくり

③ 地下街等相互連携訓練の実施（参加者612名）
（近畿地方整備局、大阪府、大阪市、関係機関、地
下街・地下駅・接続ビル所有者及び管理者）

地下からの退出、接続ビ
ル3F以上への避難誘導

警報発表3時間後
すべての避難完了

大阪駅周辺の浸水想定区域図

■事例1 接続ビル※を使用した地下空間からの避難行動計画の事例（大阪府）

※接続ビルとは、地下街と接続している多くの民間ビル等を示す。
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施策1 地下空間の浸水被害最小化に向けた取り組みについて

<取り組みのポイント>
① 電気、空調、防災設備等の浸水防止のための水防扉の設置
② 浸水ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝにより浸水する出入口の特定と止水板の設置
③ 雨量計による水防活動開始基準設定と止水板・水防扉の設置

③ 雨量計による水防活動開始基準設定と止水板・水防扉の設置

① 電気、空調、防災設備等の浸水防止のための水防扉の設置② 浸水ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝにより浸水する出入口の特定と止水板の設置

屋上へ雨量計設置 雨量警報盤 止水板、水防扉の設置

10分雨量が7mmに到達した
時点で浸水防止行動開始

50mm/hrに達する前に
警戒体制完了

浸水が予想される出入口
へ止水板の設置

設備の浸水防止のため
の水防扉19箇所を設置

■事例2 浸水防止対策による被害最小化対策の事例（大阪府）
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施策2 要配慮者利用施設等の避難計画と取り組みについて

<取り組みのポイント>
① 浸水を見越し、「籠城」を方針としたマニュアル作成及び避難訓練の実施
② 自家発電機、非常用機器は2台用意し、高所に移設
③ 「籠城」のための食糧・水を3日分確保（地下水設備による水の安定確保）

<取り組みによる効果（令和元年8月の施設浸水時）>
① 大雨特別警報発令を合図に避難開始した結果、避難完了の7時間後冠水
② 冠水により3日間の籠城となったが、水・食料については備蓄で対応できた
③ DMATや自衛隊との密な連絡により、患者の健康状態が悪化することもなく無
事避難することができた。

①河川の氾濫対応マニュアル
順天堂ケアマネージメントセンター

① マニュアルによる避難を確実するため、年6回のエレベーターを使用した避難訓練（垂直避難）

令和元年8月の大雨で浸水した順天堂病院（佐賀県）

避難開始時期
（洪水警報または大雨特別警報）

③ 食料及び水の3日分を確保
（地下水設備による水の安定確保）

② 自家発電施設の高所移設

■事例1 「籠城」を前提にした危機管理計画の事例
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施策2 要配慮者利用施設等の避難計画と取り組みについて

②高台にある同法人運営の避難施設を確保

悠楽屋上からの浸水状況（岡山県倉敷市）
[平成30年7月7日 早朝]

④ 福祉車両によるピストン輸送

ｸﾚｰﾙｴｽﾃｰﾄ悠楽

ｼﾙﾊﾞｰｾﾝﾀｰ後楽

浸水区域内のｸﾚｰﾙｴｽﾃｰﾄ 高台のｼﾙﾊﾞｰｾﾝﾀｰ後楽

車で5分程度

①洪水ハザードマップによる水害リスクの事前認識

③避難勧告が避難開始のタイミング

2階ﾎｰﾙを利用した避難ｽﾍﾟｰｽ

避難勧告発令

■事例2 浸水想定に基づいた早めの避難の事例

施設使用者36人を7台の福祉車両で輸送

<取り組みのポイント>
① 洪水ハザードマップによる水害リスク（5～6ｍの浸水）を事前認識
② 高台にある同法人運営の避難施設（移動時間は、車で5分程度）を確保
③ 市からの避難勧告が避難開始のタイミング
④ 移動は7台の福祉車両によるピストン輸送（8割が車椅子利用者）

<早めの避難による効果（平成30年7月6日）>
・ 避難勧告発令（22時）を合図に避難準備を開始し、2時間後の深夜0時に
は全36人の避難が完了した。

13



施策2 要配慮者利用施設等の避難計画と取り組みについて

<取り組みのポイント>
① 利用可能道路が通行不能になるまでの時間を明示（〇〇時間後に通行不能）
② 避難ルートが通行不能の浸水深（30cｍ）※まで達する時間を明示
③ 想定破堤地点及び最大破堤幅の近傍地域が避難優先度が高い地域として明示

1986年2月洪水による破堤の様子
[米 カルフォルニア州北部サクラメント]

①利用可能道路が通行不能になるまでの
時間を明示（路線毎に色分け）

②避難ルートが通行不能の浸水深になるま
での時間を明示（路線毎に記載）

浸水深が1ﾌｨｰﾄ（30cm）
に達する時間を記載

③避難の優先度が高い地域を明示

■事例3 堤防破堤の際の安全な避難経路の設定事例
※浸水深30cmは、自動車が走行不能となる水深
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施策2 要配慮者利用施設等の避難計画と取り組みについて

<取り組みのポイント>
① 浸水の伝搬防止を目的とした出入口及び地下空間への防水扉の設置
② 監視モニター、浸水検知センサーに基づく防水扉設置基準の策定
③ 治療活動継続を目的とした電源・燃料の確保、水・食糧の準備（10日分）

2001年6月ﾊﾘｹｰﾝ ｱﾘｿﾝにより浸水したﾃｷｻｽ医療ｾﾝﾀｰ
[米 テキサス州ヒューストン]

①浸水の伝搬防止を目的とした出入口及び地下空間への防水扉の設置

②監視モニター、浸水検知センサーに
基づく防水扉設置基準の策定

③治療活動継続を目的とした電源・燃料の確保、
食糧の準備

■事例4 医療センターの浸水防止等による被害軽減方策の事例
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施策3 大規模工場等における水害の事前準備対策について

<取り組みのポイント>
① 雨量計、監視カメラの設置、水害から在庫を守る止水板（高さ1m）の設置
② 工場の心臓部である制御装置の高床化、停電に備え受電変圧施設の高床化
③ 代替工場等の確保や在庫拠点の分散化

② 制御装置の高床化、停電に備え受電変圧施設の高床化

① 雨量計、監視カメラの設置、水害から在庫を守る止水板（高さ1m）の設置

③ 代替工場等の確保や在庫拠点の分散化

東日本大震災によりサプライチェーン寸断に
見まわれた(株)トヨックス（富山県）

施設内へ雨量計設置 近隣河川の状況確認の目的から監視カメラを設置

関係者による24時間監視（スマートフォン）

水害から在庫をまもる止水板設置

500年に1度の浸水レベルを
想定した高さ1.0m

工作機械や空調等の制御装置を高床化し、漏電防止と停電対策を実施 拠点の1本化を取りやめ、同市内に4工場、
協力工場2箇所、外注工場16箇所を確保

■事例1 水害が発生した場合でも施設機能を維持するための対策事例
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施策3 大規模工場等における水害の事前準備対策について

<取り組みのポイント>
① 国と経済団体が連携し企業の水害BCP※作成意識啓発セミナー等を実施
② 経済団体と連携することで企業との接点を作り、水害BCP作成のすすめや
手引きを作成

③ 武雄河川事務所の水害BCP作成の手引きはWEBGISや重要業務の
選定シート等のツールを使い技術支援

③ 武雄河川事務所の水害BCP作成の手引きはWEBGISや重要業務の選定シート等のツールを使い技術支援
②経済団体と連携することで企業との接点を作り、
水害BCP作成のすすめや手引きを作成

①国と経済団体が連携し企業の水害BCP作成意識啓
発セミナー等を実施

会員企業からＢＣＰ策定状況や水害対策について意識調査
会員企業とのワークショップにより水害ＢＣＰを作成

システムにより知りたい地点の浸水深、
到達時間等を確認可能

重要業務選定シートにより、困る被害
の抽出、まず必要となる応急対策、復
旧時にすべきことの内容と手順を確認

■事例2 国等による企業の水害版BCP支援の事例

※水害BCP：事業所の水害対策事業継続計画
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施策4 アンダーパス等の冠水事故防止の取り組みについて

<取り組みのポイント>
① 道路冠水想定箇所の路面に注意喚起
② アンダーパス道路側面への水位表示
③ バルーン式仮封鎖装置の整備（冠水位が15cm超で自動的に作動）
④ 道路冠水想定箇所に遮断器（さお型）を設置
⑤ 迂回路の案内を兼ねた遮断器を常設
⑥ 道路ハザードマップにアンダーパス箇所を明示

③ バルーン式仮封鎖装置の整備（名古屋市）

② アンダーパス道路側面への水位表示
（名古屋国道事務所）① 道路冠水想定箇所の路面に注意喚起（愛知県）

④ 道路冠水想定箇所に遮断器（さお型）を設置
（可児市）

⑤ 迂回路の案内を兼ねた遮断器を常設

⑥ 道路ハザードマップにアンダーパス箇所を明示

■冠水を想定したアンダーパス等への事前進入及び事故防止対策事例（愛知県）

平成22年の河川氾濫による
冠水事故が設置の契機

Ｕターンが困難な場所の手前で
通行止めとし、迂回路を案内

冠水想定箇所の位置、道路管理者・警察及び
消防の連絡先、過去の災害履歴等を掲載
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発出元→ 発出先
【機密性２情報】

作成日_作成担当課_用途_保存期間
民間活力を活用した河川内樹木伐採の推進 [200521  中国地方整備局 河川部]

◆趣旨(案)
「水防災意識社会再構築ビジョン」に基づく減災の取組の一環と
して，流域全体・官民連携での「河川内樹木伐採の推進」により，
河川の流下能力維持を図るとともに，河川産物の地域利用促進，
建設発生木材の排出量削減の一助とする。

牧草地の状況（小田川国管理区間 5K100～6K400）

◆手法（案）
現在実施している公募伐採をより推進していくための課題である
「事業者等が必要とする木質バイオマスの安定供給」を可能とす
べく，マッチング調整に必要となる地域内の河川内樹木等木質バ
イオマスの供給と需要に関する情報を共有・提供するプラット
フォーム（ＰＦ）を設置し，マッチング調整の円滑化，公募伐採の推
進を図る。

◆調整状況
【R元年８月～R2年3月】
• 「局長・知事市長懇談会」，「土木部長会議」，「河川課長会議」，「建設副産物対策連絡委員会」，「地方公共団体建設技術試
験研究機関連絡協議会」などの場を活用して，中国地方5県2市に横断的な呼掛けを実施。

• 民間事業者等の意見聴取中(鳥取県倉吉市，島根県益田市・江津市・美郷町，岡山県真庭市，広島県広島市等)
• 流域市町村への呼掛け中(各水系減災協議会，その他)

◆今後の予定
• 江の川下流域(島根県内)において，国(河川部・事務所)・県・市,バイオマス発電燃料供給事業者(島根県素材流通共同組合)に
よる勉強会を，令和２年２月３日に開催。(５月以降に第２回を予定)

• 次年度に，ＰＦ設立準備会開催・ＰＦ設立，次年度公募開始を目指して調整を図る予定。
• 同様に，他地域へも横展開を図る方針。 1

maint
テキストボックス
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発出元→ 発出先
【機密性２情報】

作成日_作成担当課_用途_保存期間
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官民協働の事業スキームによる河道内樹木の有効利用
【検討中のビジネスモデル例】

● 取組を推進するにあたり地域が抱く心配事等を地公体が調整役となり，地域と河川管理者及び関係事業者

等がWin-Winの関係となるような，官民協働の事業スキームによる河道内樹木の有効利用を検討
● 木質バイオマスを扱う事業者等と河川管理者が連携し，河道内樹木を資源活用するビジネスモデルを検討
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中国地方(小田川)発!! 樹木の再繁茂を抑制する河川空間利用の促進 

小田川の河川敷では，延長約１０ｋｍ，面積約５０ｈａが牧草地として利用され，樹木の再繁茂を抑制している。そ
の他にも，市民活動を含め河川敷の更なる利用拡大も図られようとしている。 

中国地方整備局は，小田川での取り組みを中国地方整備局が管理する全河川において展開し，牧草地や公園な
どの河川敷の利用を拡大して「防災・減災・国土強靭化のための緊急３か年対策」として実施している樹木伐採後
の再繁茂抑制などに役立てていく。 

地域のニーズを踏まえて河川敷の利用拡大を図っていくために，「大規模氾濫時の減災対策協議会」などを通じ
て関係市町村と情報交換を行うとともに，ニーズを掘り起こすための公募を実施する。 

 
 
 
 

「大規模氾濫時の減災対策協議会」 
などを通じて関係市町村と情報交換 

ニーズを掘り起こすための公募 

■河川敷利用・占用拡大の取組み 

小田川のみならず,中国地方整備局が管
理する全河川において展開を図る。 

   拡大範囲(H30年12月) 

   利用範囲(～H30年11月) 

■小田川における牧草地としての河川利用の現状 

牧草地の状況（小田川国管理区間 5K100～6K400） 

【国直轄区間(倉敷市内)】 
規   模 ： 約1.7km, 約6.4ha 
期  間 ： 2011年～ 

【県管理区間(矢掛町内)】 
規   模 ： 約6.2km, 約36.7ha 
期  間 ： 2003年～ 

【県管理区間(井原市内)】 
規   模 ： 約2.3km, 約7.4ha 
期  間 ： 2011年～ 

     ：牧草地としての利用範囲 

【凡例】 
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【機密性２情報】 

公募実施 公募結果 
【応募】 
  ２件：高梁川(UAV練習場) 
     吉井川(ラジコン飛行場) 
  ・5/21現在，占用申請に向け事務手続き中。 
     ・吉井川については，除草費用がネックとして辞退。 
  
 (占用の目的) 
   樹木の再繁茂抑制(UAV練習場) 
 
【市町担当者からの改善提案】 
 ・公募期間を通年とする。 
 ・実例や想定される利用形態や利用主 
  体を具体的に提示 
 ・承認、許可などの簡素化 
 ・河川管理者が利用箇所への進入路等整備 

   

【R2年度の予定】 
・事務所，市町，応募者等から寄せられた意 
 見を踏まえ，見直し，公募を実施。 
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